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はじめに 

 

 

【検討の背景】 

本年 3 月で東日本大震災から 15 年が経過するが、令和 6 年 8 月に南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）が初めて発表されて以降、南海トラフ地震及び首都直下地震の被害想定・発生確率

が見直されるとともに、南海トラフ地震防災対策推進基本計画の変更、南海トラフ地震臨時情報

発表に伴う防災対応のガイドラインの改訂など、今後 30 年以内に発生が予測される巨大地震に関

する対策の見直し、新たな対策の策定等の様々な取り組みが進められている。このような情勢を

踏まえ、当協会は第三管区海上保安本部と連携し、「津波対策に関する検討会」を設置して同管

区管轄内に所在する全ての特定港の津波対策を検討することとし、令和 7 年度においては、京浜

港（横浜区・川崎区）及び横須賀港を対象に検討を行なった。 

 

【津波対策の現状及び検討方針】 

我が国では、津波を伴う地震が多発してきたことから、平成 16 年以降、海上保安庁が主導して、

全国の特定港等に自治体、港湾管理者、海事関係者及び関係行政機関で構成される協議会を設置

し、津波警報等発表時の対応や平素の検討事項など、津波に備えて様々な検討を行なってきたが、

船舶の津波避難に関しては、津波警報等発表時の避難行動を定めた「船舶対応要領（一覧表）」

を港ごとに作成している。 

同要領は、公益社団法人日本海難防止協会による「大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に

関する調査研究」（2012 年度：日本財団助成）で検討した「津波に対する船舶対応表」をベース

に、各特定港の港湾施設、利用船舶の状況を踏まえて作成しているものであるが、同対応表で定

める「係留避泊、陸上避難、港外退避」の避難行動に際しては、周囲の状況や津波の状況を踏ま

えて、船長自らが現場で判断する必要がある。 

したがって、本検討会においては、着岸中の船舶を主な検討対象として、「係留避泊、陸上避

難、港外退避」の避難行動をとる場合の具体的な対応や実施事項並びに平素、検討又は準備して

おくべき事項など現場目線の検討を行い、その結果を踏まえて津波対策に関する周知啓発資料を

作成し、船舶の津波避難に資することとする。 

なお、本検討会は、財団法人 日本海事センターの補助を受けて当協会の自主事業として実施す

るものであるが、同センターに改めて、感謝と御礼を申し上げる。 

 

   令和 8 年 3 月 

公益社団法人 東京湾海難防止協会 
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検討の概要 

1 検討の概要 

1.1 検討の目的 

東日本大震災から十数年が経過し、近年、南海トラフ地震臨時情報の運用開始（令和元年）、

災害対策基本法の一部改正（令和 3 年）、大規模地震・津波災害応急対処方針の改定（令和 5

年）など国の災害対応が見直され、更に、令和 7 年 7 月開催の第 45 回中央防災会議において、

南海トラフ地震防災対策推進基本計画が変更されたところである。また、特に、南海トラフ地

震については、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が初めて発表され（令和 6 年 8 月）、

南海トラフ地震の被害想定が見直されるなど（令和 7 年 3 月）、情勢が緊迫化しつつある。 

横須賀港の津波対策は、横須賀地区海上災害等対策協議会が定めているが、本検討会では、

横須賀港の津波対策の現状を把握したうえで、船舶運航関係者及び海事関係者の津波対策に対

する認識を新たにするとともに、津波に備えて平素から検討・準備しておくべき事項並びに大

津波警報、津波警報、津波注意報又は南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された

場合の避難行動にかかる具体的な実施事項及び対応例について検討を行うことを目的とする。 

なお、本検討会は、公益財団法人日本海事センターの補助を受けて実施するものである。 

1.2 津波対策に関する基本事項の整理 

横須賀港の津波対策について検討を行うにあたり、日本列島周辺で発生する地震、国の地震・

津波対策、海難防止団体によるこれまでの地震・津波対策の調査・検討等、津波対策に関する

基本事項を整理することとする。 

1.2.1 日本周辺で発生する地震について 

日本列島の周辺には、太平洋、フィリピン、北米、ユーラシアの４つのプレート（岩盤）が

あり、それらのプレートの動きによって、我が国は世界有数の地震多発地域となっている。

このため、はじめに、我が国周辺で発生する地震について、地震発生のメカニズム、地震の

発生状況と被害概要、今後、発生が想定される地震と被害想定について整理することとする。 

(1) 地震の発生メカニズム 

① 日本周辺のプレート 

② 日本周辺で発生する地震の発生メカニズムと特徴 

(2) 日本周辺における地震の発生状況と被害概要 

① 日本周辺における地震の発生状況 

② 日本周辺で明治以降に発生した地震（東北地方太平洋沖地震を除く。） 

③ 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）（以下、「東日本大震災」と表記する。） 
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(3) 30 年以内に発生する確率が 70%以上の地震と被害想定 

① 首都直下地震（30 年内以内の M7 程度の地震発生確率が 70%程度） 

② 南海トラフ地震（30 年以内の M8～9 程度の大規模地震発生確率最大 90%程度以上） 

1.2.2 国の津波対策について 

我が国では、これまで津波を伴う地震が繰り返し発生しており、津波対策は、防災上、国

が優先して取り組むべき最重要課題の一つである。 

本項では、災害対策基本法に基づく国の津波対策及び各省庁の津波対策の概要について整

理する。 

(1) 災害対策基本法に基づく防災に関する組織と防災計画の概要 

① 防災に関する組織 

② 防災計画 

(2) 津波対策に関する防災業務計画の概要 

① 国土交通省防災業務計画 

② 気象庁防災業務計画 

③ 海上保安庁防災業務計画 

(3) 港内における船舶の津波対策の概要 

① 港則法 

② 船舶津波対策協議会 

1.2.3 海難防止団体による津波対策の調査・検討 

国の津波対策を踏まえ、公益社団法人 日本海難防止協会（以下、日本海難防止協会と表記

する。）及び 公益社団法人 東京湾海難防止協会（以下、「東海防」と表記する。）が津波対

策に関してこれまで調査、検討した内容を整理する。 

なお、本項においては、「東日本大震災」以降に検討した内容を対象とする。 

(1) 大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究（日本海難防止協会） 

① 目的 

② 主な調査内容（骨子） 

③ 調査概要及び調査結果 
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(2) 東京湾における地震津波に対する海上交通安全対策の検討（「東海防」） 

① 目的 

② 調査検討の基本方針 

③ 主な調査検討内容（骨子） 

④ 調査検討方法及び調査検討結果 

(3) 横須賀港における地震・津波船舶避難要領の検討（「東海防」） 

① 目的 

② 検討方法 

③ 主な検討内容及び検討骨子 

1.3 検討内容 

1.3.1 横須賀港の津波対策の現状 

横須賀港の津波対策については、横須賀地区海上災害等対策協議会が通常時の実施事項及

び津波発生時の対応その他必要な事項を定めている。本項においては、同協議会が定める津

波対策の現状を把握する。 

(1) 横須賀港の津波対策の実施主体及び津波対策に関する規定 

① 実施主体 

② 津波対策に関する規定 

(2) 津波対策に関する関係者の対応 

① アンケート調査の方針 

② アンケート調査要領 

③ アンケート結果及び分析 

(3) 横須賀港の津波対策の現状（概要） 

① 津波対策に関する規定 

② 津波対策に関する関係者の対応 

1.3.2 横須賀港の津波対策に関する検討 

津波対策に関する基本事項の整理、横須賀港の津波対策の現状及びアンケート調査の結果

を踏まえ、津波対策に関して、平素から検討、準備しておくべき事項、大津波警報、津波警

報、津波注意報又は南海トラフ地震臨時情報（以下、「津波警報等」と表記する。）が発表さ

れた場合の具体的な実施事項や対応例について検討を行なうものとする。 
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(1) 平素から検討、準備しておくべき事項 

① 船舶乗組員に関するもの 

② バース管理者に関するもの 

③ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者に関するもの 

(2) 「津波警報等」発表時の実施事項及び対応例 

① 船舶乗組員に関するもの 

② バース管理者に関するもの 

③ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者に関するもの 

(3) 検討のまとめと津波対策に関して実施すべき事項 

① 検討のまとめ 

② 横須賀港の津波対策に関して実施すべき事項 

1.4 検討方法 

学識経験者、海事関係者及び関係行政機関で構成する検討会を設置して検討を行うこととし、

検討会の事務局は、公益社団法人 東京湾海難防止協会とする。 

1.4.1 検討会の名称 

検討会の名称を「横須賀港の津波対策に関する検討会」とする。 

1.4.2 検討会の構成 

検討会の構成は、表 1.4.2 のとおりとする。 
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               表 1.4.2 検討会の構成           敬称略・順不同 

区分 所属 役職 氏名 

委 
 

 
 

 
 

 
 

 

員 

海上保安大学校 教授（委員長） 山田 多津人 

国立大学法人 東京海洋大学 准教授 福田 厳 

（一社）日本船長協会 
常務理事 

参与 

滝浦 文隆 

小尾 達也 

国立研究開発法人 海洋研究開発機構 

運用部 
船舶運用グループリーダー 

ララン プラサド 

グプタ  

東京湾水先区水先人会 副会長 近森 茂雄 

日本内航海運組合総連合会 海務部長 逸見 幸利 

全日本海員組合 関東地方支部 地方本部長 髙宮 成昭 

全国内航タンカー海運組合 海工務部長 山口 孝次 

横須賀港運協会 専務理事 鈴木 大資 

日産自動車株式会社 日本物流部 主担 鈴木 正一 

相模運輸倉庫株式会社 横須賀海運課長 藤本 俊 

住友重機械工業株式会社横須賀製造所 総務課長 林 勇一 

横須賀市東部漁業協同組合 参事 三ツ堀 輝孝 

東京湾フェリー株式会社 海務部長代理 沖村 佑稀 

浦賀マリンサービス株式会社 次長 細田 寛俊 

東京汽船株式会社横須賀支店 横須賀支店長 岸田 啓孝 

東京九州フェリー株式会社横須賀支店 横須賀支店長 西沢 佳祐 

株式会社 JERA 横須賀火力発電所 燃料技術ユニット長 林 清治 

関 

係 

官 
公 

庁 

関東運輸局 海上安全環境部 海事保安・事故対策調整官 上野 雅男 

関東地方整備局 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課長 佐々木 晃 

横浜地方気象台 防災管理官 福地 純二 

横須賀市港湾部 港湾管理課 

横須賀港ふ頭管理事務所 
港営担当課長 高橋 学 

第三管区海上保安本部 交通部長 奥田 眞康 

第三管区海上保安本部 交通部 航行安全課長 藤井 清高 

第三管区海上保安本部 警備救難部 環境防災課長 長谷川 堤司 

第三管区海上保安本部 海洋情報部 監理課長 栗田 洋和 

横須賀海上保安部 交通課長 山本 裕希 

東京湾海上交通センター 安全計画課長 福田 陽一 

オブ
ザー
バー 

海上自衛隊横須賀地方総監部 第 3 幕僚室長 1 等海佐 小泉 正弘 

米海軍横須賀基地  司令部危機管理部 
ハーバーボート   

カクスン フォアマン 
久保田 淳 

事 

務 

局 

（公社）東京湾海難防止協会 理事長 岩並 秀一 

同上 専務理事 大根 潔 

同上 安全事業部長 川口 修 

同上 安全事業部副部長 神達 孝一 

株式会社 日本海洋科学 
コンサルタントグループ 

コンサルティングユニット長 
南部 裕之 

同上 コンサルタント 坂口 皓一 

同上 コンサルタント 南波佐間 太一 
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1.4.3 検討会の開催 

令和 7 年度においては 2 回開催するものとし、開催時期は令和 7 年 7 月及び令和 8 年 3 月

とする。 

1.4.4 検討期間及び検討スケジュール 

(1) 検討期間 

自 令和 7 年 4 月 至 令和 8 年 3 月 

(2) 検討スケジュール及び検討フロー 

表 1.4.4(1)及び表 1.4.4(2)のとおりとする。 

表 1.4.4(1) 検討スケジュール 

     
   7    8  

4  5  6  7  8  9  10  11  12  1  2  3  

             

             

津波対策の現状把握             

             

               

                 

             

             

             

表 1.4.4(2) 検討フロー 

 

 

第 1 回検討会 

・事業計画（案）の策定 

・津波対策に関する基本事項の整理 

・横須賀港の津波対策の現状把握 

・アンケート調査に関する検討 

第 2 回検討会 

・アンケート調査結果の取りまとめと分析 

・横須賀港の津波対策に関する検討 

・検討のまとめと津波対策に関して実施すべき事項（周知啓発資料の作成等） 

・報告書（案）の検討 
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日本周辺で発生する地震について （津波対策に関する基本事項の整理（1）） 

 

2 日本周辺で発生する地震について（津波対策に関する基本事項の整理（1）） 

日本列島の周辺には、太平洋、フィリピン、北米、ユーラシアの 4 つのプレート（岩盤）があ

り、それらのプレートの動きによって、我が国は世界有数の地震多発地域となっている。このた

め、はじめに、我が国周辺で発生する地震について、地震発生のメカニズム、過去に発生した地

震と被害の状況、今後、想定される地震と被害想定について整理することとする。 

2.1 地震発生のメカニズム 

地震は、地球表面の地下で起きる

プレート（岩盤）の「ずれ」により発

生する現象であり、硬いプレート（岩

盤）に何らかの力がかかり、それに耐

えられなくなると地震が発生する。

地球は、図 2.1 のとおり、「核（内・

外核）」、「マントル（下部・上部）」、

「地殻」の層からなっており、上部

マントルの地殻に近い部分は硬い板

状の岩盤（以下、「プレート」という。）

となっており、地球表面は十数枚の

プレートに覆われている。プレート

は、地球内部で対流するマントル

の上に乗っているため、少しずつ

動いており、このプレートのぶつ

かり、沈み込みで大きな力が働き、地震が発生することになる。 

2.1.1 日本周辺のプレート 

日本周辺では、図2.1.1のとおり、

太平洋・フィリピン海プレートが、

北米・ユーラシアプレートの方向

へ１年あたり数 cm の速度で動き、

北米・ユーラシアプレートの下に

沈み込んでいるため、複数のプ

レートによって複雑な力がかかっ

ており、世界有数の地震多発地帯

となっている。 

 

 図 2.1.1 日本周辺のプレート（気象庁ホームページから引用） 

図 2.1 地球の内部構造（気象庁ホームページから引用） 
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2.1.2 日本周辺で発生する地震の発生メカニズムと特徴 

(1) プレート境界地震 

日本周辺では、海洋プレー

トが陸側のプレートの下に

沈 み 込 む と き に 陸 側 の プ

レートを地下へ引きずり込

むことにより歪みが蓄積し、

耐えきれなくなった場合に、

陸側のプレートの歪みが元

に戻ろうとして跳ね上げら

れる際に地震が発生する。 

（図 2.1.2(1)） 

広範囲のプレートが動くため、揺れる時間が長い地震になりやすい。発生周期は比較的

短く、100 年に 1 回程度の場合もある。震源は陸岸から遠いが、震源が海の下であるため、

津波が発生する蓋然性が高い。 

(2) プレート内地震（アウターライズ地震） 

海洋プレートが陸側のプ

レートの下に沈み込むとき

に、海洋プレートの内部に

様々な力が加わることにより

発生する地震が、プレート内

地震である。 

 プレート内地震には、海域   

で発生するもの又は陸域で発  

生するものがある。 

（図 2.1.2(2)） 

  日本周辺の海域で発生する 

 アウターライズ地震は、海底 

 がずれる角度が急な場合があり、 

 同じ量のプレートのずれであっても、断層の角度が急なほど押しのける海水の量が増える 

 ため、大きな津波が起きやすい傾向にある。 

  海域で発生するプレート内地震は、陸岸から遠い場所で発生する地震であるため、規模 

の割に陸上での揺れが小さいが、はるか遠くで津波が発生している可能性がある。 

(3) 活断層地震 

地殻変動で陸側のプレートに亀裂やひび割れが生じると活断層が生じるが、活断層の断

層面をはさむ両側に力が蓄積されると、やがて限界に達し、断層面が互いにずれてしまう

ことにより地震が発生する。（図 2.1.2(3)） 

図 2.1.2(1)  プレート境界地震の発生メカニズム 

図 2.1.2(2)  プレート内地震の発生メカニズム 
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プレート境界地震、プレート内地震（アウターライズ地震）と比較すると、地震の規模

は比較的小さいといえるが、震源が浅いため、地震のエネルギーが減衰せずに地表に伝わ

るため、揺れは非常に大きくなる場合が多い。被害範囲は狭いが、人口密集地で発生した

場合に甚大な被害となる蓋然性が高い。 

なお、活断層地震は予兆を感じることが困難で、突然発生することが多いが、発生間隔

は非常に長い。（1000 年～数万年に 1 回程度発生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 日本周辺における地震の発生状況と被害の概要 

2.2.1 日本周辺における地震の発生状況 

日本周辺は、４つのプ

レートに加え、多くの火

山が分布しているため、

地震の発生数が非常に

多い。 

図 2.2.1(1)は、世界の

火山の分布状況である

が、日本列島周辺に多く

の火山が分布している

ことがわかる。 

また、図 2.2.1(2)は、

2014～2022年に発生し

た地震の震央分布である

が、プレート境界付近に震央があり、日本周辺列島周辺には非常に多くの震央が分布してい

ることがわかる。 

    なお、「震央」とは、地震の震源の真上にあたる地表の地点をいう。 

図 2.1.2(3)  活断層地震の発生メカニズム 

図 2.2.1(1)  世界の火山の分布状況（気象庁ホームページから引用） 
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図 2.2.1(3)は、世界のマグニチュード 6 以上の震源分布とプレート境界を示した図であるが、

日本列島周辺には、地震の震央、マグニチュード 6 以上の震源、火山の全てで世界有数の分布

域であることがわかる。 

2.2.2 日本周辺で明治以降に発生した地震（東日本大震災を除く。）  

本項においては、明治以降に発生した地震の被害の概要を整理する。1948 年の福井地震ま

では、死者･行方不明 者が 1,000 人を超える地震、それ以降は死者･行方不明者が20 人 を超

える地震を対象としている。 

なお、本項は、内閣府及び気象庁のホームページ掲載のデータを引用、編集したものであ

る。 

 

 

 

 

地震名 地震データ 被害の概要・その他参考事項

●●●●●地震

①	発生年月

＊西暦（年号）で表記

②	マグニチュード

③	最大震度

④震源地

⑤津波の有無

①死者・行方不明数

②全壊・焼失・流出家屋数

③その他参考事項

1891.10.28ˢ Ⱶ24 ˣ

8.0

7

ṅ ᾉˢ ˣ״

ΰ

7,273

142,177ᾭ

ᶨ π ΰθ Ω ẘχ πʺ

χᶨ Ϭ ᾛρβϥ

Ⱶ╣

1896.6.15ˢ Ⱶ29 ˣ

8.2

ˢ2˙3ˣ

╣ ᴏ

Ϥ

22,000

11,723ᾭ

ʿ Ϧχ 30 ῇτ

表 2.2.2    明治以降に発生した主な地震の被害概要 

図 2.2.1(3)  マグニチュード 6 以上の震源分布（2012～2022 年） 図 2.2.1(2) 地震の震央分布（2014～2122 年） 
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2.2.3 「東日本大震災」 

(1) 地震の概要 

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分、三陸沖（北緯 38 度 1 分、東経 142 度 9 分）の深さ

24km を震源としてマグニチュード 9.0 の地震が発生した。この地震によって宮城県栗原

市で震度 7 を観測したほか、宮城県、福島県、茨城県及び栃

木県の 4 県 37 市町村に及ぶ地域で震度 6 強を観測した。こ

の地震は、マグニチュード 9.0 という非常に大規模なもので

あったため、地震に伴い発生した津波の規模も非常に大きく、

この震災による被害は津波に起因するものが多かった。 

なお、「東日本大震災」は図 2.2.3(1)の日本周辺プレートの

４つのプレートのうち、太平洋プレート（海のプレート）と

北米プレート（陸のプレート）の境界にあたる水深 6,000m 

以上の海溝で起きた「プレート境界型地震」である。 

(2) 津波の状況 

地震発生か ら 3 分後の 14 時 49 分、気象庁は、

岩手県、宮城県、福島県に 津波警報（大津波）を発

表し、その後、北海道太平洋沿岸から高知県に到る

広い地域が津波警報（大津波）の対象に加えられた。 

日本各地の津波観測施設で観測された津波の高

さは図 2.2.3(2)のとおりで ある。 「東日本大震災」

では、マグニチュード 9.0 の規模の巨大な地震が、

複数の領域を連動させた広範囲の震源域をもつ地

震として発生したことにより、通常の海溝型地震

が発生する深部プレート境界のみならず、浅部プ

レート境界も同時に大きくずれ動いたため、巨大

な津波が広範囲に押し寄せて、大きな被害をもたら

した。 

 国内で津波が観測された地点は、図 2.2.3(3)のと 

おりであり、また、海外へも 影響を与えたことが判 

明している。 

「東日本大震災」の地震は海溝型地震の中でも非常  

に大規模な地震で、広範囲に地震の揺れを発生させ  

ただけではなく、国内の北海道から沖縄県にかけて 

太平洋沿岸部に津波が押し寄せた。また、日本海、 

オホーツク海、東シナ海の沿岸でも観測され、ハワ  

イ・北米・南米、太平洋諸国にまで津波が到達した  

ことが記録されている。 

図 2.2.3(1) 日本周辺のプレート 

図 2.2.3(3)  津波が観測された地点 

図 2.2.3(2) 津波観測施設で観測された津波の高さ 

図 2.3.1 日本周辺のプレート 
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(3)  被害の概要 

① 人的及び住家の被害 

令和和 7 年 3 月 10 日現在のこれまでに確認された人的及び住家の被害の概要は、表

2.2.3(1)のとおりである。 

なお、警察庁に報告があった検視結果のうち、「溺死」と判断された死因は、平成 24

年 3 月 11 日時点で 14,308 件であり、令和 7 年 3 月 7 日現在の震災関連死を除く死者

15900 名（警察庁発表）の 90.0%にあたる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 船舶の被害 

以下は、水産庁及び日本海難防止協会作成の資料から一部引用し、事務局により追記、

編集したものである。 

【被害隻数】 

  震災発生時、各港湾で津波の来襲等により被災した外航船、内航船、旅客船、漁船  

の隻数は表 2.2.3(2)のとおりであり、漁船が 28,612 隻となり全体の約 99.4%を占める

結果となった。 

  表 2.2.3(2) 船舶の被災隻数 

 

 

 

 

 

 

 

＊1    漁船以外の被災隻数は日本海難防止協会作成の「大地震及び大津波来襲時の航 

行安全対策に関する調査研究」報告書（2013 年 5 月）から引用 

＊2 漁船の被害隻数は水産庁作成資料から引用（2012 年 3 月 5 日現在） 

【人的被害】 

(1) 死者    19,789 名   （震災関連の死者を含む。） 

(2) 行方不明    2,550 名 

(3) 負傷者     6,242 名 

【住家被害】 

(1) 全壊    122,053 棟 

(2) 半壊    284,074 棟 

(3) 一部損壊     750,069 棟 

船舶区分 被災隻数 
被災した割合 

*小数第 2 位切り上げ 

外航船 18 隻 

（合計） 184 隻 0.6% 内航船 15 隻 

旅客船 151 隻 

漁船 28,612 隻 99.4% 

合計 28,796 隻 100.0% 

表 2.2.3 (1)  東日本大震災の被害状況【令和 7 年 3 月 10 日現在】（内閣府資料から一部引用） 
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 【漁船以外の船舶の被害状況】＊単位 (隻) 

     アンケート調査で回答のあった漁船以外の船舶の被害状況を 2.2.3(3)に示す。大型 

の船舶が多い外航船については、「座礁」「係留索切断」「船体損傷」が多く内航船  

は「船体損傷」、旅客船は「行方不明」「陸上乗揚げ」の回答が多かった。 

表 2.2.3(3)  漁船以外の船舶の被害状況 

被害状況 外航船 内航船 旅客船 合計隻数 

沈没・流出 0 1 15 16 

陸上乗揚げ 2 2 44 48 

船体損傷 

＊一部損傷を含む。 
5 11 1 17 

係留索切断 6 0 0 6 

航行不能 2 0 0 2 

座礁 7 0 0 7 

行方不明 0 1 91 92 

合計隻数 22 15 151 188 

＊1   上記表中のデータは、日本海難防止協会作成の「大地震及び大津波来襲時の航 

行安全対策に関する調査研究」報告書（2013 年 5 月）から引用、編集したもの 

＊2 外航船については、複数回答有 

 【外航船の船型区分と避難行動】 

 アンケート調査で回答のあった、被災した外航船の船型区分を表 2.2.3(4)、避難行

動を表 2.2.3(5)に示す。 

  18 隻中 14 隻が 5,000 トン以上であり、避難行動で最も多かったのが係留避泊、

最 も少なかったのが陸上避難であった。 

  なお、表 2.3.3(4)  及び表 2.3.3(5)  のデータは、日本海難防止協会作成の「大地震

及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究」報告書（2013 年 5 月）から引

用、編集したものである。 

                      表 2.2.3(4)  外航船の船型区分 

船型区分 隻数 

5,000 トン未満 4 隻 

5,000 トン以上 10,000 トン未満 3 隻 

10,000 トン以上 50,000 トン未満 7 隻 

50,000 トン以上 100,000 トン未満 1 隻 

100,000 トン以上 3 隻 

合計 18 隻 
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表 2.2.3(5)  外航船の避難行動 

避難行動 隻数 

緊急離桟 5 隻 

岸壁係留 7 隻 

陸上避難 1 隻 

不明 5 隻 

合計 18 隻 

(4) 地震発生時に船舶がとった措置等（アンケート回答結果） 

（「大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究」報告書（2013 年 5 月から引用）） 

① 地震発生時の船舶の動静 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 岸壁係留中の船舶の総トン数区分（漁船以外のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地震発生時の通信可能手段（複数回答） 

  

 

 

 

 

 

 

図 2.2.3(6) 

図 2.2.3(8) 図 2.2.3(7) 

図 2.2.3(5) 図 2.2.3(4) 
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④ 地震発生時にとった具体的措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）漁船以外の緊急離桟 59 隻のうち、曳船を利用した船舶は 2 隻のみ、係留索解らん作業

で陸上要員の支援を受けた船舶は 26 隻 

2.3 30 年以内に発生する確率が 70%以上の地震と被害想定 

2.3.1 首都直下地震（30 年以内の M7程度の地震発生確率 70%程度） 

(1) 被害想定の考え方 

首都直下地震緊急対策推進基本計画（平成 27 年策定）及び政府業務継続計画の見直しに

向けて設置した「首都直下地震対策検討ワーキンググループ」による検討を踏まえ、令和

7 年 12 月、防災対策の進捗状況の確認や被害想定の見直し、新たな防災対策等に関する報

告書が公表された。 

同報告書では、都心周辺の直下で発生する「都心南部直下地震」（M7 程度の地震発生確

率 70%程度）、相模湾周辺を震源域として大きな津波を伴う海溝型の「大正関東地震タイ

プ」、「元禄関東地震タイプ」（M8 程度の地震発生確率 0～6%）など計 19 類型の地震を

想定して、震度分布等を推計した。 

このうち、京浜港（横浜区・川崎区）において、最も高い津波高が予想されているのは

「元禄関東地震タイプ」の地震であることから、本検討会においては、「元禄関東地震タ

イプ」の地震を想定して検討を進めることとする。 

なお、以下は、上記ワーキンググループの首都直下地震モデル・被害想定手法検討会地

震モデル 報告書図表集（令和 7 年 12 月 19 日公表）の内容を抜粋、編集したものである。 

① 津波の高さ及び到達時間 

房総半島及び相模湾沿岸域では、5m～10m の津波高が想定されており、一部では 10m

を超える津波が想定されている。また、東京湾内の中央部以北は概ね 3～4m 程度あるい

はそれ以下、東京湾口付近では 5～10m 程度の津波高さが想定されている。 

到達時間は、湾口に近い横須賀市では最短 2 分（津波高＋1m）、横浜市中区が最短 34

分と想定されている。 

 

 

 

図 2.2.3(10) 図 2.2.3(9) 
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    表 2.3.1 (1) 元禄関東地震の地震による津波高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 人的被害 

人的被害については、「元禄関東地震タイプ」の被害想定結果が公表されていないた

め、関東地震タイプの地震が発生した場合の想定結果を示す。 

これは、あくまでも、現在の都市において仮に大正関東地震タ イプの地震が発生した

場合を想定したものである。 

 

表 2.3.1(2) 元禄関東地震タイプの地震による津波到達時間 

図 2.3.1(1) 津波高分布図（元禄関東地震タイプ：満潮時） 

地殻変動を考慮した平均水位 地殻変動を考慮した最高水位

川崎市川崎区 4 4

横浜市中区 3 4

横須賀市 5 11

場所
元禄関東地震タイプの地震による津波高さ（m）

大津波警報相当 津波警報相当 津波注意報相当

大津波警報相当 津波警報相当 津波注意報相当

＋1m ＋3m ＋5m

川崎市川崎区 41 ー ー

横浜市中区 34 ー ー

横須賀市 2 5 5

津波高別 　最短到達時間（分）
場所
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③ 建物等の被害 

建物等の被害については、大正関東地震タイプの地震が発生した場合の想定結果を示

す。これは、あくまでも現在の都市において仮に大正関東地震タ イプの地震が発生した

場合を想定したものである。（最も津波による被害が大きかった「元禄関東地震タイプ」

の被害想定結果が公表されていないため） 

 

 

 

表 2.3.1(3) 人的被害（大正関東地震タイプの地震が発生した場合） 
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④ 元禄関東地震タイプの地震の震度分布（参考） 

参考までに、「元禄関東地震タイプ」の地震が発生した場合の震度分布図を、図 2.3.1(2)

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.3.1(2)   元禄関東地震タイプの地震の震度分布 

表 2.3.1(4) 建物等の被害（大正関東地震タイプの地震が発生した場合） 
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(2) 横須賀港周辺の津波・潮流予測（津波防災情報図） 

本項では、過去に発生した首都直下地震のうち、最もマグニチュードが大きく、大津波

が発生した元禄関東地震（1703 年）と同程度の地震（マグニチュード 8 程度）の発生を想

定した津波・潮流予測について整理することとする。 

なお、令和 7 年 12 月時点で、新たな津波の潮流予測に関する分析データは未公表である

ため、本項においては、平成 25 年 12 月時点の分析データを利用する。 

① 津波防災情報図とは 

津波防災情報図は、津波による水位変化や最大流速が示された「進入図・引潮図」、 

任意の地点における津波高や津波の流向・流速の時間変化をグラフで示した「経時変化

図」 及び時々刻々と変化する津波の挙動を示した「津波アニメーション」の３種類の図

（データ）を一組とした図で構成される。ここでは、「進入図・引潮図」を参考に、津波

の進入・引潮の概要を整理する。 

なお、実際に発生する津波は、震源の位置・規模・細かな地形などの影響により、津

波シミュレーションの結果よりも大きくなる又は小さくなることがあるため、この点を

考慮して情報を取り扱う必要がある。 

② 引潮の予測 

横須賀本港周辺及び浦賀～久里浜周辺の引潮図を示して、津波の引潮の予測を整理す

る。（図 2.3.1(3) ～ 図 2.3.1(4) ） 

 

【横須賀本港周辺】 

   

横須賀本港周辺では、水位低下は概ね 0.5m～2m であり、港内の一部に干出域と露出域が予測

されている。また、流速については、概ね 3kt 以内の予測がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1(3)【引潮】横須賀本港周辺 
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【浦賀～久里浜周辺】 

 

浦賀～久里浜の沿岸付近では、水位低

下は概ね 2m～3m であり、三浦海岸寄り

の沿岸では、一部で 3m～5m の水位低下

が予測されている。 

また、流速については、浦賀港沖で

8kt、久里浜港沖で 6kt を超える予測が

なされている。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 進入の予測 

横須賀本港周辺及び浦賀～久里浜周辺の進入図を示して、津波の進入の予測を整理す

る。（図 2.3.1(5) ～ 図 2.3.1(6) ） 

 

 

【横須賀本港周辺】 

 

横須賀本港周辺では、概ね

0.5m～2m の水位上昇が予測

されているが、港内の一部で

2m～3m 又は 3m～5m の水

位上昇が予測されている。 

流速については、概ね 3kt

未満であるが、港内の一部で

4kt～5kt を超える予測がな

されている。 

 

 

 

 

 

図 2.3.1(4)【引潮】浦賀～久里浜周辺 

図 2.3.1(5)【進入】横須賀本港周辺 
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【浦賀～久里浜周辺】 

 

浦賀～久里浜周辺の沿岸で

は、水位上昇は概ね 2m～3m、

沖合では 0.5m～2m となってお

り、三浦海岸寄りの沿岸では一

部 3m～5m 程度の水位上昇が予

測されている。 

 流速については、3kt 程度が

予測されているが、久里浜港の

一部で 5kt 以上の流速が予測さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1(6)【進入】浦賀～久里浜周辺 
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2.3.2 南海トラフ地震（30年以内の M8～9程度の地震発生確率最大 90%程度以上） 

(1) 南海トラフ地震に関する最近の情勢について 

① 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

令和 6 年（2024 年）8 月、宮崎県で震度 6弱を観測した日向灘を震源とする地震（M7.1）

の発生を受けて、気象庁は、南海トラフ地震臨時情報の運用開始以降、「南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震注意）」を初めて発表した。 

② 南海トラフ地震の被害想定の見直し 

南海トラフ地震の最大クラスの地震・津波に対する被害想定については、平成 24 年 8

月及び翌 25 年 3 月に「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」が公表した

が、当時検討した地盤モデル等の見直し及び新たな計算手法により、令和 7 年 3 月、南

海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会が被害想定の見直しを公表した。 

（地震モデル報告書の計算結果集） 

③ 南海トラフ地震防災対策推進基本計画の変更 

令和 7 年 7 月に開催された第 45 回中央防災会議において、南海トラフ地震防災対策

推進基本計画の変更が決定された。新たな被害想定を踏まえ、今後 10 年の減災目標が設

定されるなど、具体目標数が「45」から「205」に拡充された。 

④ 南海トラフ地震臨時情報の発表に伴う防災対応のガイドラインの改訂 

「南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)」が初めて発表されたことに伴い、各地で

様々な対 応・反応があったことを受け、防災対策の改善方策として、令和 7 年 8 月、本

ガイドラインの改訂を行った。 

新たに臨時情報の基本的な考え方や臨時情報発表時の周知・広報の留意点を記載した

ほか、臨時情報発表時にとるべき対応、留意事項や防災対応の例について充実化が図ら

れた。 

⑤ 南海トラフ地震発生確率の見直し 

令和 7 年 9 月、地震調査研究推進本部の地震調査委員会は、２通りの方法（地震発生

間隔と隆起量データを用いた計算方法【すべり量依存 BPT モデル】及び地震の発生間隔

のみを用いた計算方法【BPT モデル】）により、南海トラフ地震の発生確率の見直しを

行なった。 

【すべり量依存 BPT モデル】 60～90%程度以上 

【BPT モデル】        20～50% 

(2) 被害想定 

① 被害想定の考え方 

令和 7 年 3 月に公表された被害想定は、令和 5 年 2 月に内閣府 に設置された「南海ト

ラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会」（以下、「モデル検討会」という。）におい

て、科学的知見 に基づき、南海トラフの巨大地震対策を検討する際に想定した最大クラ
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スの地震・津波を根拠としているため、これまで 中央防災会議で検討してきたいずれの

地震による被害想定よりも大きいものである。 

被害想定は、強震動生成域や大すべり域、超大すべり域の場所によって様々であるが、

本検討会では、主に、東京湾に最も近い駿河湾～紀伊半島沖に「大すべり域」を設定し

たケース①、ケース⑥及びケース⑧の被害想定について検討する。 

表 2.3.2(1) 「大すべり域の場所による検討ケース」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 津波の高さ及び到達時間 

図 2.3.2(1)～2.3.2(3)のとおり、静岡県沿岸の多くの地域で 10～20m（大津波警報相当）

の津波が想定されているほか、伊豆半島南岸では、20m を超える津波が想定されている

地域もみられる。また、房総半島の太平洋側及び三浦半島の相模湾側の一部地域では 5

～10m 程度の津波が想定され、東京湾内でも 2～5m 程度（大津波、津波警報相当）の津

波が想定されている。 

到達時間は、横須賀港が最短 30 分（津波高＋1m）、横浜市中区は 63～64 分が想定さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2.3.2(3)  川崎市川崎区の津波最短到達時間  図 2.3.2(1) 津波高分布図（ケース①） 

設定条件

ケース① 駿河湾～紀伊半島沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース② 紀伊半島沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース③ 紀伊半島～四国沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース④ 四国沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース⑤ 四国沖～九州沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース⑥ 駿河湾～紀伊半島沖に「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定

ケース⑦ 紀伊半島沖に「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定

ケース⑧ 駿河湾～愛知県東部沖、三重県南部沖～徳島県沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース⑨ 愛知県沖～三重県沖、室戸岬沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース⑩ 三重県南部沖～徳島県沖、足摺岬沖に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

ケース⑪ 室戸岬沖、日向灘に大すべり域を設定

検討ケース

基本的な

検討ケース

その他

派生的な

検討ケース

図 2.3.2(2) 津波高分布図（ケース⑥） 
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図 2.3.2(3) 津波高分布図（ケース⑧） 

表 2.3.2(3) 川崎市川崎区の津波最短到達時間 

表 2.3.2(4)  横浜市中区の津波最短到達時間 

表 2.3.2(5)   横須賀市の津波最短到達時間 

 

表 2.3.2(2)  市町村別 最大津波高さ 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

川崎市川崎区 3 3 3 3 2 3 3 3 3 3 2 3

横浜市中区 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

横須賀市 5 4 4 3 4 6 4 6 4 4 4 6

場所
ケース別（①～⑪）　最大津波高さ（満潮位 地殻変動考慮）（m）

最大値

＋1m ＋3m ＋5m

ケース① ７９ ー ー

ケース⑥ ８０ ー ー

ケース⑧ ８１ ー ー

検討ケース
津波高別 　最短到達時間（分）

＋1m ＋3m ＋5m

ケース① ６３ ー ー

ケース⑥ ６３ ー ー

ケース⑧ ６４ ー ー

検討ケース
津波高別 　最短到達時間（分）

大津波警報相当 津波警報相当 津波注意報相当

＋1m ＋3m ＋5m

ケース① ３０ ３２ ー

ケース⑥ ３０ ３２ ー

ケース⑧ ３１ ３３ ー

検討ケース
津波高別 　最短到達時間（分）
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③ 人的被害 

人的被害について、強震動生成域の場所に着目した地震動のケース（基本、陸側）別

に示すこととする。（「基本」は、強震動生成域の場所が「陸側」よりもやや沖合） 

（参考）強震動生成域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本の地震動ケース】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.3.2(6)  人的被害（基本ケース） 

図 2.3.2(5) 陸側ケース 図 2.3.2(4) 基本ケース 
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【陸側の地震動ケース】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 港湾の被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【岸壁の被害】 

                                （箇所） 

 

 

 

 

表 2.3.2(8)  岸壁の被害 

表 2.3.2(7)  人的被害（陸側ケース） 
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【その他の係留施設】 

                               （箇所） 

                        （箇所） 

 

 

 

【防波堤】 

                          （（キロメートル） 

 

 

 

 

 

    （注）東海地方、近畿地方、四国地方及び九州地方が大きく被災するケースを前提に、 

津波ケース（大すべり域の場所による検討ケース）①、③、④、⑤に着目して被 

害想定を示す。 

 （参考）前回想定との変化 

岸壁等の耐震化等の対策による効果はありつつも、想定ハザード（震度分布 や

津波浸水域の変化）により、岸壁被害は最大 100 箇所（8%）程度増加、その 他

係留施設被害は最大 500 箇所（13%）程度増加、被災防波堤延長は最大 31km 

（23%）程度増加した。 

(3) 横須賀港周辺の津波・潮流予測（津波防災情報図） 

令和 7 年 3 月に公表された南海トラフ地震の被害想定については、ケース①～ケース⑪

ごとの最大津波高さ及び津波高さ別の津波到達時間についても見直しがあったが、横須賀

港については、ケース①～ケース⑪の最大津波高は変わらず 6m のままであった。 

この最大津波高さ（3m）は、平成 24 年に内閣府が公表した「南海トラフの巨大地震モ

デル検討会」の報告内容のデータと同一であるため、本項においては、平成 24 年のデータ

を引用して作成した津波防災情報図の津波・潮流予測を示す。 

① 引潮の予測 

横須賀本港周辺及び浦賀～久里浜周辺の引潮図を示して、津波の引潮の予測を整理す

る。（図 2.3.2(6) ～ 図 2.3.2(7) ） 

 

表 2.3.2(9) その他の係留施設の被害 

表 2.3.2(10)   防波堤の被害 
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【横須賀本港州周辺】 

   

横須賀本港周辺では、水位低下は概ね

0.5m～2m であり、港内の一部に干出域

と露出域が予測されている。 

また、流速については、概ね 3kt 以内

の予測がなされている。 

 

 

 

 

 

 

【浦賀～久里浜周辺】 

 

浦賀～久里浜の沿岸付近では、水位低下

は概ね 2m～3m であり、三浦海岸寄りの

沿岸では、一部で 3m～5m の水位低下が

予測されている。 

また、流速については、浦賀港沖で 8kt、

久里浜港沖で 6kt を超える予測がなされ

ている。 

 

 

 

 

 

 

② 進入の予測 

横須賀本港周辺及び浦賀～久里浜周辺の進入図を示して、津波の進入の予測を整理す

る。（図 2.3.2(8) ～ 図 2.3.2(9) ） 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2(7)【引潮】浦賀～久里浜周辺 

図 2.3.2(6)【引潮】横須賀本港周辺 
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【横須賀本港周辺】 

横須賀本港周辺では、  概

ね 0.5m～2m の水位上昇が

予測されているが、港内の一

部で 2m～3m 又は 3m～5m

の水位上昇が予測されてい

る。 

流速については、概ね 3kt

未満であるが、港内の一部で

4kt～5kt を超える予測がな

されている。 

 

 

【浦賀～久里浜周辺】 

 

浦賀～久里浜周辺の沿岸で

は、水位上昇は概ね 2m～3m、

沖合では 0.5m～2m となってお

り、三浦海岸寄りの沿岸では一

部 3m～5m 程度の水位上昇が予

測されている。 

 流速については、3kt 程度が

予測されているが、久里浜港の

一部で 5kt 以上の流速が予測さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2(9)【進入】浦賀～久里浜周辺 

図 2.3.2(8)【進入】横須賀本港周辺 
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国の津波対策について（津波対策に関する基本事項の整理（2）） 

 

3 国の津波対策について（津波対策に関する基本事項の整理（2）） 

我が国では、これまで津波を伴う地震が繰り返し発生しており、津波対策は、防災上、国が優

先して取り組むべき最重要課題の一つである。 

本項では、災害対策基本法に基づく国の津波対策及び各省庁の津波対策の概要について整理す

る。 

3.1 災害対策基本法に基づく防災に関する組織と防災計画の概要 

災害対策基本法は、昭和 34 年の伊勢湾台風を契機として昭和 36 年に制定され、防災に関す

る組織、防災計画をはじめ、災害対策の推進・災害緊急事態に対する措置等、我が国の防災に

関する基本的な内容が定められている。 

3.1.1 防災に関する組織 

(1) 中央防災会議（国） 

中央防災会議は、災害対策基本法に基づき設置され、内閣総理大臣をはじめとする全閣

僚、指定公共機関の代表者及び学識経験者により構成されており、防災基本計画の作成や、

防災に関する重要事項の審議等を行う組織である。 

構成図は、図 3.1.1 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地方防災会議（都道府県等） 

災害対策基本法第 14 条から第 17 条に基づき設置され、都道府県防災会議と市町村防災

会議があり、自治体の首長を会長とし、委員は、地域に関係する公共機関の職員により構

成されている。災害対策に関する計画、情報収集、災害応急対応にかかわる機関の調整を

行っており、特に地域防災計画は地域の防災の基本となるもので地域にとって重要である。 

神奈川県の地方防災会議の委員は、表 3.1.1 のとおりである。（令和 7 年 10 月 6 日現在） 

図 3.1.1 中央防災会議の組織図 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%BD%E9%81%93%E5%BA%9C%E7%9C%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82%E7%94%BA%E6%9D%91
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表 3.1.1 神奈川県防災会議委員（令和 7 年 10 月 6 日現在） 



 

36 

 

3.1.2 防災計画 

防災計画は、災害の発生に備えて平素に実施すべき事項や災害発生時の実際の対応につい

て規定するもので、港における津波対策を検討する上の前提となることから、その体系を把

握しておくことは重要である。我が国の防災計画の体系は図 3.1.2 のとおりであるが、これよ

り、主な防災計画の概要について整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.2 防災計画の体系 
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(1) 防災基本計画 

防災基本計画は、災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成するもので、我が国の

災害対策の根幹をなすものであり、防災体制の確立、防災事業の促進、災害復興の迅速適

切化、防災に関する科学技術及び研究の振興、防災業務計画及び地域防災計画において重

点をおくべき事項について、基本的な方針を示している。 

(2) 防災業務計画 

防災業務計画は、災害対策基本法に基づき、指定行政機関(*1)の長及び指定公共機関(*2)が

防災基本計画を踏まえ、その所掌事務に関して作成する防災対策に関する計画である。 

*1 指定行政機関 

指定行政機関とは、災害対策基本法に基づき、国の行政機関のうち、防災行政上重要

な役割を有するものとして内閣総理大臣が指定している機関。 

令和 5 年 4 月 1 日現在、内閣府、総務省、消防庁、国土交通省、気象庁、海上保安庁

など計 25 の省庁等が指定されている。 

*2  指定公共機関 

 指定公共機関とは、災害対策基本法に基づき、公共的機関及び公益的事業を営む法人

のうち、防災行政上重要な役割を有するものとして内閣総理大臣が指定している機関。 

  令和 5 年 6 月 23 日現在、医療、報道、物輸・交通機関、電力・ガス、通信等の様々

な業界を代表する計 106 の機関等が指定されている。 

(3) 地域防災計画（神奈川県の例） 

神奈川県地域防災計画は、災害対策基本法に基づき神奈川県防災会議が作成する、神奈

川県の防災対策の根幹をなす総合計画で、都市の安全性の向上、災害時応急活動事前対策

の充実、災害時の応急活動対策など、県、市町村、指定公共機関等が実施する具体的な対

策を定めており、市町村が定める地域防災計画の指針となっている。 

(4) その他 

① 大規模地震防災・減災対策要綱 

今後発生するおそれのある大規模地震への防災・減災対策として、今後の課題として

検討すべき施策、個別の具体的な施策を取りまとめたもので、平成 26 年 3 月の「中央防

災会議」で決定された。 

それまでは、発生確率や経済・社会への影響等を踏まえ対象地震を選定して、個別に

地震対策大綱を策定していたが、それぞれの地震対策大綱に記載していた内容には共通

するものが多いため、個別に策定してきた地震対策大綱を統合するとともに、南海トラ

フ地震及び首都直下地震の対策で明らかになった検討課題等を追加し、新たに大規模地

震防災・減災対策大綱としてとりまとめることとした。 
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② 大規模地震・津波災害応急対策対処方針 

大規模地震・津波災害が発生した際に各機関がとるべき行動内容を定めたもので、令

和 5 年 5 月の「中央防災会議幹事会」にて改定された。 

防災基本計画を踏まえ、 規模地震・津波災害が発 した際に、 各機関がとるべき“

動内容等を定めるもので、災害応急対策の 安として、タイムライン（時系列の“動計

画表）を定め、これを踏まえ、政府が実施する応急対策活動と防災関係機関の役割をꜘ

している 

3.2 津波対策に関する防災業務計画の概要 

3.2.1 国土交通省防災業務計画（令和 8 年 1月修正） 

国土交通省防災業務計画は、災害対策基本法第 36 条第 1 項の規定に基づき作成したもの

で、防災に関してとるべき措置及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項が定められ、

現実の災害に即した構成となっており、総則、各災害に共通する対策編、地震災害対策編、

津波災害対策編、風水害対策編、火山災害対策編、雪害対策編、海上災害対策編、航空災害

対策編、鉄道災害対策編、道路災害対策編、原子力災害対策編、河川水質事故災害対策編、

港湾危険物等災害対策編、大規模火事等災害対策編、地域防災計画の作成の基準の 16 編から

なっている。 

(1) 災害予防 

① 津波対策の基本的な考え方 

発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波に対しては、 住民等の生命を守る

ことを最優先として、住民の避難を軸に、土地利用、避難施設、 防災施設等を組み合わ

せた総合的な津波対策で対応する。最大クラスの津波に比べて発生頻度は高く、津波高

は低いものの大きな被害をもたらす津波に対しては、人命保護に加え、住民財産の保護、

地域の経済活動の安定化、効率的な生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等の整備

を進めるものとする。 

② 港湾施設の整備（船舶の運航と密接に関係する内容を抜粋） 

a) 大規模な津波時に、避難者や緊急物資、地域経済の復興に資する貨物の輸送を確保

するため、耐震強化岸壁等の整備を推進するものとする。 

b) 港湾が被災した場合にも一定の海上輸送機能を確保して、地域の経済活動への影響

を最小限に止められる様に、必要に応じて国際海上コンテナ輸送、多目的外貿輸送及び 

複合一貫輸送に対応した耐震強化岸壁等の整備を推進するものとする。 

c) 港湾においては、漂流物による津波被害の拡大を防止するため、漂流物発生対策を

推進するものとする。 
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③ 海上交通対策 

a) 津波による危険が予想される海域で航行、停泊している船舶等の避難が実施される

よう情報提供を行う。 

b) 一般旅客定期航路事業者、旅客不定期航路事業者に対して、港湾施設に被害が生じ

た場合及び津波による危険が予想される場合においては、発航の中止、目的地の変更、 

船舶の安全な海域への退避等の措置を講ずるよう指導する。 

④ 情報の収集・連絡体制の整備（船舶の運航と密接に関係する内容を抜粋） 

a) 発災時等に災害応急対策の実施に関し必要な情報の連絡を迅速かつ確実に行うこ

とが できるよう、省内（本省、地方支分部局等の内部、本省と地方支分部局等の間、

地方支分部局等相互間。以下同じ。）及び関係省庁、地方公共団体、関係公共機関、関

係事業者との間で情報伝達ルートの確立を図る。 

b) 災害発生時の情報の収集、連絡、分析体制を、夜間、休日の場合も含めて対応でき

るよう、役割分担を明確にしてあらかじめ整備しておくとともに、その周知を徹底する 

ものとする。 

c) 災害発生時における迅速、確実、効果的な災害対応を確保するため、地方支分部局

は、初動体制に関するマニュアルを整備するなど適切な対応を行うものとする。 

(2) 災害応急対策 

① 災害発生直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

津波が発生し、又は発生するおそれがある場合、津波警報等及び被害情報を迅速、広

域的に収集・連絡するものとする。この場合、概括的な情報も含め多くの情報を効果 的

な通信手段・機材を用いて伝達し被害規模の早期把握を行うものとする。 

a) 津波警報等の把握、連絡 

津波が発生し、又は発生するおそれがある場合、まず気象庁より津波警報等の津波に 

関する情報や、地震又は火山噴火等に関する情報等の連絡を受けるほか、テレビ、ラ ジ

オ等の一般情報等により、地震又は火山噴火等の規模、津波の来襲範囲等について確認

するものとする。地方支分部局は、災害対策本部の設置を必要とする規模の地震が発生

した場合、直ちに特定本部等に連絡するものとする。 

迅速かつ適切な初動対応に資するため、大規模な津波の発生時に職員は、地震や周辺 

の被害状況をできる限り速やかに本省の防災担当職員に連絡するものとする。 

b) 津波への対応 

津波警報等が発せられた場合、状況に応じ、速やかに防潮水門の閉鎖等所要の措置を 

講ずるとともに、潮位等の情報、対応の状況等について、地方公共団体と相互に連絡す

るものとする。 

気象庁が津波警報等を発表したときは、当該区域の道路利用者に対して道路情報提

供 装置による情報提供等を実施し、津波による被害の危険性がある区域への進入を控
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えるよう呼びかけるものとする。 

② 災害発生時における交通の確保等（海上交通の確保）（事後対応が主な内容） 

a) 開発保全航路、緊急確保航路等について、早急に状況調査を行い、沈船、漂流物等

により船舶の航行が危険と認められる場合には、航路啓開等を行い、航行の安全確保に 

努める。 

b) 災害発生時における住民避難や人員、緊急物資等の輸送を確保するため、港湾管理

者と連携を図りつつ、港湾施設の被害状況を早急に把握し、必要に応じて仮設等の応急 

復旧を行う。 

c) 建設業者等との間の応援協定等に基づき、航路啓開、応急復旧等に必要な人員、資

機材等の確保に努めるものとする。  

(3) その他 

① 南海トラフ地震臨時情報への対応 

定められた地震防災応急対応が確実に実施されるよう、防災訓練を実施するとともに、

広く一般に対して、南海トラフ地震臨時情報が発表された際に講じられる措置について

周知を行うものとする。 

詳細は、「『南海トラフ地震臨時情報』に関する国土交通省の対応について」による。 

② 安定した通信の確保 

衛星エンターネット装置、モバイル映像伝送装置を全国分散、広域配備することによ

り、南海トラフ地震等の大規模地震でも安定した通信確保を図る。 

③ 津波避難ビル・津波避難タワーの整備 

高台等が近くにない、避難困難地域における津波避難ビル、津波避難タワーの整備を

促進する。 

3.2.2 気象庁防災業務計画（令和 6 年 2月修正） 

この計画は、災害対策基本法第 36 条第 1 項及び第 37 条第 1 項、大規模地震対策特別措置

法第 6 条、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 6 条並びに日本

海溝・千島海 溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 6 条の規定

に基づき、防災をめぐる社会構造の変化等を踏まえて、気象庁の所掌事務について防災に関

しとるべき措置、地域防災計画の作成の基準となるべき事項、重点を置くべき事項等を定 め、

もって災害の防止・軽減に役立てることを目的とする。 また、東日本大震災を教訓に、平成

25 年に災害対策基本法が改正され、気象庁の機関にも、 市町村長から避難指示等に関する事

項について助言を求められた場合に、所掌事務の範囲内で 応答することが義務づけられた。

加えて、平成 25 年の気象業務法の改正により、同 25 年 8 月 から、気象庁は、数十年に一度

の現象が予想され重大な災害が発生するおそれが著しく大きい場合に特別警報を発表するこ

ととなった。本計画は、こうした改正を踏まえ気象庁が適時・的確に防災業務を実施するに

あたり必要な事項等についても併せて定めるものである。 
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(1) 災害に備えての措置 

気象庁は、地震・津波災害の特徴を踏まえて、緊急地震速報（警報）、緊急地震速報（予

報）、 大津波警報・津波警報・津波注意報（以下「津波警報等」という。）、津波予報及

び地震・津波情報を適時・的確に発表するとともに、理解・活用を促進するものとする。 

① 地震・津波災害に関する気象業務体制の整備 

気象庁は、地震・津波災害に結びつく自然現象の状況を的確に把握するとともに、緊

急地震速報（警報）、緊急地震速報（予報）、津波警報等及び津波予報の精度向上に努

め、地震・津波情報の内容の改善を図るものとする。また、気象庁は、緊急地震速報（警

報）、津波警報等、津波予報及び地震・津波情報を地方公共団体等の防災機関、報道機

関を通じて住民に適時・適切に提供するため、次の業務を重点として推進するものとす

る。 

a) 地震津波対策業務の実施への取り組み 

b) 地震・津波に関する観測施設の整備及び観測体制の充実 

c) 地震機動観測機器の整備・充実 

d) 津波予報区等の設定 

e) 地震・津波関係資料の収集・整理 

f) 平常時における情報提供 

② 地震・津波災害に関する調査・研究及び情報内容の改善 

a) 緊急地震速報（警報）、緊急地震速報（予報）、津波警報等、津波予報の充実 

b) 緊急地震速報（警報）、緊急地震速報（予報）、津波警報等、津波予報及び地震・

津波情報 の利活用に関する調査等の推進 

(2) 災害時等における措置 

① 緊急地震速報（警報）、緊急地震速報（予報）、津波警報等、津波予報及び地震・津

波情報 の発表 

② 緊急地震速報（警報）の伝達 

③ 津波警報等、津波予報及び地震・津波情報の伝達 

④ 地方公共団体等への防災気象情報の解説 

⑤ 記者発表を通じた防災気象情報の解説等 

(3) 東海地震対策（地震防災強化計画） 

① 東海地震防災応急対策に係る措置 

a) 地震予知情報等の伝達等 

 



 

42 

 

b) 地震予知情報等の伝達等 

c) 東海地震に関連する情報の発表 

d) 警戒宣言時等の広報 

e) 地震防災応急対策の実施状況等に関する情報の収集・伝達等 

② 東海地震に係る防災訓練 

気象庁は、強化地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を年 1 回以上実施するも

のとし、その実施内容、方法等について定めておくものとする。この訓練は、警戒宣言

が発せられる前の準備体制、警戒宣言が発せられたことに伴う地震防災応急対策、及び、

発災後の災害応 急対策等に係るものについて行うものとする。 

なお、訓練の実施にあたっては、他の訓練主体等と共同して訓練を行うように配慮す

るとともに、予想される地震の影響等が広域にわたることを考慮し、防災関係省庁、地

方公共団体等との連携を図ることに努めるものとする。さら に、逐年その訓練内容を高

度かつ実践的なものとするよう努めるものとする。 

③ 東海地震に係る防災上必要な研修及び広報 

a) 研修 

b) 広報 

(4) 南海トラフ地震対策（南海トラフ地震防災対策推進計画） 

南海トラフ地震防災対策推進地域（以下、本章において「推進地域」という。）に係る地

震防 災についての気象庁の役割は、防災関係省庁、地方公共団体等の防災機関、報道機関

及び住民に対して、南海トラフ地震臨時情報等や地震・津波発生時に発表する警報、地震、

津波その他の現象に関する情報を迅速かつ確実に提供することである。同計画は、本編第

1 章、第 2 章によるもののほか、気象庁の役割を果たすために必要な事項について「南海

トラフ地震防災対策推進基本 計画（令和 3 年 5 月）」及び「大規模地震・津波災害応急対

策対処方針（令和 4 年 6 月）」に沿って定めるものである。 

① 南海トラフ地震及び津波対策に係る措置 

南海トラフ地震は、広域で甚大な被害が想定されること、特に津波により大きな被害

の発生 が想定されること等の特徴があることを踏まえ、気象庁は、本編第 1 章、第 2 章

によるもののほか、以下の地震・津波対策に関する具体的方策の実施に努めるものとす

る。 

a) 南海トラフ地震に関連する情報等の発表・伝達 

b) 評価・情報発表体制の構築等 

c) 南海トラフ地震臨時情報発表時等の広報 

d) 避難対策等 
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② 南海トラフ地震に係る防災訓練 

気象庁は、推進地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を年 1 回以上実施するよ

う努めるものとし、その実施内容、方法等について定めておくものとする。なお、訓練

の実施にあたっては、他の訓練主体等と共同して訓練を行うように配慮するとともに、

予想される地震の影響等が広域にわたることを考慮し、防災関係省庁、地方公共団体等

の防災機関との連携を図ることに努めるものとする。さらに、逐年その訓練内容を高度

かつ実践的なものとするよう努めるものとする。 

③ 南海トラフ地震に係る防災上必要な研修及び広報 

a) 研修 

b) 広報 

(5) 「南海トラフ地震に関連する情報」について（参考） 

① 「南海トラフ地震に関連する情報」の種類及び発表条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）「南海トラフ地震に関連する情報」は、南海トラフ全域を対象に大規模地震が発

生する可能性が平常時と比べて相対的に高くなっていることなどを知らせるもの 

 

情　報　名 情　報　発　表　条　件

南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿い

の大規模な地震と関連するかどうか調査を開始した場合、または調査を

継続している場合

観測された異常な現象の調査結果を発表する場合

観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を発表す

る場合

「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における調査

結果を発表する場合

し南海トラフ地震臨時情報を発表する場合を除く）

　

   南海トラフ地震関連解説情報

※すでに必要な防災対応がとられている際

は、調査を開始した旨や調査結果を南海トラ

フ地震関連解説情報で発表する場合がある
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② 「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードと付記する条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）「南海トラフ地震臨時情報」は、情報名の後にキーワードを付記して「南海トラ

フ地震臨時情報（調査中）」等の形で情報発表する。 

3.2.3 海上保安庁防災業務計画（令和 3 年 9月修正） 

この計画は、災害対策基本法第 36 条第１項及び 37 条第 1 項、大規模地震対策特別措置法

（以下「大震法」という。）第 6 条、南海トラフ地震に係る地震 防災対策の推進に関する特

別措置法（以下「南海トラ フ法」という。）第 5 条並びに日本海溝・千島海溝周辺海溝型地

震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 6 条の規定に基 づき、防災業務の総合的

かつ計画的な実施を図ることを目的に、海上保安庁が防災に関し執るべき措置及び当該措置

に関し地域防災計画の作成の基準となるべき事項を定めたものである。 

(1) 災害の発生が予想されるときの災害応急対策 

災害の発生が予想されるときは、長官及び管区本部等の長は、次に掲げる災 害応急対策

を講ずるものとする。この場合にあっては、関係機関等と緊密な連携を図るものとする。 

① 情報の伝達・周知 

② 情報の収集及び情報連絡 

③ 情報通信手段の確保 

④ 活動体制の確立 

⑤ 船艇、航空機等の出動、派遣等 

 

キーワード 情　報　発　表　条　件

監視領域内でマグニチュード6.8以上の地震が発生

１カ所以上のひずみ計での有意な変化と共に、他の複数の観測点でもそれ

に関係すると思われる変化が観測され、想定震源域内のプレート境界で通

常と異なるゆっくりすべりが発生している可能性がある場合など、ひずみ

計で南海トラフ地震との関連性の検討が必要と認められる変化を観測

その他、想定震源域内のプレート境界の固着状態の変化を示す可能性のあ

る現象が観測される等、南海トラフ地震との関連性の検討が必要と認めら

れる現象を観測

巨大地震警戒
想定震源域内のプレート境界において、モーメントマグニチュード8.0以

上の地震が発生したと評価した場合

監視領域内において、モーメントマグニチュード7.0以上の地震が発生し

たと評価した場合（巨大地震警戒に該当する場合は除く）

想定震源域内のプレート境界面において、通常と異なるゆっくりすべりが

発生したと評価した場合

調査終了
（巨大地震警戒）、（巨大地震注意）のいずれにも当てはまらない現象と

評価した場合

ḬḬḬḬḬḬ

￼ךּ פּ ṡ ךּ

︣ Ṣ ︣

巨大地震注意
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⑥ 海上交通安全の確保 

⑦ 危険物の保安措置、警戒区域の設定 

⑧ 治安の維持 

⑨ 緊急輸送 

⑩ 広報 

⑪ 庁舎、航路標識等の保全に関する措置 

(2) 強化地域に係る大規模な地震発生前の災害応急対策 

気象庁から東海地震に関連する情報（東海地震に関連する調査情報（臨時）、東海地震

注意情報及び東海地震予知情報をいう。以下同じ。）が発表されたとき又は警戒宣言が発

令されたときは、長官及び管区本部等の長は、第１節の災害 応急対策に加え、以下の大震

法第 2 条第 14 号に規定する地震防災応急対策（以下「地震防災応急対策」という。）等を

講ずるものとする。 

① 警戒宣言等の伝達 

② 情報の収集及び情報連絡 

③ 活動体制の確立 

④ 船艇、航空機等の出動、派遣等 

(3) 推進地域に係る大規模な地震発生前の災害応急対策 

気象庁から南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨 大地震警

戒）又は南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表されたときは、長官及び管区本

部等の長は、第 1 節に定めるものに加え、以下の災害応急対策を講ずるものとする。 

① 南海トラフ地震臨時情報等の伝達 

② 情報の収集及び情報連絡 

③ 活動体制の確立 

④ 船艇、航空機等の出動、派遣等 

(4) 災害が発生したときの災害応急対策 

災害が発生したときの災害応急対策としては、まず被害規模等の情報の収集を行い、次

いでその情報に基づき所要の活動体制を確立するとともに、人命の 救助・救急活動、消火

活動、流出油等の防除活動、海上交通の安全確保等を進めるものとする。さらに、避難対

策、救援物資の輸送活動等を行い、当面の危 機的状況に対処したのちは、社会秩序の維持、

船舶等への情報提供、二次災害の防止等を行っていくものとするが、これらの災害応急対

策は、事案ごとに臨機応変、迅速かつ積極的に実施していくものとする。 また、災害応急

対策の実施に当たっては、関係機関等と緊密な連携を図るも のとする。 
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① 災情報の収集及び情報連絡 

② 情報通信手段の確保 

③ 活動体制の確立 

④ 船艇、航空機等の出動、派遣等 

⑤ 警報等の伝達（原子力緊急事態宣言等に係る情報の伝達を除く。） 

⑥ 海難救助等 

⑦ 緊急輸送 

⑧ 物資の無償貸付又は譲与 

⑨ 関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援 

⑩ 流出油等の防除等 

⑪ 海上交通安全の確保 

⑫ 危険物の保安措置 

⑬ 警戒区域の設定 

⑭ 治安の維持 

⑮ 自発的支援の受入れ 

⑯ 物資の収用、保管等 

⑰ 自衛隊への災害派遣要請 

⑱ 広報 

3.3 港内における船舶津波対策の概要 

3.3.1 港則法 

(1) 概要 

港則法は、港内における船舶交通の安全と港内の整とんを図ることを目的として、 昭和

23 年に制定され、輻輳した港内交通に対処するため、海上衝突予防法の特別法として、入 

出港、停泊、航路、航法、危険物、水路の保全、灯火等、雑則及び罰則について規定してお

り、異常な気象又は海象のような自然現象、海難の発生その他の事情により、船舶交通の

危険が生じ、若しくは混雑が生ずるおそれがある場合または船舶交通の危険が生ずるおそ

れがあると予想される場合は、港長等が船舶交通を制限する措置を執ることができる、と

している。 
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（参考）船舶交通の制限等（港則法第 39 条第 4 項） 

港長は、異常な気象又は海象、海難の発生その他の事情により特定港内において船舶交

通の危険を生ずるおそれがあることを予想される場合において、必要があると認めるとき

は、特定港内又は特定港の境界付近にある船舶に対し、危険の防止の円滑な実施のために

必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

(2) 横須賀港長による勧告等の情報の流れ 

地震・津波対策部会規約第 5 条に基づき定められた「横須賀地区における地震・津波対

策編」により、東京湾内に大津波警報、津波警報、津波注意報、南海トラフ臨時情報（巨

大地震警戒）が発表された場合に、「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」に定める

措置に沿った勧告等が発出される。勧告等の情報の流れは図 3.3.1 のとおりである。 

なお、南海トラフ臨時情報（巨大地震注意）発表時は、港長から注意喚起が発出される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.3.1 勧告等の情報の流れ 
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3.3.2 横須賀地区海上災害等対策協議会 

(1) 協議会設置の経緯 

我が国では、津波の発生が予想される地震も多く、船舶の被害が発生することも懸念さ

れるところ、地震発生から津波まで時間的余裕がない場合が多く、津波の規模や影響は港

毎に異なっている。このため、津波警報等が発令された場合の海上における迅速な人命、

財産の保護及び船舶交通の安全確保を図るため、港毎に船舶津波対策を定めることとし、

平成 16 年度以降、原則として、全国の特定港に協議会が設置され、横須賀地区海上災害等

対策協議会は、平成 17 年 3 月に設置された。 

(2) 協議会の概要 

① 協議会の構成 

協議会は、原則として次の関係者により構成されている。 

a) 市町村等地元自治体 

b) 港湾・漁港管理者 

c) 港湾（空港整備）事務所 

d) 消防機関 

e) 気象台その他関係行政機関 

f) 海事関係者 

（船舶運送・荷役関係者、代理店、水先人会、マリーナ関係団体、漁業関係者等） 

g) 港湾建設工事関係団体等 

② 協議会の役割 

港ごとに津波の地域特性や津波が船舶へ及ぼす影響等について調査したうえで、個々

の船舶がとるべき対策を具体的に策定しており、津波対策に全般に関する協議、調整、

運用を行う主体となっている。 

なお、横須賀港の津波対策については、横須賀地区海上災害等対策協議会が策定して

おり、詳細については、「5  横須賀港の津波対策の現状」の「5.1.2  津波対策に関する

規定」のとおり。 
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海難防止団体による津波対策の調査・検討（津波対策に関する基本事項の整理（3）） 

 

4 海難防止団体による津波対策の調査・検討（津波対策に関する基本事項の整理（3）） 

国の津波対策を踏まえ、日本海難防止協会及び「東海防」が津波対策に関してこれまで調査、

検討した内容を整理する。 

なお、本項においては、「東日本大震災」以降に検討した内容を対象とすることとし、調査・検

討の結果についての詳細は、各海難防止団体の報告書を参照のこと。 

4.1 大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究 

（2012 年度～2013 年度にかけて、日本海難防止協会が実施） 

4.1.1 目的 

本調査研究は、平成 23 年 3 月に発生した「東日本大震災」に伴う大津波被害及び発生が懸

念されている首都直下型地震、東海地震、東南海地震、南海地震を踏まえ、平成 23 年度に日

本海難防止協会が実施した「東北地方太平洋沖地震に伴う津波来襲時の船舶の避難行動と被

災状況等に係るアンケート調査」等の結果及び中央防災会議による被害想定をもとに、これ

までの津波対策や航行安全対策の見直し、検討を行うとともに、大型危険物積載船の津波影

響評価により、今後想定される大地震発生時あるいは大津波来襲時における船舶被害の未然

防止及び被害の極小化に資することを目的とした。 

4.1.2 主な調査内容（骨子） 

(1) 東日本大震災における被害状況の概要把握 

① 地震津波概要の把握 

東北地方太平洋沖地震・津波の概要について、これまでの中央防災会議等における調

査を整理した。 

② 船舶被害状況等の把握 

平成 23 年度に日本海難防止協会が実施した船舶の被災状況等のアンケート・ヒアリン

グ調査結果及び検討に必要な補完的なヒアリング調査により、東日本大震災における船

舶の被害状況及び発災時に船舶および海事関係者がとった主な具体的措置の概要につい

て整理した。 

(2) 見直し、検討が必要な津波対策・航行安全対策の抽出・整理・検討 

① 現状の津波来襲時等の津波対策・航行安全対策の収集・整理 

津波対策の現状に関する資料及びこれまでの研究結果を収集・整理した。 

② 見直し、検討が必要な津波対策・航行安全対策の抽出・検討 

アンケート・ヒアヤリング調査結果等をもとに、現行の津波対策・航行安全対策につ

いて、見直し、検討が必要な事項を抽出・整理・検討した。 
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③ モデル港内における状況調査 

a) モデル港の選定と状況調査 

中央防災会議の被害想定をもとに、津波対策の検討に資するためのモデル港を選定

し、モデル港の現状の津波対策等について調査した。 

b) モデル港内における津波シミュレーションによる影響調査 

中央防災会議の被害想定をもとに、モデル港内で想定される津波（流向、流速、高

さ）の状況について津波シミュレーションにより影響調査を行った。 

④ モデル港内で取り得る対応策の検討 

「(2)見直し、検討が必要な津波対策・航行安全対策の抽出・整理・検討」及び「(3)モ

デル港内における状況調査」結果を踏まえて、モデル港内で取り得る対応策について検

討した。 

(3) 係留大型危険物積載船の津波影響評価 

大型危険物積載船が津波による外力を受けた場合の係留状況を船体動揺シミュレー

ションにより再現し、船型毎の係留限界を評価した。 

4.1.3 調査方法 

(1) 委員会による検討 

学識経験者、海事関係者、関係官公庁で構成される委員会を設置し、調査方針の検討、

調査結果の検討および報告取り纏め等を行った。  

(2) 意見聴取および調整 

津波対策、船舶航行安全対策等の検討に当たっては、海事関係者・関係機関等に十分説

明するとともに意見等を聴取して検討・調整を進めた。  

(3) モデル港における津波シミュレーション 

中央防災会議の想定被害をもとに、モデル港内における津波の流向、流速、高さのシミュ

レーションを行い、モデル港内における想定される津波の実態を把握した。  

(4) 係留大型危険物積載船の津波影響評価 

仮想桟橋において、大型危険物積載船が任意の津波による外力を受けた場合の係留状況

を船体動揺解析シミュレーションにより再現し、船型毎の影響評価を行った。 

4.1.4 調査結果 

「大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究」報告書において取り纏めた

調査結果の項目は、表 4.1.4 のとおりである。（調査結果の詳細については同報告書を参照） 
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表 4.1.4 「大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究」の調査結果（項目） 

1 東北地方太平洋沖地震及び南海トラフの巨大地震の概要  

  1.1 東北地方太平洋沖地震・津波の概要  

  1.2 南海トラフの巨大地震の概要  

 

2 東日本大震災の被害状況の概要  

  2.1 船舶の被害状況  

  2.2 アンケート及びヒアリング調査から得られた震災発生時の課題  

    2.2.1 海事関係者の教訓・課題等  

    2.2.2 震災発生時の課題等  

  2.3 津波来襲時の船舶の航跡図 

 

3 現状の津波対策及び航行安全対策  

  3.1 津波災害の防止措置についての関係法令等  

    3.1.1 災害対策基本法関連  

    3.1.2 石油コンビナート等災害防止法関連  

    3.1.3 気象業務法関連  

    3.1.4 海上運送法関連  

    3.1.5 港則法関連  

  3.2 地震・津波情報等の伝達  

    3.2.1 気象庁の地震・津波情報の伝達  

    3.2.2 海上保安庁による津波情報等の伝達  

    3.2.3 地域防災関係機関の津波情報伝達  

    3.2.4 携帯電話会社による津波警報等の伝達  

  3.3 各行政機関等による船舶津波対策  

    3.3.1 海上保安庁による船舶津波対策  

    3.3.2 水産庁による漁船等津波対策  

    3.3.3 港湾局による港湾津波対策  

    3.3.4 海事局による津波対策  

    3.3.5 気象庁による津波対策 

 

4 モデル港（清水港）の状況調査  

  4.1 港湾の現況  

    4.1.1 港勢  

    4.1.2 船舶の利用状況  

    4.1.3 漁業  

    4.1.4 港の自然環境  
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  4.2 港湾の津波対策 

    4.2.1 静岡県の地域防災計画 

    4.2.2 静岡県の石油コンビナート等防災計画  

    4.2.3 港湾全体の津波対策（予知型）  

    4.2.4 港湾全体の津波対策（突発型）  

    4.2.5 港湾施設の津波対策  

  4.3 港湾関係者からのヒアリング調査  

    4.3.1 調査概要  

    4.3.2 調査結果 

 

5 モデル港（清水港）における津波シミュレーション結果  

  5.1 想定地震断層モデルの設定  

    5.1.1 中央防災会議の南海トラフ地震津波想定の概要  

    5.1.2 清水港付近の南海トラフ地震津波想定  

    5.1.3 想定地震断層モデルの設定  

  5.2 解析モデルの構築  

    5.2.1 データ収集整理  

    5.2.2 地形データの作成  

    5.2.3 粗度係数データの作成  

    5.2.4 海岸構造物データの作成  

    5.2.5 断層パラメータの作成  

  5.3 津波シミュレーション条件  

    5.3.1 計算条件の設定  

    5.3.2 シミュレーション方法の概要  

  5.4 シミュレーション結果  

    5.4.1 用語の定義  

    5.4.2 地盤変動量計算結果  

    5.4.3 地盤変動の反映方法の検討  

    5.4.4 清水港の津波影響 

  

6 係留大型危険物積載船の船体係留動揺シミュレーション調査結果の検討・整理  

  6.1 係留動揺シミュレーションの実施条件  

    6.1.1 対象船舶  

    6.1.2 仮想バースの設定  

    6.1.3 係留索の配置  

    6.1.4 係留索・防舷材の仕様及び評価基準  

    6.1.5 外力条件  

    6.1.6 実施ケース（基本案）  
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  6.2 係留動揺シミュレーションの実施結果  

    6.2.1 実施結果  

    6.2.2 結果の考察  

 

7 見直しが必要な津波対策・航行安全対策の抽出 

  

8 モデル港（清水港）で取り得る対応策の検討  

  8.1 津波来襲時の対応策  

    8.1.1 船舶避難等のあり方  

    8.1.2 船舶避難時の応急操船等の検討  

  8.2 津波来襲前の対応策  

    8.2.1 港長勧告を伝達する手段の多重化  

    8.2.2 在泊船舶と事業者間の連絡手段の確保等  

    8.2.3 荷役設備・係留設備の電源の確保  

    8.2.4 事前取決め  

    8.2.5 情報の周知・共有  

  8.3 津波来襲後の対応策  

    8.3.1 被災・避難船舶への情報提供  

 

9 まとめ 

 

4.1.5 参考資料 

(1) 平成 23 年度ヒアリング調査報告書（概要版） 

平成 23 年度の震災報告書「平成 23 年度大地震及び大津波来襲時の航行安全 対策調査

（津波影響による船舶避難行動と被災状況等に係る基礎調査）報告書」および「海と安 全

No.552」から内容を抜粋し、概要をとりまとめたものであり、主な項目は次のとおり。 

（詳細については、同報告書を参照） 

① 港湾及び船舶の被災状況 

② 東日本各港湾での船舶の避難状況等 

③ 震災発生時における対応等に関するアンケート・ヒアリング調査 

(2) 津波災害の防止措置についての関係法令等（抜粋） 

① 災害対策基本法（抜粋） 

② 海上保安庁防災業務計画（抜粋） 

③ 地域防災計画における津波対策強化の手引き（抜粋） 
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④ 沿岸地域における津波警戒の徹底について（抜粋）＜津波対策関係省庁連絡会議＞ 

⑤ 石油コンビナート等災害防止法（抜粋） 

⑥ 気象業務法（抜粋） 

⑦ 海上運送法（抜粋） 

⑧ 港則法（抜粋） 

(3) 清水港における港湾関係者からのヒアリング状況 

① 東日本大震災当時の状況及び対応 

② 現況の地震・津波対策 

③ 津波に対する措置（清水港台風・津波等対策協議会） 

④ 東海地震に対する措置（清水港台風・津波等対策協議会） 
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4.2 東京湾における地震津波に対する海上交通安全対策の検討 

（2012 年度～2013 年度にかけて、「東海防」が実施） 

4.2.1 目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う大津波は、甚大な被害を与

え、多くの人命が失われ、東京湾においても津波警報が発表され、多数の船舶が港外退避の

ため、東京湾内に錨泊を余儀なくされた。 

このような状況に鑑み、東北地方太平洋沖地震に伴う被害状況や対応状況を整理するとと

もに問題点等を抽出し、今後、発生が想定されている大規模地震や過去の最大地震を想定し

た津波による東京湾における船舶被害の拡大を防止するための対策を検討することを目的と

した。 

4.2.2 調査検討の基本方針 

地震・津波による船舶被害の拡大防止対策には、①港内停泊中の船舶における津波来襲時

の係留可否や緊急離桟の判断基準あるいは係留強化方法、②引き波と寄せ波が繰り返される

中での避難のための離桟・出港操船方法、③避難海域における錨泊あるいは漂泊方法など個

別の船舶が執るべき対策と、④港内停泊中の船舶が一斉に港外退避しようとしたときの航路

容量や避泊地容量に関する港内や湾内全体の利用調整に係る対策がある。 

①～③については、個別の船舶毎に検討すべき事項であり、検討対象が膨大となるので、

本調査検討においては、東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波による船舶の対応事例を踏

まえ、船種・船型毎の対応方法については基本的な検討を行い、主眼としては④の湾内避泊

地の容量に関する検討に置くものとした。 

4.2.3 主な調査検討内容（骨子） 

(1) 東日本大震災による被害状況等について 

東北地方太平洋沿岸および関東地方における船舶の被害状況および対応状況を既往の各

種資料を基に整理した。整理内容は、次のとおり。 

① 船舶等の被害状況 

② 津波避難時の船舶運航状況（太平洋側の事例） 

③ 水先人等の体験事例 

④ その他船舶運航に関連する事例 

(2) 東京湾における最大クラスの地震津波について 

東北地方太平洋沖地震津波で発生した東京湾における地震津波の状況および今後発生が

予想されている東海地震、東海・東南海・南海連動地震津波、元禄型関東地震津波等を次

のとおり整理した。 
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① 東北地方太平洋沖地震津波の発生状況 

② 今後発生が予想されている地震津波の整理 

(3) 津波対策の現状 

海上保安庁ならびに東京都、神奈川県および千葉県における津波対策を整理した。 

(4) 東京湾における津波警報・注意報の周知状況 

東北地方太平洋沖地震津波発生時における津波警報・注意報の周知状況を次のとおり整

理し、問題点を抽出した。 

① 第三管区海上保安本部・港長・東京湾海上交通センターの対応状況 

② 関連情報の伝達・周知状況 

③ 情報収集・伝達等に係る問題点の抽出 

(5) 東京湾内津波警報発表後の船舶運航状況 

東北地方太平洋沖地震津波発生時における津波警報発表後から津波注意報解除後までの

東京湾内の在泊船および入出湾船の避難運航状況を東京湾海上交通センターの保有する

AIS の航跡データ等により解析し、整理した。 

① 東京湾内の在泊船および入出湾船の避難運航状況 

② 水先人、タグボート等の対応状況 

③ 大型危険物積載船、大型客船および風圧面積の大きい PCC 船等の対応状況 

(6) 津波が船舶に及ぼす影響等 

① 気象庁特別警報および想定南海トラフ地震による東京湾津波防災情報図 

気象庁特別警報等について紹介する資料を作成し、東京湾および各港の津波防災情報

図より想定南海トラフ地震による津波の影響について整理した。 

② 津波に対する係留限界、係駐限界および緊急離桟操船 

公益社団法人日本海難防止協会において別途検討されている津波来襲時の係留限界、

係駐限界および緊急離桟操船の検証結果について整理した。 

③ 東京湾における船舶運航支援体制の検討 

東北地方太平洋沖地震津波発生時における東京湾での船舶運航支援の状況を整理する

とともに、東京湾の水先人およびタグボートの運航体制・当直体制等について調査し、1 

日あたりの最大稼働実績や大規模地震津波発生時に確保できる水先人、タグボートにつ

いて整理した。 
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(7) 東京湾における地震津波に対する海上交通安全対策の検討 

① 東京湾内における錨泊船舶容量の検討 

a) 東北地方太平洋沖地震発生時等における湾内錨泊船の状況 

東北地方太平洋沖地震津波発生時等および台風避泊時（平成 25 年台風 26 号）にお

ける東京湾内の錨泊船の状況について資料を収集・整理した。 

b) 東京湾内の在泊隻数の推計 

船舶航行実態調査や入港届等から、東京湾の各港に在泊していた船舶の隻数を推計

した。また、東京湾内における大型危険物積載船のバース位置を整理するとともに、

船舶交通実態等から、東京湾内における大型危険物積載船舶（特別危険物積載船*）

の運航状況を整理し、1 日あたりの東京湾在泊危険物積載船舶数を推計した。 

* 危険物積載船で総トン数5 万トン（積載する危険物が液化ガスの場合にあっては総

トン数2 万5 千トン）以上の船舶 

c) 東京湾内錨泊船舶容量の検討 

東京湾内の在泊隻数と東京湾内に確保できる錨泊地の広さから、東京湾内における

錨泊容量の設定および各船の錨泊の安全性について検討した。 

② 東京湾における津波警報等発表時の船舶対応方策の検討 

a) 津波警報・注意報発表時に向けた船種・船型毎の対応方法等の検討 

津波警報・注意報発表時における各船種・船型毎の対応（係留継続するかもしくは

港外に緊急離桟するかの基準）について、大型外航船での検討事例を整理した。 

b) 津波警報等発表時の船舶対応表の検討 

公益社団法人日本海難防止協会において別途検討されている地震津波発生時におけ

る港内在泊船舶の基本対応方法について、東京湾に適合した対応のあり方について検

討した。 

(8) 東京湾における地震津波に対する船舶対応に係る今後の対応策 

津波警報等発表時における港外退避等船舶対応方策に係る航行安全上の問題点・課題に

ついて検討し、津波災害に伴う今後の対応策として、東京湾における避泊容量等を踏まえ

た安全対策について検討した。 

4.2.4 調査検討方法 

学識経験者、海事関係者および関係官庁で構成する検討会により調査検討を行い、審議結

果を報告書としてとりまとめた。 
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4.2.5 調査検討結果 

「東京湾における地震津波に対する海上交通安全対策の検討」報告書において取り纏めた

調査結果の項目は、表 4.2.5 のとおりである。（調査結果の詳細については、同報告書を参

照） 

表 4.2.5 「東京湾における地震津波に対する海上交通安全対策の検討」の調査検討結果（項目） 

1 東京湾の航行環境 

  1.1 自然環境 

  1.2 航行環境  

 

2 東日本大震災による被害状況等 

  2.1 東北地方太平洋沖地震の概要 

  2.2 東京湾での水先人の地震・津波体験 

  2.3 港湾タグボートの津波避難実態  

  2.4 東京湾内の航路標識の被害状況 

  2.5 震災発生時における対応等に関するアンケート・ヒアリング調査 

  2.6 東日本各港湾で船舶に及ぼした津波の影響等 

 

3 津波対策の現状および東京湾における津波警報・注意報の周知状況  

  3.1 津波対策の現状（各行政機関等による船舶津波対策） 

  3.2 東京湾における津波警報・注意報の周知状況  

 

4 東京湾内津波警報発表後の船舶運航状況  

  4.1 東京湾内の在泊船および入出湾船の避難運航状況 

  4.2 大型危険物積載船等の対応状況  

  4.3 まとめ 

 

5 課題点の整理 

5.1 検討会における審議について  

5.2 今後の対応等  

 

6 津波が船舶に及ぼす影響等 

6.1 気象庁特別警報 

6.1.1 津波警報・注意報等 

6.1.2 津波に関する特別警報の発表基準  

6.2 東京湾津波防災情報図  

6.2.1 東京湾全体 

6.2.2 京浜港東京  
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6.2.3 京浜港横浜・根岸  

6.2.4 横須賀港 

6.2.5 千葉港南部  

6.3 津波に対する係留限界  

6.3.1 検討目的  

6.3.2 検討方法  

6.3.3 検討条件 

63.3.4 検討結果  

6.3.5 まとめ（津波波形によるシミュレーション）  

6.3.6 正弦波形による係留限界検討 

6.3.7 係留限界のまとめ  

6.4 津波に対する係駐限界 

6.4.1 検討目的 

6.4.2 検討内容  

6.4.3 検討結果 

6.4.4 まとめと考察 

6.4.5 技術基準の泊地規模による検討（参考） 

6.5 津波に対する緊急離桟 

6.5.1 検討目的 

6.5.2 検討条件  

6.5.3 検討結果  

6.5.4 操船実験で確認された事項 

6.5.5 まとめ 

    6.5.6 緊急離桟操船方法 

  6.6 東京湾における船舶運航支援体制  

    6.6.1 東京湾における東北地方太平洋沖地震津波発生時の船舶運航支援の状況  

    6.6.2 東京湾における船舶運航支援体制の現況等 

 

7 東京湾における地震津波に対する海上交通安全対策  

  7.1 東京湾における錨泊船舶容量の検討 

    7.1.1 東北地方太平洋沖地震津波発生時等における湾内錨泊船の状況 

    7.1.2 東京湾内の在泊隻数の推計  

    7.1.3 東京湾内における錨泊容量の検討  

  7.2 東京湾における地震津波に対する船舶対応策の検討 

    7.2.1 事前準備・事前確認等 

    7.2.2 船舶の避難判断  

    7.2.3 船舶対応策の策定  

  7.3 東京湾における地震津波に対する船舶対応策 
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    7.3.1 東京湾に在湾する船舶の対応  

    7.3.2 地震津波関連情報等の情報提供  

  7.4 津波警報等発表時の船舶対応に関する課題 

    7.4.1 水先人、タグボート等航行支援確保の困難性 

    7.4.2 緊急離桟時における水先人のきょう導等について 

 

8 東京湾における地震津波に対する船舶対応に係る今後の対応策 

  8.1 港毎の船舶対応要領の見直し 

  8.2 緊急離桟操船マニュアルの作成 

  8.3 一元的な海上交通管制の構築（第三管区海上保安本部） 

  8.4 東京湾における情報提供および航行制限（第三管区海上保安本部）  

    8.4.1 津波情報等発表時の対応  

    8.4.2 東海地震に関する情報発表時の対応  

 

 別添資料：港内津波対策の手引き（公益社団法人 日本海難防止協会） 
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4.3 横須賀港の地震・津波船舶避難要領の検討 

（2015 年度に「東海防」が実施） 

4.3.1 目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震による大津波は、多くの人命を奪う

とともに甚大な被害を与えた。 

東京湾においては津波警報が発表され、概ね 1.5m 前後の津波が観測された。多数の船舶

が港外避泊のため、湾内に錨泊する等の対応がとられ大きな被害はなかったが、今後東京湾

内で想定される最大クラスの津波に備えた、より具体的な船舶避難要領マニュアルの作成へ

の働き掛けを行なうとともに、港毎の特色を勘案した速やかな船舶避難を確保するための

ルール作りに向けた調査検討を実施することを目的とした。 

4.3.2 検討方法 

(1) 海事関係者及び関係官庁で構成する検討会を設置して検討を行なうこととし、検討会

の名称を「平成 27 年度横須賀港における地震・津波船舶避難要領検討会」とした。 

(2) 「東海防」が公益財団法人日本海事センターの補助金の助成を受け平成 24 年度、25

年度にわたり調査検討した成果を基に、各港、各バースの事情を勘案した津波対策マ

ニュアルに係る「アンケート（案）」について検討を行なった。 

  検討に先立って、 

・ 東京湾で想定される最大クラスの津波の確認 

・ 東京湾津波防災情報図及び第三管区海上保安本部海洋情報部作成による任意の

地点における津波の経時変化の確認 

・ 津波に対する係留限界、係駐限界の確認 

・ 東京湾における錨地の状況の確認 

を行ない、これを踏まえてアンケートを作成した。 

なお、本アンケートには地震津波発生時の避難等への対応を認識できる設問も加えた。 

(3) アンケート記入要領に係る説明会を実施し、係留施設管理者等に配付・回答を依頼す

る。アンケート結果については、事務局においてとりまとめた。 

(4) アンケートから得られた津波対応の考えや問題点などを把握して対応策を検討し、最

終的にとりまとめた対応内容を、横須賀地区海上災害等対策協議会に提供した。 

4.3.3 主な検討内容及び検討骨子 

(1) 東京湾において今後の発生が予想される最大クラスの津波 

平成 24 年 8 月 29 日、中央防災会議南海トラフ巨大地震の被害想定報告を踏まえ検討し

た。 
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(2) 想定・南海トラフ巨大地震に係る津波防災情報図（第三管区海上保安本部） 

海上保安庁海洋情報部が、東京湾における津波挙動シミュレーションを実施し作成した

「南海トラフ巨大地震による東京湾津波防災情報図」を元に、第三管区海上保安本部海洋

情報部が本検討用にデータを読み取りやすくした「経時変化表」を作成した。 

(3) 横須賀港における津波船舶避難対応について 

① 地震発生直後における津波船舶避難対応の流れ 

バース管理者及び船舶の別に避難対応の流れを検討した。 

バース管理者については、施設や電源などの被害状況の把握のほか、船舶の避難支援

等を重点に検討し、船舶については、地震・津波の状況確認、係留避難における被害極

少化措置、港外避難の対応を重点に検討を行なうとともに、水先人、タグボート、綱取

ボートの意見についても検討を行なった。 

② 情報連絡体制の確立 

地震発生時には、混乱する中で地震関係の情報の入手、連絡手段の確保、情報の共有

等、情報連絡体制の確保が重要であるため、情報収集体制の充実・強化の例、情報連絡

手段の整備状況について検討を行なった。 

(4) 津波船舶避難要領の提案 

船舶の動静別（航行中、係留中等）及び位置（港内、港外等）に応じた津波警報等発令時

の船舶対応表について検討を行なった。 

(5) 想定・南海トラフ巨大地震・津波の考えられるリスク 

地震・津波による被害の減少、極少化を図るためには、地震・津波の発生時にどのよう

な被害が起こり得るのか、事前に十分に検討し、把握し、その上でそれら危険の減少を図

るべく諸対策を講じることが必要であるため、＜地震リスク＞、＜津波リスク＞、＜パニッ

クリスク＞について検討を行なった。 

(6) 津波船舶避難を安全、スムーズかつ効果的に実施するための心構え及び事前準備 

地震・津波の想定を把握したうえで、危険性・リスクを認識し、人命第一を大前提に、

船舶や陸上の人員を対象とした避難マニュアルの作成について、検討を行なった。 

＜検討例＞ 

陸上避難施設の設置・確保、停電時のバックアップ電源の確保、水・食料等の備え置き等 

(7) 係留避難及び港外避難の諸注意 

① 係留避難 

津波の高さや第一波到達時刻等を確認したうえで、自船・係留施設等の被害状況の把

握、バックアップ電源の確保、地震津波関連情報の入手に努めるとともに、係留索の増

強、エンジンのスタンバイ、津波監視等、自船の保船体制等について検討を行なった。 



 

63 

 

② 港外避難 

水深、船種、船型に応じた安全な水域・錨地の選定、目視、AIS 及びレーダーによる

津波・周囲の船舶に対する監視体制の強化、東京湾海上交通センターとの連絡体制の確

保等について検討を行なった。 

(8) 津波船舶避難に係る問題点及び課題（要望を含む。） 

本検討の中で問題提起された課題や要望等について共有し、報告書に記載した。 

共有された課題、要望等は次のとおり。 

① 地震・津波発生時に荷役中の船舶は直ちに荷役を中止すべき 

② 船舶避難等の船舶運航の最終判断は船長であるが、船長と船社等の事前協議が必要 

③ 高さの低い岸壁では、2m 程度の津波の来襲があれば、係留船舶が岸壁に乗り上げる

恐れがあり、船舶が離岸して港外に避難することが望ましい。 

④ 津波来襲時の保船は、岸壁よりも港外避難の方がやり易い。岸壁のダメージを防ぐ

には港外避難の方がベターだが、港外避難は時間がかかるため、防舷物や岸壁係留能力

等を考慮したうえで係留避難も有効である。 

（なお、アンケート結果では、多くの小型タンカーは港外避難を選択） 

⑤ 避難順位を決めるには、小型タンカー、大型危険物船、コンテナ船等のそれぞれの入

出港形態、運航形態、荷役形態等を考慮する必要がある。 

⑥ 地震・津波発生時、港内及び航路、湾内は避難船舶で混乱するため、港内交通管制室

及び東京湾海上交通センターによる誘導をお願いしたい。 

⑦ 石油製品の荷役はオイルフェンスを展張しているため、離岸準備に時間がかかる。 

⑧ 地上職員の支援が困難な場合、離岸作業は乗組員のみで対応することになるが、離

岸作業時間短縮のため係留策切断も考慮すべき。 

⑨ 自動車専用船については離岸に時間がかかるが、リスクを考えると多少時間がか

かっても、港外避難等が望ましい。その際は、港長、東京湾海上交通センターの配慮（通

航規制、通航優先順位）をお願いしたい。 

⑩ 危険物船舶は色々な規制があるため、スムーズな避難に向けて柔軟に対応願いたい。

桟橋、シーバースに係留中の大型船舶は、津波の上げ潮、引き潮を受けて係留にも限界

があるため、湾外避難か湾内錨泊が望ましい。 

⑪ 水先人、タグボートは、緊急時でも通常の体制の範囲での対応が原則。また、緊急時 

は当然、水先人、タグボートの乗組員の人命の安全が優先される。 

⑫ 河川では、水位上昇時（橋梁下空間）・水面下降時は船舶の通航が困難になる。 

⑬ 港内の航路の流速が速い場合、屈曲航路の場合、操船困難となることが考えられる。 
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⑭ 津波による多くの浮遊物が予想される。（航路閉塞、推進器障害等） 

⑮ 地震発生時等は、水先人、タグボート、バース管理者等との意思疎通が不可欠である

ため、連絡手段の整備（MCA、トランシーバ、携帯電話、VHF 等）が必要。 

⑯ パニック時でも対応できるよう、予めマニュアルを作成しておくことが肝要。 

⑰ 緊急事態時でも法定乗組員に満たない場合や強制水先区で水先人が乗船していない

場合は法律に抵触するのでは？（事業者から出された意見） 

⑱ 地震・津波発生時、港内・湾内は避難船舶の混乱が予想されるので、東京湾海上交通

センターによる情報提供をお願いしたい。 

⑲ 地震・津波発生時は湾内の錨泊容量に不安がある。海保を中心に関係者が予め錨泊

ルールを調整し、地震・津波発生時は、東京湾海上交通センターの積極的な対応を望む。 

⑳ 地震津波発生時の船舶避難にかかるアンケート調査を実施したが、回答率は約 50％

であり、残念ながら未回答が多かった。 

㉑ 巨大地震・津波に的確に対応するには、施設の補修強化、関係者との協議、マニュ

アル作成、訓練と検証などのプロセスが重要である。 

(9) 第三管区海上保安本部に対する期待 

検討の中で、多くの海事関係者から第三管区海上保安本部に対して、地震・津波発生時

の適切な対応について要望が出されたため、海上保安庁に対する今後の体制整備や検討要

望等について取りまとめを行い、報告書に取りまとめた。 

主な内容は次のとおり。 

① 港長、部署長に対するもの 

a) 連絡体制の確保 

b) 港則法に基づく厳正な港長勧告（指示） 

c) 津波警報等発令時の対応 

（在港船の把握、港内の被害想定の把握、被害極少化対策の検討、避難船舶の誘導等） 

② 第三管区東京湾海上交通センター 

a) 避難船舶に対する津波関連情報の提供、避難船舶に関する情報提供、誘導等 

b) 安全水域や錨泊地に関する情報提供、助言等 

c) 入湾船舶の規制等 

(10) 各団体に対する協力依頼 

地震発生時の船舶や関係者のスムーズかつ効果的な避難に向けて、関係者に対する支援

等協力について検討を行なった。 
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① 船会社、オペレーター、船舶所有者、埠頭会社、代理店 

a) 船舶との連絡体制の確保（無い場合はできる限り早く整備：MCA、トランシーバ等） 

b) 地震・津波情報及び関連情報の収集と船舶への情報提供 

c) 京浜港船舶津波対策協議会（横浜・川崎）、港長、港湾管理者、ポートラジオ等か

らの情報・指示等の把握、船舶への連絡 

d) バース、海上、陸上の被害状況の収集・把握、船舶への連絡 

e) 各情報を勘案し船舶の避難方法、手段について船長と協議・決定（最終判断は船長） 

f) 船からの要請への対応、船舶の避難対応に対する支援 

② 港湾管理者、ポートラジオ 

a) 地震・津波情報およびその他関連するすべての情報の提供（最新・今後の予測等） 

b) 港湾内各施設の被害状況 

c) バース管理者、船会社、水先人との連絡設定、手段、体制確保（連絡の援助、支援） 

d) 港長、港湾管理者からの指示の有無 あれば内容の提供 

e) 港湾各施設、資材、貨物等海上への落下防止対策、ラッシング等の注意情報の提供 

f) 港内交通管制室との連携、情報交換（共有）し、各船に必要となる情報の提供 

(11) 横須賀地区海上災害等対策協議会の津波対策への反映 

横須賀地区海上災害等対策協議会で検討した津波対策、津波来襲時における船舶対応表

への検討結果の反映等を働きかけるとともに、同協議会で検討していただきたい事項の取

りまとめを行なった。同協議会で検討していただきたい事項は次のとおり。 

① 津波発生時の被害の極小化に向けて、港の機能維持、事業維持を図る。 

（人命の安全確保、船舶の損害防止、岸壁の損害防止、海上への浮遊物流出防止等） 

② 船舶は係留避難あるいは港外避難 

③ 事前に取り決めておくべき事項（津波警報等発令時の荷役中止、避難対応準備等） 

④ バース管理者及び船舶に対しマニュアル作成の働きかけ 

（各バースの状況及び優先順位を考慮した船舶の津波避難対応の把握等） 
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4.3.4 資料編 

本検討会において検討を進めるにあたって、参考とした資料等は次のとおり。 

① 検討会で想定する津波（東京湾想定最大津波） 

② 東北地方太平洋沖地震による東京湾内における津波の状況 

③ 東京湾津波防災情報図（横浜・川崎）及び津波の経時変化表（抜粋） 

④ 津波に対する係留限界・係駐限界 

⑤ 東京湾内における錨泊容量について 

⑥ 津波に対する船舶対応表（公益社団法人日本海難防止協会） 

⑦ 津波特別警報について 

⑧ アンケート内容及びアンケート結果（意見、コメントを含む。） 

⑨ 南海トラフ想定津波来襲時の避難対応回答状況（地域別） 

⑩ 【津波警報等の発令時における東京湾海上交通センターでの初動措置について】 

（第三管区海上保安本部 作成） 
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横須賀港の津波対策の現状 

 

5 横須賀港の津波対策の現状 

横須賀港の津波対策については、横須賀地区海上災害等対策協議会が通常時の実施事項及び津

波発生時の対応その他必要な事項を定めている。本項においては、同協議会が定める津波対策の

現状を把握する。 

5.1 横須賀港の津波対策の実施主体及び津波対策に関する規定 

5.1.1 実施主体 

横須賀港の津波対策の実施主体は、横須賀地区海上災害等対策協議会」（以下、「協議会」

と表記する。）であり、横須賀港における津波による船舶の安全対策について必要な事項を

協議し、その実施を推進することを目的としている。業務内容は、港内津波影響に関する調

査、船舶対応策の策定、その他目的達成に必要な事項であり、「協議会」の中で地震・津波対

策を検討する「地震・津波対策部会」の事務局は横須賀海上保安部に置かれている。 

5.1.2 津波対策に関する規定 

(1) 「協議会」会則 

「協議会」の目的、業務、組織をはじめ、会議の開催、検討部会の設置及び構成等につ

いて定めている。令和 6 年 2 月 6 日現在の会則は次のとおりである。 

 

【「協議会」会則】（附則を除く。） 
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(2) 地震・津波対策部会規約 

「協議会」会則第 14 条の規定により定められ、目的、業務、組織のほか、会議の開催、

マニュアルの作成、訓練・研修等について定めている。 

 

【地震・津波対策部会規約】 

（以下、「部会規約」と表記する。） 
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【会員】（令和 7 年 7 月 3 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.1.2(1) 「協議会」 地震・津波対策部会会員(1)（別紙 1） 

会員 
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【オブザーバー】 

 

 

 

 

 

 

【幹事会会員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【オブザーバー】 

 

 

 

 

 

(3) 横須賀地区地震・津波対策マニュアル 

「部会規約」第 2 条第 1 号及び第 6 条第 1 項の規定に基づき、目的、情報伝達、会員機

関が取るべき措置、避難勧告及び伝達訓練等が定められている。 

表 5.1.2(1) 「協議会」 地震・津波対策部会会員(2) （別紙 1） 

会員 

表 5.1.2(2) 地震・津波対策部会  幹事会 会員（別紙 2）  
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【横須賀地区地震・津波対策マニュアル】 

（以下、「地震・津波対策マニュアル」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.1.2(3) 地震・津波に対する船舶対応要領一覧表（R3.9.15） （別添 1） 
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5.2 津波対策に関する関係者の対応（アンケート調査による） 

5.2.1 アンケート調査の方針 

津波対策に検討にあたっては、津波対策に基づく関係者の対応やニーズを把握することが重

要であるため、本項においては、関係者に対するアンケート調査の実施について検討する。 

アンケート調査で得られるデータの信頼性、正確性は、回答数が大きく影響することから、

可能な限り多くの回答が得られるよう、回答者の負担軽減、アンケートの配付・回収方法の簡

素化を図るため、メール送付によるアンケート（グーグルフォーム様式）を基本とする。 

5.2.2 アンケート調査要領 

(1) アンケートの回答対象者 

アンケートの回答対象者は、「協議会」会員（海事関係者に限る。）、「協議会」会員以

外の次の船舶乗組員及び海事関係者とする。 

船舶乗組員のアンケートの回答者は、原則として船長又は津波対策担当の乗組員とする。 

① 横須賀港を利用する船舶（漁船を含む。） 

② 横須賀港に所在するバース管理者 

③ 上記(1)の船舶が所属する事業者 

④ 横須賀港を利用する船舶を取り扱う船舶代理店 

⑤ 上記(1)～(4)以外の横須賀港に所在する海事関係者 

(2) アンケートの調査項目及び設問内容 

(1)の回答対象者に対するアンケートの調査項目は次のとおりとし、船舶乗組員に対する

アンケートは、日本語及び英語で作成することとする。 

なお、アンケートの設問内容については、表 5.2.2(1)～(4)を参照。 

① 船舶乗組員（原則として、船長又は船舶の津波対策の担当者） 

a) 船舶の情報に関するもの 

b) 津波対策の認知度等に関するもの 

c) マニュアルの作成、教育/訓練及び平素の対策に関するもの 

d) 情報収集・伝達手段等に関するもの 

e) 「津波警報等」が発表された場合の対応に関するもの 

f) 南海トラフ地震に関するもの 

g) その他 
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② バース管理者 

a) バースを利用する船舶の情報に関するもの 

b) 津波対策の認知度等に関するもの 

c) マニュアルの作成、教育/訓練及び平素の対策に関するもの 

d) 情報収集・伝達手段等に関するもの 

e) 「津波警報等」が発表された場合の対応に関するもの 

f) 南海トラフ地震に関するもの 

g) その他 

③ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 

a) 海事関係者の情報に関するもの 

b) 津波対策の認知度等に関するもの 

c) マニュアルの作成、教育/訓練及び平素の対策に関するもの 

d) 情報収集・伝達手段等に関するもの 

e) 「津波警報等」が発表された場合の対応に関するもの 

f) 南海トラフ地震に関するもの 

g) その他 
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表 5.2.2(1) 船舶乗組員に対するアンケート（回答者は、船長又は津波対策担当の乗組員） 

ᵕ

˲1˳ṝ χ ϬễΠοᴞήΜʻ

ᵁ ʹ ЀрГЗ ʹ ꜛ ֫כּ ʹ Ќрϸ˔

ˢ ʾϾЬϸиˣʹ LNG ʹ LPG ʹ … ֫

ЈЮрЕ֫ ʹ ₳֫ ʹ ẁ ʹ ẫ

⌠Ộ ˢṞ Ṑ ϬḯϚʻˣʹ ЌϽЩ˔Еʹ Ḃ῝

ˢἫḠʺῐ־ḠϬḯϚʻˣʹ ζχ

˲2˳˲1˳πˮ ζχ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲3˳ṝ χ  ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲4˳ṝ χᴅ ᵎ χ ḧχ ϬễΠοᴞήΜʻ
5ᵕ ʹ 5ᵕӟ ˙10ᵕ ʹ 10ᵕӟ ˙30ᵕ

ʹ 30ᵕӟ

ᵕ

˲5˳

ᴅ ᵎ χ ├Υʺᴅ ᵎ Ỹᵤ ←ᵲ ├Ẹṳᵓˮ ʾ ├ ᵓṛ

˯ẉό ṛ τṁξΨˮᴅ ᵎ  ʾ ├ЫИвϯи˯τ ϛϣϦοΜϥ

άρϬ μοΜϘβΤʻ

ψΜʹ ΜΜΠ

˲6˳
ˮᴅ ᵎ  ʾ ├ЫИвϯи˯τˮ ʾ τ βϥ ᴂ ԁ

˯Υ ϛϣϦοΜϥχϬ μοΜϘβΤʻ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲7˳ˮ ʾ τ βϥ ᴂ ԁ ˯χ Ϭ μοΜϘβΤʻ ψΜʹ Κϥ ψ μοΜϥʹ ΜΜΠ

ᵕ

˲8˳
ʾ ├τḩβϥЫИвϯиϬ⌠ ΰοΜϘβΤʻ

ˢ ψЫИвϯиΥΚϤϘβΤˣ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲9˳
˲8˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺЫИвϯиχ Ϭ ΰοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

χם☼Ⱨ‮ ψⱧ τ ΰοΣΨϓΦⱧʹ‮

ὕ χ ︣ʾ ʹ βϥ ›χ

ᴂʹ ἰ βϥ ›χ ᴂʹ   βϥ ›χ

ᴂʹ  ᵰ βϥ ›χ ᴂ

˲10˳ ʾ ├τḩβϥễӾ/Ἡ Ϭם☼ΰοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲11˳
˲10˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺễӾ/Ἡ χ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

Ἡ ʹ Ṋ ψ Ἡ ʹ ᾆ ψ„

םΥ╥ᴥβϥיτḩἰּ∑ם Ἡ

˲12˳
ὕ χ ︣︣ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲13  ˳ ψᵤ ӗ ρχ ︣ ψᶎ πΦοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲14˳˲ 13˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σᶎ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲15  ˳ ᷉⁮τνΜο μοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲16  ˳ ᷉⁮Ϭᶎ βϥ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

＜船舶の情報に関するもの＞

＜津波対策の認知度等に関するもの＞

＜マニュアル作成、教育/訓練及び平素の対策に関するもの＞

＜情報収集・伝達手段等に関するもの＞
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（※ 情報収集・伝達手段等に関するもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

˲17˳ βϥ ›χἇ σ ᴂϬὨϛοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲18 ἰ˳ βϥ ›χἇ σ ᴂϬὨϛοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲19  ˳ βϥ ›χἇ σ ᴂϬὨϛοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲20  ˳ᵰ βϥ ›χἇ σ ᴂϬὨϛοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲21˳
ᵤЕжТ χ βϓϤӽΥˮ ᴱ ˙ṙӠ ᴏ˯χ ›ʺᴅ ᵎ χΩ ‰

Υ ὕ τ βϥ˲5m˳πΚϥάρϬ μοΜϘβΤʻ
μοΜϥʹ ϣσΜ

˲22˳

ΩϜ τϢϥ ᵲΥ ΦΤμθˮᾕ ḩ ЌϱФ˯χ ᴞ Υ ΰ

θ ›ʺᴅ ᵎ χΩ ‰Υ ὕ τ βϥ˲11m˳πΚϥάρϬ μ

οΜϘβΤʻˢ ᶌ ― χ ›ˣ

μοΜϥʹ ϣσΜ

˲23˳ 6 8Ὦʺ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ӪˣΥ ήϦθάρτνΜο μοΜϥʹ ϣσΜ

˲24˳
6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ Ӫˣχ ︣︣ τνΜοˢ

ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲25˳ 6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ӪˣϬ Ϊοχ ᴂ ᴡϣΤχ ᴂϬΰθʹ τ ᴂψΰοΜσΜ

˲26˳
˲25˳πˮ ᴡϣΤχ ᴂϬΰθ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ᴂχ ϬễΠο

ᴞήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲27˳

ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ὕᵞˣΥ ήϦθ ›χἇ σ ᴂϬὨϛ

οΜϘβΤʻ

ˢ ˣ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ὕᵞˣψʺˮ ᾛӽ χФй˔Еẽᵦτ

ΣΜοʺḵ χγϦχṛ Ϭṁτὓ▄βϥЯ˔ЮрЕЫϽИЎв˔Жˢṓ χЫ

ϽИЎв˔ЖρψӰσϥʻˣ 8.0ӟ χ Υ ΰθρ ᴣΰθ ›˯τṓ Τϣ

ήϦϥʻ

ᴡϣΤχ ᴂϬὨϛοΜϥʹ τὨϛοΜσΜ

˲28˳
˲27˳πˮ ᴡϣΤχ ᴂϬὨϛοΜϥ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ᴂχ Ϭ

ễΠοᴞήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲29˳

ᾁ ᵓπψʺ χˮ ʺἰ ʺ  ʺ ᵰ ˯χ “ Ϟ

├τḩβϥ ϞⱢ χQRЀ˔ЖϬἿ∏ΰθз˔ТйАЕϬ⌠ βϥάρρ

ΰοΜϘβΥʺQRЀ˔ЖϬἿ∏ΰο ΰΜ ϞⱢ ΥΚϦωễΠοᴞήΜʻ

ˢṜ ˣ

˲30˳
ϞᵤⱧḩἰּי χ ├τḩ ΰοʺέӪᾋʺέ ᾠ ΥΚϦωΣḻΜΰϘ

βʻ
ˢṜ ˣ

＜その他＞

＜津波警報等が発表された場合の対応に関するもの＞

＜津波想定及び南海トラフ地震に関するもの＞



 

86 

 

 

 

 
 

answer

˲͍˳ Please select the type of vessel you are on board at present.

1) Cargo ship  2) Container ship  3) Car carrier  4) Tanker

(oil/chemical)  5) LNG ship  6) LPG ship 7) Ore carrier  8) Cement

carrier  9) Dredger  10) Passenger ship  11) Fishing vessel  12)

Workboat (including crane ships)  13) Tugboat  14) Government

vessel (including military ships)  15) Others

˲͎˳ If you selected "15) Others" in [1], please describe the ship type. （description）

˲͏˳ Please describe your ship's flag state. （description）

˲͐˳
Please select the annual frequency of your vessel's use of

Yokosuka Port.

1) Less than 5 times  2) 5 times to less than 10 times  3) 10 times

or more

˲͑˳

Are you familiar with the "In-Table Summarized Tsunami Response

Actions by Vessel Type and Situation" developed for tsunami

countermeasures in Yokosuka Port?

1) Yes  2) No

˲6˳

Have you developed manuals regarding earthquake and tsunami

countermeasures?

 (Or do you have a manual?)

1) Yes  2) No

˲7˳
If you answered "1) Yes" in [6], please select the contents of the

manuals. (Multiple selections allowed)

1) Routine preparatory measures to be undertaken beforehand  2)

Methods for obtaining and disseminating tsunami warnings, etc.

3) Response actions for land evacuation  4) Response actions for

anchoring and/or mooring evacuation   5) Response actions for

evacuation inside the port  6) Response actions for evacuation

outside the port

˲8˳
 Do you conduct education/training on earthquake and tsunami

countermeasures?
1) Yes  2) No

˲9˳
 If you answered "1) Yes" in [8], please select the content of the

education/training. (Multiple selections allowed)

1) Information transmission training  2) Table-top or simulated

training  3) Seminars/workshops  4) Practical training involving

actual participants

˲10˳

Please specify the methods for obtaining information regarding

tsunami warnings or port authority advisories.

 (Multiple selections allowed)

1) VHF radio information provided by the Tokyo Wan Vessel

Traffic Service Center (Tokyo MARTIS) 2) Websites of the Coast

Guard or other relevant agencies  3) Marine Safety Information  4)

Navigation Warnings  5) NAVTEX  6) Public announcements by

patrol vessels or other means  7) AIS  8) Television, radio  9) By

shipowners, operators, agents, etc.

˲11˳ Have you developed specific measures for land evacuation? 1) Yes  2) No

˲12˳
Have you developed specific measures for anchoring and/or

mooring evacuation?
1) Yes  2) No

˲13˳
Have you developed specific measures for evacuation inside the

port?
1) Yes  2) No

˲14˳
Have you developed specific procedures for evacuation outside

the port?
1) Yes  2) No

˲15˳

In Japan, it is estimated that there is an approximately 80% probability

of a large-scale earthquake of magnitude 8 to 9 occurring within the

next 30 years due to the Nankai Trough. Are you aware that the

maximum tsunami height caused by this earthquake is [6m] in

Yokosuka Port?

1) Yes, I know  2) No, I don't know

˲16˳

Are you aware that if an earthquake similar to those that caused

major tsunami damage in Tokyo Bay in the past were to occur, the

maximum tsunami height in Yokosuka Port would be [11 meters]?

1) Yes, I know  2) No, I don't know

˲17˳

The study group is planning to develop a leaflet containing

information and materials on evacuation actions for vessels (land

evacuation, anchoring and/or mooring evacuation, evacuation

inside the port, and evacuation outside the port) and tsunami

countermeasures.

If there is any information or materials you would like to have

（description）

˲18˳
If you have any opinions or advice related to tsunami

countermeasures, please describe them.
（description）

question

表 5.2.2(2)  船舶乗組員に対するアンケート（回答者は、船長又は津波対策担当の乗組員）【英語】 
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表 5.2.2(3)  バース管理者に対するアンケート（回答者は、バースの津波対策の責任者又は担当者） 

ᵕ

˲1˳
ṝН˔ІϬ βϥ χ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

ᵁ ʹ ЀрГЗ ʹ ꜛ ֫כּ ʹ Ќрϸ˔

ˢ ʾϾЬϸиˣʹ LNG ʹ LPG ʹ … ֫

ʹ ЈЮрЕ֫ ʹ ₳֫ ʹ ẁ ʹ ẫ

ʹ ⌠Ộ ˢṞ Ṑ ϬḯϚʻˣʹ ЌϽЩ˔Еʹ

Ḃ῝ ˢἫḠʺῐ־ḠϬḯϚʻˣʹ ζχ

˲2˳ ˲1˳πˮ ζχ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲3˳ ṝН˔ІϬ βϥ χ ˢ⁯ ˣϬễΠοᴞήΜʻ ʹ ӟᵰʹ ⁯ Ϭ ϩσΜ

˲4˳ ṝН˔ІϬ βϥ χ ḧχ ϬễΠοᴞήΜʻ
30 ʹ 30 ӟ ˙100 ʹ 100 ӟ ˙

200 ʹ 200 ӟ

˲5˳

ᴅ ᵎ χ ├Υʺᴅ ᵎ Ỹᵤ ←ᵲ ├Ẹṳᵓˮ ʾ ├

ᵓṛ ˯ẉό ṛ τṁξΨˮᴅ ᵎ  ʾ ├ЫИвϯи˯τ

ϛϣϦοΜϥάρϬ μοΜϘβΤʻ

ψΜʹ ΜΜΠ

˲6˳
ˮᴅ ᵎ  ʾ ├ЫИвϯи˯τˮ ʾ τ βϥ ᴂ

ԁ ˯Υ ϛϣϦοΜϥχϬ μοΜϘβΤʻ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲7˳ ˮ ʾ τ βϥ ᴂ ԁ ˯χ Ϭ μοΜϘβΤʻ ψΜʹ Κϥ ψ μοΜϥʹ ΜΜΠ

˲8˳
ʾ ├τḩβϥЫИвϯиϬ⌠ ΰοΜϘβΤʻ

ˢ ψЫИвϯиΥΚϤϘβΤˣ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲9˳
˲8˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺЫИвϯиχ Ϭ ΰοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

χם☼Ⱨ‮ ψⱧ τ ΰοΣΨϓΦⱧʹ‮

ὕ χ ︣ʾ ʹ Υừẍ Ḱβϥ

›χ ᴂʹ Υἰ βϥ ›χ ᴂʹ Н˔І

Ԍχ τḩβϥ ᴂ

˲10˳ ʾ ├τḩβϥễӾ/Ἡ Ϭם☼ΰοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲11˳
˲10˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺễӾ/Ἡ χ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

Ἡ ʹ Ṋ ψ Ἡ ʹ ᾆ ψ„

םΥ╥ᴥβϥיτḩἰּ∑ם Ἡ

˲12˳
ʾ ├τḩΰοʺЫИвϯиχ⌠ ϞễӾ/Ἡ ӟᵰπʺ Τϣᾁ

ψ ΰοΜϥάρψΚϤϘβΤʻ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲13˳
˲12˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺᾁ ψ ΰοΜϥ ϬễΠοᴞ

ήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲14˳
ὕ χ ︣︣ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲15˳
ὕ χ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

  ψ   ὀ ψІЫ˔ЕТ϶

р ῢ  Ю˔и MCA  ζχ

˲16˳˲15˳πˮ ζχ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲17˳  ψᵤ ӗ ρχ ︣ ψᶎ πΦοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲18˳˲17˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σᶎ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲19˳  ᷉⁮τνΜο μοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

＜バースを利用する船舶の情報に関するもの＞

＜津波対策の認知度等に関するもの＞

＜マニュアル作成、教育/訓練及び平素の対策に関するもの＞

＜情報収集・伝達手段等に関するもの＞
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（※ 情報収集・伝達手段等に関するもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

˲20˳
  χ᷉⁮Ϭᶎ βϥ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲21˳ᵰ⁯ ϒχ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻˢ ᴦˣ
ˢᾧ ˣʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ

Ю˔иʹ ζχ

˲22˳˲21˳πˮ ζχ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲23˳ Υừẍ Ḱβϥ ›χἇ σ ᴂϬὨϛοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲24˳ṝН˔І Ԍχ τνΜοἇ σ ᴂϬὨϛοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲25˳ ⱲχНАϼϯАФ ᾛˢ ᾛˣϬ ΰοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲26˳
˲25˳πˮ ΜΜΠ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺᴻ ☼ ρ Ϭ Ϥ βχτ

σ ⱲḧψςϦΨϣΜπβΤʻ

15 ʹ 15 ӟ ˙30 ʹ 30 ӟ ˙1Ⱳ

ḧ ʹ 1Ⱳḧӟ

˲27˳
ᵤЕжТ χ βϓϤӽΥˮ ᴱ ˙ṙӠ ᴏ˯χ ›ʺᴅ ᵎ χΩ

‰Υ ὕ τ βϥ˲5m˳πΚϥάρϬ μοΜϘβΤʻ
μοΜϥʹ ϣσΜ

˲28˳

ΩϜ τϢϥ ᵲΥ ΦΤμθˮᾕ ḩ ЌϱФ˯χ ᴞ Υ

ΰθ ›ʺᴅ ᵎ χΩ ‰Υ ὕ τ βϥ˲11m˳πΚ

ϥάρϬ μοΜϘβΤʻˢ ᶌ ― χ ›ˣ

μοΜϥʹ ϣσΜ

˲29˳
6 8Ὦʺ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ӪˣΥ ήϦθάρτ

νΜο
μοΜϥʹ ϣσΜ

˲30˳
6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ Ӫˣχ ︣︣ τνΜο

ˢ ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲31˳
6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ Ӫˣχ ︣ τνΜο

ˢ ᴦˣ

  ψ   ὀ ψІЫ˔ЕТ϶

р ῢ  Ю˔и MCA  ζχ

˲32˳ 6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ӪˣϬ Ϊοχ ᴂ ᴡϣΤχ ᴂϬΰθʹ τ ᴂψΰοΜσΜ

˲33˳
˲32˳πˮ ᴡϣΤχ ᴂϬΰθ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ᴂχ Ϭ

ễΠοᴞήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲34˳

ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ὕᵞˣΥ ήϦθ ›χἇ σ ᴂ

ϬὨϛοΜϘβΤʻ

ˢ ˣ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ὕᵞˣψʺˮ ᾛӽ χФй˔Е

ẽᵦτΣΜοʺḵ χγϦχṛ Ϭṁτὓ▄βϥЯ˔ЮрЕЫϽИЎв˔Жˢṓ

χЫϽИЎв˔ЖρψӰσϥʻˣ 8.0ӟ χ Υ ΰθρ ᴣΰθ

›˯τṓ Τϣ ήϦϥʻ

ᴡϣΤχ ᴂϬὨϛοΜϥʹ τὨϛοΜσΜ

˲35˳
˲34˳πˮ ᴡϣΤχ ᴂϬὨϛοΜϥ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ᴂχ

ϬễΠοᴞήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲36˳

ᾁ ᵓπψʺ χˮ ʺἰ ʺ  ʺ ᵰ ˯χ

“ Ϟ ├τḩβϥ ϞⱢ χQRЀ˔ЖϬἿ∏ΰθз˔ТйАЕϬ⌠

βϥάρρΰοΜϘβΥʺQRЀ˔ЖϬἿ∏ΰο ΰΜ ϞⱢ ΥΚϦω

ễΠοᴞήΜʻ

ˢṜ ˣ

˲37˳
ϞᵤⱧḩἰּי χ ├τḩ ΰοʺέӪᾋʺέ ᾠ ΥΚϦωΣḻ

ΜΰϘβʻ
ˢṜ ˣ

＜その他＞

＜貴バースの設備に関するもの＞

＜津波警報等が発表された場合の対応に関するもの＞

＜津波想定及び南海トラフ地震に関するもの＞
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表 5.2.2(4) 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者（回答者は、津波対策の責任者又は担当者） 

ᵕ

˲1˳ ṝⱧ ψṝ χỘ χ ϬễΠοᴞήΜʻ
χ֫‚ⱧỘּיˢẫ Ϭ Ψʻˣʹ ẫỘẸ ›

ʹ   ῬⱧḩἰּיʹ ʹ ζχ

˲2˳ ˲1˳πˮ ζχ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺỘ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲3˳
˲1˳πˮ χ֫‚ⱧỘּיˢẫ Ϭ Ψʻˣ˯ ψˮ ẫỘẸ ›˯

Ϭᵕ ΰθ ›ʺ βϥ χ ϬễΠοᴞήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲4˳
˲1˳πˮ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺ1 ḧπ︡ϤӌΞ χ Ϭễ

ΠοᴞήΜʻ

30 ʹ 30 ӟ ˙100 ʹ 100 ӟ ˙

200 ʹ 200 ӟ

˲5˳

ᴅ ᵎ χ ├Υʺᴅ ᵎ Ỹᵤ ←ᵲ ├Ẹṳᵓˮ ʾ ├

ᵓṛ ˯ẉό ṛ τṁξΨˮᴅ ᵎ  ʾ ├ЫИвϯи˯τ

ϛϣϦοΜϥάρϬ μοΜϘβΤʻ

ψΜʹ ΜΜΠ

˲6˳
ˮᴅ ᵎ  ʾ ├ЫИвϯи˯τˮ ʾ τ βϥ ᴂ

ԁ ˯Υ ϛϣϦοΜϥχϬ μοΜϘβΤʻ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲7˳ ˮ ʾ τ βϥ ᴂ ԁ ˯χ Ϭ μοΜϘβΤʻ ψΜʹ Κϥ ψ μοΜϥʹ ΜΜΠ

˲8˳
ʾ ├τḩβϥЫИвϯиϬ⌠ ΰοΜϘβΤʻ

ˢ ψЫИвϯиΥΚϤϘβΤˣ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲9˳
˲8˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺЫИвϯиχ Ϭ ΰοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

χם☼Ⱨ‮ ψⱧ τ ΰοΣΨϓΦⱧʹ‮

ὕ χ ︣ʾ ʹ Υừẍ Ḱβϥ

›χ ᴂʹ Υἰ βϥ ›χ ᴂʹ Ԍχ

τḩβϥ ᴂ

˲10˳ ʾ ├τḩβϥễӾ/Ἡ Ϭם☼ΰοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲11˳
˲10˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺễӾ/Ἡ χ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

Ἡ ʹ Ṋ ψ Ἡ ʹ ᾆ ψ„

םΥ╥ᴥβϥיτḩἰּ∑ם Ἡ

˲12˳
ʾ ├τḩΰοʺЫИвϯиχ⌠ ϞễӾ/Ἡ ӟᵰπʺ Τϣ

ᾁ ψ ΰοΜϥάρψΚϤϘβΤʻ
ψΜʹ ΜΜΠ

˲13˳
˲12˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺᾁ ψ ΰοΜϥ ϬễΠοᴞ

ήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲14˳
ὕ χ ︣︣ ϬễΠοᴞήΜ

ˢ ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲15˳
ὕ χ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

  ψ   ὀ ψІЫ˔ЕТ϶

р ῢ  Ю˔и MCA  ζχ

˲16˳˲15˳πˮ ζχ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲17˳  ψᵤ ӗ ρχ ︣ ψᶎ πΦοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

˲18˳˲17˳πˮ ψΜ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σᶎ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲19˳  ᷉⁮τνΜο μοΜϘβΤʻ ψΜʹ ΜΜΠ

＜海事関係者の情報に関するもの＞

＜津波対策の認知度等に関するもの＞

＜マニュアル作成、教育/訓練及び平素の対策に関するもの＞

＜情報収集・伝達手段等に関するもの＞
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（※ 情報収集・伝達手段等に関するもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

˲20˳
  χ᷉⁮Ϭᶎ βϥ︣ ϬễΠοᴞήΜʻ

ˢ ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲21˳
˻ᵰ⁯ ϒχ Ϭ“σμοΜϥ ›χϙᵕ ˼

ᵰ⁯ ϒχ ︣ ϬễΠοᴞήΜʻˢ ᴦˣ

ˢᾧ ˣʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ

Ю˔иʹ ζχ

˲22˳˲21˳πˮ ζχ ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ϬễΠοᴞήΜʻ ˢṜ ˣ

˲23˳

˲1˳πˮ χ֫‚ⱧỘּיˢẫ Ϭ Ψʻˣ˯ ψˮ ẫỘẸ ›˯

ρᵕ ΰθ ›χϙᵕ

Υ βϥ ›χἇ σ“ ϬὨϛοΜϘβΤʻ

ψΜʹ ΜΜΠ

˲24˳

˲1˳πˮ χ֫‚ⱧỘּיˢẫ Ϭ Ψʻˣ˯ ψˮ ẫỘẸ ›˯

ρᵕ ΰθ ›χϙᵕ

Υἰ βϥ ›χἇ σ“ ϬὨϛοΜϘβΤʻ

ψΜʹ ΜΜΠ

˲25˳

˲1˳πˮ χ֫‚ⱧỘּיˢẫ Ϭ Ψʻˣ˯ ψˮ ẫỘẸ ›˯

ρᵕ ΰθ ›χϙᵕ

Υ  βϥ ›χἇ σ“ ϬὨϛοΜϘβΤʻ

ψΜʹ ΜΜΠ

˲26˳

˲1˳πˮ χ֫‚ⱧỘּיˢẫ Ϭ Ψʻˣ˯ ψˮ ẫỘẸ ›˯

ρᵕ ΰθ ›χϙᵕ

Υ ᵰ βϥ ›χἇ σ“ ϬὨϛοΜϘβΤʻ

ψΜʹ ΜΜΠ

˲27˳
ᵤЕжТ χ βϓϤӽΥˮ ᴱ ˙ṙӠ ᴏ˯χ ›ʺᴅ ᵎ χΩ

‰Υ ὕ τ βϥ˲5m˳πΚϥάρϬ μοΜϘβΤʻ
μοΜϥʹ ϣσΜ

˲28˳

ΩϜ τϢϥ ᵲΥ ΦΤμθˮᾕ ḩ ЌϱФ˯χ ᴞ Υ

ΰθ ›ʺᴅ ᵎ χΩ ‰Υ ὕ τ βϥ˲11m˳πΚ

ϥάρϬ μοΜϘβΤʻˢ ᶌ ― χ ›ˣ

μοΜϥʹ ϣσΜ

˲29˳
6 8Ὦʺ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ӪˣΥ ήϦθάρτ

νΜο
μοΜϥʹ ϣσΜ

˲30˳
6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ Ӫˣχ ︣︣ τνΜο

ˢ ᴦˣ

ГйР ψжЅϷʹ   ψ ʹ ←

ʹ AISʹ Ẹṳᵓ Ὁ ʹ ψᾧ

ʹ ὀ ψІЫ˔ЕТ϶рʹ ϱрЌ˔КА

Е  VHF  MCA   Ằ ᵤ ῖ ЈрЌ˔χ

VHF ằʹ ᵤ ӗ χШ˔ЭЧ˔Ѕʹ ᵤχ

ӗ ʹ ‚“ὕ ʹ ЗУГАϼІʹ ♪

τϢϥῲ ʹ ︠ʺ֫‚ⱧỘּיʺ ʹ ζχ

˲31˳
6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ Ӫˣχ ︣ τνΜο

ˢ ᴦˣ

  ψ   ὀ ψІЫ˔ЕТ϶

р ῢ  Ю˔и MCA  ζχ

˲32˳ 6 8Ὦχ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ӪˣϬ Ϊοχ ᴂ ᴡϣΤχ ᴂϬΰθʹ τ ᴂψΰοΜσΜ

˲33˳
˲32˳πˮ ᴡϣΤχ ᴂϬΰθ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ᴂχ Ϭ

ễΠοᴞήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲34˳

ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ὕᵞˣΥ ήϦθ ›χἇ σ ᴂ

ϬὨϛοΜϘβΤʻ

ˢ ˣ ᵤЕжТ Ⱳ ˢẢ ὕᵞˣψʺˮ ᾛӽ χФй˔Е

ẽᵦτΣΜοʺḵ χγϦχṛ Ϭṁτὓ▄βϥЯ˔ЮрЕЫϽИЎв˔Жˢṓ

χЫϽИЎв˔ЖρψӰσϥʻˣ 8.0ӟ χ Υ ΰθρ ᴣΰθ

›˯τṓ Τϣ ήϦϥʻ

ᴡϣΤχ ᴂϬὨϛοΜϥʹ τὨϛοΜσΜ

˲35˳
˲34˳πˮ ᴡϣΤχ ᴂϬὨϛοΜϥ˯Ϭᵕ ΰθ ›ʺἇ σ ᴂχ

ϬễΠοᴞήΜʻ
ˢṜ ˣ

˲36˳

ᾁ ᵓπψʺ χˮ ʺἰ ʺ  ʺ ᵰ ˯χ

“ Ϟ ├τḩβϥ ϞⱢ χQRЀ˔ЖϬἿ∏ΰθз˔ТйАЕϬ⌠

βϥάρρΰοΜϘβΥʺQRЀ˔ЖϬἿ∏ΰο ΰΜ ϞⱢ ΥΚϦω

ễΠοᴞήΜʻ

ˢṜ ˣ

˲37˳
ϞᵤⱧḩἰּי χ ├τḩ ΰοʺέӪᾋʺέ ᾠ ΥΚϦωΣḻ

ΜΰϘβʻ
ˢṜ ˣ

＜その他＞

＜津波警報等が発表された場合の対応に関するもの＞

＜津波想定及び南海トラフ地震に関するもの＞
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(3) アンケートの配布 

① 「横須賀港の津波対策に関する検討会」事務局（「東海防」） 

電子メールにより、「協議会」事務局及び本検討会の構成員にアンケートを配付すると

ともに、「東海防」のホームページを活用して、船舶乗組員及び海事関係者に対し、本検

討会について広く周知し、アンケート調査への協力を求めるものとする。 

② 「協議会」事務局 

「横須賀港の津波対策に関する検討会」事務局から送信された電子メールを「協議会」

の会員に転送するとともに、協議会の会員以外の 5.2.1(1)のアンケート対象者に対しても

アンケートへの協力を要請し、広く配布するものとする。 

（要請方法等詳細は事務局所定） 

③ 「協議会」会員 

「協議会」事務局から転送された電子メールを、所属又は代理店業務を行う船舶、所属

する組織・事業所等に転送するとともに、協議会の会員以外の 5.2.2(1)のアンケート対象

者に対してもアンケートへの協力を要請し、広く配布するものとする。 

（要請方法等詳細は会員所定） 

④ 「協議会」会員以外の本検討会の構成員 

「横須賀港の津波対策に関する検討会」事務局から送信された電子メールを構成員の業

務に関係のある 5.2.1(1)のアンケート対象者に対してアンケートへの協力を要請するもの

とする。 

なお、 5.2.1(1)のアンケート対象者が構成員の業務に関係しない場合を除く。 

（要請方法等詳細は構成員所定） 

(4) アンケート回答結果の送付 

アンケート回答者は、グーグルフォーム様式のアンケートに添付された送信ボタンを押し

てアンケート回答結果を事務局に送付する。（送信ボタンを押せば自動的に送付される。） 

(5) アンケート調査のスケジュール（予定） 

① 日本語アンケート 

【8 月上旬】アンケートメール送信（アンケート郵送） 

【9 月末日】アンケート回答期限 

【   10 月  】アンケート結果の分析 

② 英語アンケート 

【9 月上旬】アンケートメール送信（アンケート郵送） 

【10 月末日】アンケート回答期限 

【    11 月   】アンケート結果の分析 
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5.2.3 アンケート結果及び分析 

(1) アンケートの回答数 

 

 

 

 

 

 

 

(2) アンケート結果の集計・分析 

船舶乗組員（日本語・英語）、バース管理者及び船舶乗組員、バース管理者以外の海事関

係者別のアンケート集計・分析結果は次のとおり。（P9 3～P115） 
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① 船舶乗組員（日本語アンケート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

94 

 

①  船舶乗組員（日本語アンケート） 
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※ ①  船舶乗組員（日本語アンケート） 
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※ ①  船舶乗組員（日本語アンケート） 
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※ ①  船舶乗組員（日本語アンケート） 
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※ ①  船舶乗組員（日本語アンケート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

99 

 

② 船舶乗組員（英語アンケート） 
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※ ②  船舶乗組員（英語アンケート） 
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※ ②  船舶乗組員（英語アンケート） 
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※ ②  船舶乗組員（英語アンケート） 
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③ バース管理者 
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※ ③  バース管理者 
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※ ③  バース管理者 
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※ ③  バース管理者 
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※ ③  バース管理者 
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※ ③  バース管理者 
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④ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

110 

 

※ ④ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 
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※ ④ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 
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※ ④ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 
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※ ④ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 
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※ ④ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 
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※ ④ 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 
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5.3 横須賀港の津波対策の現状（まとめ） 

5.3.1 津波対策に関する規定 

横須賀港の津波対策に関する規定のうち、津波対策の根拠となるのは、「部会規約」及び「地

震・津波対策マニュアル」であり、これらは、「港湾及び利用船舶の被害の極小化」及び「港

内における迅速な人命及び財産の保護並びに船舶交通の安全確保を図る」というそれぞれの目

的の達成に向けて、「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」をはじめ、地震・津波対策マ

ニュアルの策定、情報伝達、会員が取るべき措置（事前措置、津波警報等の情報入手後の措置

等）、避難勧告等について重点に規定している。 

なお、「地震・津波対策マニュアル」の概要は、表 5.3.1 のとおり 

(1) 「部会規約」及び「地震・津波対策マニュアル」で規定する対策の内容 

「部会規約」においては、地震・津波対策マニュアル（会員機関は自主マニュアル）の作

成及び自主マニュアルの作成指導などの部会の業務を規定しており、「地震・津波対策マニュ

アル」においては、「情報伝達」、「会員機関が取るべき措置（事前措置、津波関連情報入

手後の措置等）」及び「避難勧告等」について規定しており、その他、マニュアルの改訂、

伝達訓練についても定めている。 

(2) 関係者の対応等 

① 事前措置 

係留施設、船舶運航者、漁協、マリーナ等の関係会員機関が実施すべき措置（a～c）を

定めている。 

a) 「地震・津波対策マニュアル」に基づいて船舶が取るべき措置を船舶に周知徹底 

b) 津波関連情報、南海トラフ地震臨時情報の入手経路、船舶への伝達方法を確認 

c) 船舶入港時に、津波等が発生した場合の避難手順、役割分担等を確認 

② 津波関連情報を入手した場合の措置 

a) 関係会員機関が、南海トラフ地震臨時情報及び津波警報等を入手した場合、関係船舶

への伝達及び津波到達までの時間的余裕や船舶の船種船型に応じ「地震・津波に対する船

舶対応要領一覧表」を考慮した対策を講じさせるべきことを定めている。 

b) 避難勧告等を入手した場合は、関係船舶への迅速な伝達、当該勧告等に従った措置を

講じさせるべきことを定めている。 

c) 大規模な地震を認知した場合は、関係会員機関は情報収集に努めるとともに、船舶に

対し情報収集に努めさせること、船舶は地震を認知した場合、「地震・津波に対する船舶

対応要領一覧表」に該当する場合は直ちに船舶の執るべき措置を講じることを定めている。 

(3) 避難勧告等 

避難勧告等の伝達、避難勧告等の内容等、部会長の対応について定めている。 
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表 5.3.1 【参考】横須賀港の津波対策（概要） 
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5.3.2 津波対策に関する関係者の対応 

アンケート調査の集計及び分析結果を踏まえた、津波対策に関する関係者の主な対応につい

ては次のとおり。 

(1) 船舶乗組員 

横須賀港の津波対策（地震・津波に対する船舶対応要領一覧表）の認知度は、日本船・内

航船が 42%、外国船・外航船が 100%（回答数は 1 隻、以下同じ）、津波対策に関するマニュ

アルの有無は、同様に 70%、0%、訓練実施の有無は、61%、0%が「有」であり、日本船・

内航船と外国船・外航船で大きな違いが見られた。 

日本船・内航船の津波避難に関する対応については、港外退避が最も多く 73%、以下、係

留避泊（64%）、陸上避難（61%）の順であった。 

(2) バース管理者 

横須賀港の津波対策（地震・津波に対する船舶対応要領一覧表）の認知度は 100%（回答

数は 5 か所）、マニュアルの有無、訓練実施の有無は、いずれも 60%であった。また、非常

電源の設備を有するのは 60%で、前回（平成 27 年度）のアンケート調査（17%）時点より

も津波対策が進捗していることが確認できた。 

なお、係留船舶の緊急離桟時の具体的対応について検討をしているのは 60%であった。 

(3) 船舶乗組員、バース管理者以外の海事関係者 

アンケートで回答のあった 43%が船舶の運航事業者であり、その他、船舶代理店、港湾工

事関係者、水先人、漁業協同組合等から回答があった。これら海事関係者のうち、マニュア

ルは 67%が有しており、訓練も 65%が実施していたが、津波対策を認知している関係者は

55%であった。 

(4) 関係者の意見、要望等 

津波警報等が発表された場合の具体的な対応、避難に必要な情報の提供に関するものが多

く、水先人の要否、第二海堡の風向・風速・波高計の整備、フローチャートの作成に関する

要望もあった。また、会社の指示、荷主の規則にしたがって対応するという意見もあった。 

(5) 津波警報等の情報入手手段と情報入手後の情報伝達手段 

津波警報等の入手手段は、船舶乗組員（日本船・内航船）、バース管理者、船舶乗組員・

バース管理者以外の海事関係者の全てが「テレビ又はラジオ」が最も多い状況であり、入手

後の船舶への情報伝達手段は「携帯電話又はスマートフォン」が多い状況であった。 

(6) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の対応 

船舶乗組員（日本船・内航船）の 58%、バース管理者の 100%（回答数は 5 か所）、船舶

乗組員、バース管理者以外の海事関係者の 63%が対応を特に決めていない、と回答しており、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）に対する理解、認識が低い状況であった。 
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横須賀港の津波対策に関する検討 

 

 津波対策に関する基本事項の整理（(1)～(3)）、横須賀港の津波対策の現状を踏まえ、津波対策

に関する課題、留意事項、並びに津波対策に関して今後対応すべき事項等について検討を行なう

ものとする。 

6 横須賀港の津波対策に関する検討 

6.1 横須賀港の津波対策に関する課題及び留意事項 

本項においては、「部会規約」及び「地震・津波対策マニュアル」で定める津波対策並びにアン

ケート調査で把握した関係者の意見、要望を踏まえて、津波対策に関する課題及び留意事項を抽

出して検討を行なう。 

6.1.1 横須賀港の津波対策の情報公開について 

横須賀港の津波対策（「部会規約」及び「地震・津波対策マニュアル」）は、インターネッ

トで検索しても確認することができないため、同協議会の関係会員機関以外の海事関係者が津

波対策を確認する場合は、横須賀地区海上災害等対策協議会又は関係官公庁等に問い合わせる

必要がある。 

したがって、横須賀港を利用する全ての海事関係者がインターネット上で確認できるよう、

ホームページで情報公開する等の対応を検討する必要がある。 

6.1.2 マニュアルの作成等 

アンケート調査の結果、マニュアルについては、外国船を除く海事関係者の 60～70%が作成

していることが判明したが、作成していない海事関係者も 30～40%いることから、「部会規約」

に定める「自主マニュアル作成指導」にかかる対応を更に推進することが望ましい。 

6.1.3 外国船舶の津波対策について 

横須賀港は、東京湾内の他の特定港と比較すると外国船舶の入港隻数は少ないが、横須賀港

を利用する外国船舶に情報提供できるよう、英語版の「地震・津波に対する船舶対応要領一覧

表」を作成するのが望ましい。 

6.1.4 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応 

アンケート調査の結果、船舶乗組員（日本船、内航船）、バース管理者、船舶乗組員・バー

ス管理者以外の海事関係者の半数以上が 、特に対応を決めていないことが判明した。「津波に

対する船舶対応要領一覧表」には、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応が

記載されているが、海事関係者の認識が十分ではないこと、令和 6 年 8 月の南海トラフ地震臨

時情報（巨大地震注意）の発表以降、国の南海トラフ地震対策の新たな取り組みが進められて

いること等を踏まえ、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応については、横

須賀地区海上災害等対策協議会による周知啓発の徹底等、早期に取り組む必要がある。 
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6.1.5 強制水先対象船がタグボート、水先人の支援を受けられない場合の対応 

アンケート調査の結果、水先法第 35 条の規定により、水先人を乗り込ませなければならな

い船舶（強制水先対象船）は、大津波警報や津波警報が発表された場合であっても、タグボー

ト・水先人の支援を受ける必要があるかどうか、考え方を示して欲しい、という要望があった。 

これは「東京湾における地震津波に対する海上交通安全対策検討会」（平成 25 年度「東海

防」自主事業）の報告書において、「東海防」が津波警報等発表時の船舶対応に関する課題と

して提言した内容（強制水先対象船が水先人なしで緊急離桟した場合に水先法第 35 条適用の

有無が課題として残る。）に関連するものであるが、本件については、平成 26 年 3 月に「船

舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」（国土交通省）で整理されており、

その趣旨は、「大津波警報や津波警報が発表された場合、強制水先対象船が必ずしもタグボー

トや水先人を確保できるとは限らないこと、タグボートや水先人も津波来襲前に避難する必要

があることなどから、強制水先対象船はタグボートや水先人を確保できない場合を想定し、タ

グボート・水先人の支援なしでの緊急離桟方法等について予め検討しておく必要がある。」と

いうものである。 

なお、水先法第 35 条の法的整理に関する上記趣旨については、横須賀地区海上災害等対策

協議会をはじめ、関係官公庁等が様々な機会を通じて関係者に周知徹底する必要がある。 

 

 

【参考】＜船舶における津波避難対策について＞（国土交通省ホームページ） 

 

           https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_mn6_000003.html 

 

（注）タグボートや水先人を確保できない場合を想定した対応（「船舶運航事業者における 津波 

避難マニュアル作成の手引き」から抜粋）については、次のとおり 

https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_mn6_000003.html
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6.1.6 津波警報等発表時の避難行動の判断とフローチャートの作成 

津波警報等が発表された場合、船舶は横須賀地区海上災害等対策協議会が定めた「部会規約」、

「地震・津波対策マニュアル」及び「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」に基づき、迅

速に自船の避難行動を判断、決定する必要があり、そのためには、避難行動の判断、決定にあ

たって参考となるフローチャートが必要となる。 

したがって、船舶をはじめ海事関係者は、津波警報等発表時の対応にかかるフローチャート

を作成しておくことが望ましい。 

6.1.7 有効な連絡手段の確保 

アンケート調査の結果、地震・津波発生時の初動の情報収集手段は「テレビ又はラジオ」が

最も多く、その後の情報伝達、情報収集手段は、主に「携帯電話又はスマホ」であった。 

東日本大震災では、地震・津波発生後短時間で「携帯電話又はスマホ」は使用できなくなっ

ていることから、衛星通信サービスを利用したスターリンクダイレクト、無線等の手段を確保

しておくことが望ましい。 

6.1.8 AIS メッセージ機能を活用した情報提供について 

東京湾海上交通センターは VHF、AIS、パソコンやスマホで利用可能な各種サービスなど

様々な手段で船舶に情報を提供しているが、津波警報等が発表された場合、通信の輻輳や聞き

逃し、携帯電話基地局のアンテナ損壊等により、船舶が情報を入手できない蓋然性がある。そ

のような場合でも、AIS のメッセージ機能を活用した情報提供は有効であるため、非常災害時

における AIS メッセージ機能を活用した情報提供体制並びに船舶に対する周知啓発（AIS によ

る情報提供、今後、SOLAS 条約の改正で搭載が義務化される VDES（現行の AIS の発展・改

良版）等）について検討することも意義がある。 

【参考】京浜港錨地（Y1 錨地）を利用する船舶の AIS 搭載率 

「東海防」が実施した錨地利用実態調査（令和 5～6 年度に計 52 回実施）では、京浜港で最も

利用隻数が多い Y1 錨地の錨泊船 586 隻（総トン数 500 ㌧未満 403 隻、500 ㌧以上 183 隻）の

うち 565 隻が AIS を搭載（搭載率：96.4%） 

6.1.9 津波対策に関する継続的な周知啓発について 

東日本大震災を契機に、津波対策に関する理解、認識が深まり、本検討会で実施したアンケー

ト調査において、津波対策の認知度、マニュアルの作成、訓練の実施等、関係者の取り組みに

関して一定の進捗を確認することができた。 

しかしながら、津波対策の実効を確保するためには、作成したマニュアルが機能するかどう

か、訓練を実際の避難行動に役立てることができるか、津波対策が一部の担当者だけでなく全

ての関係者に理解されているか等が重要である。したがって、たとえば船舶乗組員であれば、

船長の交代時、新たな乗組員が乗船した時、初めての港に入港する時などの機会を捉えて、津

波対策に関する周知啓発を継続的に行なっていく必要がある。 

なお、周知啓発に際しては、津波対策に関する基本事項、津波対策の現状、津波警報等が発

表された場合の避難行動、平素検討しておくべき事項などをまとめたリーフレット、フロー
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チャート、講習資料等を使用するのが効果的である。したがって、本検討会における検討内容

を踏まえ、津波対策の周知啓発に資する資料を作成することとする。 

（6.3【巻末資料】を参照） 

6.2 まとめ 

本検討会では、津波対策に関する基本事項を整理したうえで、横須賀港の津波対策の現状と関

係者の対応を把握し、津波警報等が発表された際の船舶の避難行動を主な対象として検討を行

なってきたところであるが、津波警報等が発表された際に、迅速、適切に避難できるかどうかは、

平素に津波対策についてどれだけ検討、準備したか、によるところが大きい。 

また、船舶や海事関係事業所の職員は固定メンバーではなく、毎年異動や採用等で入れ替わり

があるため、毎年、新たなメンバーで津波対策を確認し、訓練等を通じて適切な運用を図る必要

がある。 

横須賀港の津波対策に関して平素に検討すべき課題、留意事項については前項 6.1 でまとめた

とおりであるが、平素から、横須賀港の利用船舶、同港所在の海事関係者が本検討会で作成する

津波対策リーフレットや津波避難フローチャートを活用し、横須賀港における津波対策を正しく

理解、認識して、津波警報等発表時の対応に備えていただけたら幸いである。 

また、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応については、今後、国による検

討、取り組みが更に進むものと思われるが、情報収集を継続し、適時に津波対策の見直し、周知

啓発を行なう必要がある。 

強制水先対象船がタグボート、水先人の支援を受けられない場合の対応にかかる関係者への周

知啓発については、横須賀地区海上災害等対策協議会のみならず、関係官公庁が積極的に関与す

るととともに、海事関係者とも連携して取り組むことが必要であると考える。 

最後に、横須賀地区海上災害等対策協議会をはじめ、海事関係者、関係官公庁等が、本検討会

における検討内容を津波対策の参考としていただき、津波警報等発表時の迅速かつ適切な避難行

動に資することを期待するところであり、本検討会において真摯にご検討いただいた構成員、オ

ブザーバーの関係各位に感謝を申し上げる。 
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6.3 【巻末資料】横須賀港の津波対策の周知啓発に活用する資料 

 津波警報等発表時に海事関係者が迅速・的確な避難行動に対応するには、津波対策の周知

啓発を徹底し、関係者の理解・認識を深めることが重要であり、そのためには、周知啓発に

資する有効かつ適切な資料を作成する必要がある。 

 本検討会においては、津波対策に関する基本事項の整理、横須賀港の津波対策の現状、アン

ケート調査で把握した海事関係者の意見・要望等を踏まえ、次の資料を作成することとする。 

6.3.1 津波対策のリーフレット（津波対策チェックリスト） 

(1) 作成方針等 

日本語及び英語版の 2 種類のリーフレットを作成することとし、横須賀地区海上災害等対

策協議会、海事関係者、関係官公庁の希望を踏まえ、印刷版を配付するとともに、電子デー

タ版リーフレットを作成し（QR コード【QR コードは株式会社デンソーウェーブの登録商

標です。以下同じ。】及び URL の 2 種類）「東海防」のホームページ上で公開することと

する。 

なお、ホームページ上のリーフレット（電子データ）については、南海トラフ地震の被害

想定・発生確率の見直し等にあわせ、必要に応じて更新するものとする。 

(2)  リーフレットの主な内容 

・利用する港の津波対策（他の港の対策を含む。） 

・国の津波対策に関する資料（内閣府、国土交通省、気象庁、海上保安庁等） 

・市町村別の予想津波高さ、予想津波到達時間、津波の予想流速（進入時） 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応 

・緊急離桟時の所要時間、係留避泊、陸上避難、港外退避の各チェックリスト 

・係留避泊、陸上避難、港外退避に備えて検討すべき事項等 

(3) リーフレットのイメージ（QR コード版の例） 

 

P124～P129 のとおり（ホームページ公開先     ） 

 

（注）QR コードのアクセス先のデータが更新された場合、表示されない場合があります。 
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【表紙、国の津波対策等】 
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【南海トラフ巨大地震等への対応】 
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【津波警報等発表時の対応 ～横須賀港～ 】 
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【係留避泊チェックリスト】 
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【陸上避難チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 津波対策リーフレット（チェックリスト） 

(5) 津波対策講習資料 
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  ǡ ǡ ¤ ȅ Ǌǒ È ǡǲ  Ǜǡ Éȅ

Ǜǡ ǡ ꞌǞǗƷǙ  ƾǼ Ǜ ¤ Ǌ  ȅ

ȹºȢ Ǜǡ ǌǾȹºȢǞƽǄǾ ǞǗƷǙ  ƾǼ ȅ ¤ Ǌ  ȅ

╢

Ǟ ƻǙ ǌǬǀ ǡ

ȅǌǾ ǡ ꞌ

¤ ǡ ǡ È   É¤ È Éȅ Ǟ È ǡ ╢ǞǵÉ

∞ǡ ǡ ∞ȅ È│ ȅ Ǵǒ Ǣ  ǔǞ Ǟ É

ǡ Ǜ
Ǜǡ ȅ Ǌǒ ǚ È ¥ ┤ ɁɔɊȬȱ  ¤↨ É
Ǵ Ǌǒ ȅ È ǡ ¤Ȳȋǡ     ǚǡ╗ ȅ É
óּס ǝ ǽ  ∙ ǡ ȅ

ǚ ╢ȅ Ǌ Ø Ù ǢØ Ùǚ

 טּ ǡ ╢ǡ ƿ סּ  ǝ ∫ǚ Ô ȪȐȬȘɓȢȱÕȅ

ǡ   ǞÔ ǡ ¤ Õȅ ' ǚǵּסÉ

ǡ   ÈȨºɈȳɔ É  ╢Ǟ ǡ È   Éȅ

ǡ Ǜǡ  
ӡ ǡ Ǜ Ǌ  Ǟ ǊǙ ǝ ⱱ  ȅ Ǌ  ╢Ǜ
Ӣ ǡ   Ƿ ǡ   ǡ Ǟ ǌǾ ȅ Ǌ  ╢Ǜ

ǡ ╢ǡ № ╢Ǜǡ ȅ┐ Ǌ  ǡ ȅ №

╢ǡּק Ǜ ȅ ǡ ╢ǡ ȅּק Ǟ

Ǟ ǌǾ   ⱱ ╢ƾǼǡ ȅ Ǳƻ  ╢ǡ ǞǗƷǙ Ǜǡ   ǝ ⱱȅ

ǡ ╢  Ǟ ǡ È   Éȅ

∞ǡ ╓ǡ ∞ȅ È│ ȅ Ǵǒ Ǣ  ǔǞ ǡ   Ǟ É

ǫǡ ȅ ∏Ǌ  ȅǵǖǙ ǫ

╢ǡ Ǟ ǌǾ ⱱ ǡ Ǌ  ╢ǡ Ǟ ǌǾ ⱱȅ È ╢ǡ ¤↨ ƿ É

╢

÷ Ǟ Ø ǡ ǡ ╢ÙƿÔ ǌǾ ǡ ꞌ Õ Ô Ǟ ƻǙ ǌǬǀ ǡ Õ
ȅ ǊǙƷǱǌ¡
ȪȐȬȘɓȢȱȅ Ǟ  ƾǼ ǊǙƷǒǓǀ  Ǟ ǌǾ Ǣ  ȅ ǾǆǛȅ Ǟ ǊǙּזǈƷ¡

船舶津波対策マニュアル

作成時の留意事項

（船舶、船舶事業者、係留施設）

ȸȟºȲɇȬɀɆºȨɔȞȍȱ
ǡ ǡȸȟºȲɇȬɀȅⱣ ǚǀǾ

È 6 2 06 ÉØ Ù

יִ ȸȟºȲɇȬɀ
àִי á
È 6 00 ÉØִי Ù

à פֿ á
È 16 5 ÉØ Ù

יִ ȸȟºȲɇȬɀ
à ◑ á
È 6 00 ÉØִי Ù

יִ ȼɔ╗
à   á
È 7 2 ÉØִי Ù

È ƷǙ ǀⱫǦǾÉ
ǛǢ§ ƾǼ Ǳǚ 

Ø ǡ ȅ ǴǾ Ù

ǡ Øִי Ù

船舶津波避難フローチャート

（横須賀港）
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【港外退避（緊急離桟）チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ǡ ȪȐȬȘɓȢȱǢ  ȅ ǊǙּזǈƷ¡È É ȪȐȬȘɓȢȱ

ǡ ǡ №   ǡ ȅ №

ȾɖºȪɌºȱǡ ǡ ȾɖºȪɌºȱȅ  

ɇȴɎȋɔǡ ¤ ɇȴɎȋɔȅ   ÈȨș¤ ǡ ⱱǝǊǚǡ   ǡזּ ǵÉ

╓ǡ ╓È Éȅ Ǌǒ ǚ ÈUGE  ǡ ǵ Ǵ É

  ǡ ǡ   ¤ ȅ Ǌǒ È ǡǲ  Ǜǡ Éȅ

Ǜǡ ǡ ꞌǞǗƷǙ  ƾǼ Ǜ ¤ Ǌ  ȅ

ȹºȢ  ɇȴɎȋɔ ǡ ǡ   ǡ Ǌ Ƿ Ǟ ǌǾȹºȢǡɇȴɎȋɔ ȅ Ǵ   №

ȹºȢ Ǜǡ ǌǾȹºȢǞƽǄǾ ǞǗƷǙ  ƾǼ ȅ ¤ Ǌ  ȅ

╢

( )Ǟ ƻǙ ǌǬǀ ǡ

÷ Ǟ Ø ǡ ÙƿÔ ( )ǌǾ ǡ ꞌ Õ Ô ( )Ǟ ƻǙ ǌǬǀ ǡ Õ
ȅ ǊǙƷǱǌ¡
ȪȐȬȘɓȢȱȅ Ǟ  ƾǼ ǊǙƷǒǓǀ  Ǟ ǌǾ Ǣ  ȅ ǾǆǛȅ Ǟ ǊǙּזǈƷ¡

¤ ǡ ǡ È   É¤ È Éȅ Ǟ È ǡ ╢ǞǵÉ

╢ǡ ǡ ╢ȅ È ǔǞ סּ ǝ É

ǡ ∞   Ǌ  ǡזּ   ǫǡ   ¤ Ǜǡ   אל ȅ

ⱱƿǝƷ ǡ ꞌ Ȩș  ǡ ⱱƿǝƷ ǵ ּס ǝ Ǣ ȅ ' ¤ȢɒȢȨºǡ   ȅ (

ǡ ƿ סּ  ǝ ∫ Ǣ Ǟ ǝ ȅ Ô ȪȐȬȘɓȢȱÕȅ

È Éǡ   Ǟ ' (ȅ ~' ǚǵּס  ǞǢ ǡ   ╓ǵÉ

ǡ   ÈȨºɈȳɔ É  ╢Ǟ ǡ È   Éȅ

ǡ   Ƿ ǡ   ǡ Ǟ ǌǾ ȅ Ǌ  Ǜ ȅ

¤ ╢ǡ № Ǜǡ ȅ┐ Ǌ  ǡ Ǜ ╢ǡ ȅ №

╢ǡּק Ǜ ȅ ǡ ǡ ╢ǡ ȅּק Ǟ

Ǟ ǌǾ   ⱱ ƾǼǡ ȅ Ǳƻ  ¤ ╢ǡ ǞǗƷǙ Ǜǡ   ǝ ⱱȅ

ǡ ╢  Ǟ ǡ È   Éȅ

∞ǡ ╓ǡ ∞ȅ È│ ȅ Ǵǒ Ǣ  ǔǞ ǡ   Ǟ É

ǫǡ ȅ ∏Ǌ  ȅǵǖǙ ǫ

ǡ Ǟ ǌǾ ⱱ ǡ Ǌ  ǡ ǼȆ ǡ ⱱȅ È ╢ǡ ¤↨ ƿ É

╢

( )ȅǌǾ ǡ ꞌ

船舶津波対策マニュアル

作成時の留意事項

（船舶、船舶事業者、係留施設）

ǡ ǡ
; =
Ø ȤɜȨºÙ

 Ǟ ǌǾ
à ╗ á
Ø Ù

ǞƽǄǾ ╓
ǞƽǄǾ ǡ

Ø ↨ Ù

Ǟ ǌǾ ǡ
à   Ȝɜȯȳ   á
Ø Ù

וּ ɒȍȿȔɊɒ

Ø ȤɜȨºÙ

Ǜ ǡ ȅ ƻǾ
Ǟ ǌǾ ǡ ꞌ

È1/01   Ǜ↨ MN-441ÉØ Ù

( )ǡ Øִי Ù

船舶津波避難フローチャート

（横須賀港）
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6.3.2 津波避難フローチャート 

(1) 作成方針等 

津波避難フローチャートの作成に関する要望が多かったことから、横須賀地区海上災害等

対策協議会（事務局：横須賀海上保安部）が定める「津波に対する船舶対応要領一覧表」の

内容を踏まえ、津波警報等発表時の初動対応に資する船舶の津波避難フローチャート（日本

語及び英語版）を作成することとする。 

なお、本フローチャートは、電子データを「東海防」のホームページ上で公開し、津波対

策のリーフレットに記載する QR コード又は URL からアクセスできるようにする。 

(2) 津波避難フローチャートのイメージ（ホームページ公開先    ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あり

津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

港外退避 係留避泊

陸上避難場所に避難できるか？

できない

陸上避難

できる

なし

荷役・作業中止

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

係留避泊港外退避

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（原則として船長判断）

荷役・作業中止

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

（※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

タグ・水先人を確保できるか？

できる

できない

à ḝḵᴻḉḫᴻḐִ֩י ֪áə᷊ḻḟḳ ᵋ ֹ ↨

このフローチャートは、横須賀地区海上災害等対策協議会が策定した「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」に
基づき、津波警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプ
ル版です。利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なり
ますので、フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】

（※注）

できないできる

強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保
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6.3.3 津波対策の講習資料 

(1) 作成方針等 

本会における検討内容を踏まえ、海事関係者等に対する津波対策の講習において使用する、

日本語版のパワーポイント版講習資料（講習時間は 1 時間程度）を作成する。 

なお、講習資料を「東海防」のホームページ上で公開するものとする。 

(2) 講習資料のイメージ 

P131～P140 のとおり（講習内容のホームページ公開先     ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ṕ Ṗ

ẇ ẇ

ךּ

Ǟ ƻǙ ּךȅ ǌǬǀƾ
ƿ ǒǼ ǜƹ ǌǾƾ

יִ
↨

È ÉÔ Õ

ṥ Ṧ

ể ︣ ךּ

(1)

(2) 
ךּ (3) ḭ צּ אל ךּ

Ễ
שּ (1) ︣
וֹףּ (2)
וֹףּ (3)
(4) 
(5) 

ễ
ךּףּ (1) ︣ קּ
וֹףּ (2)
(3) ︣ ṕ Ṗ

Ệ נּ
(1)
(2) ḭ ḭ ṕ Ṗ ךּ
(3) ṕ Ṗ ךּ
(4) 
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ể ︣ ךּ Ṯ1/ Ỉṯ

(1) 

ṇ ṕ Ṗ ףּ ḭ
ṇ פּ פּפּצּ ḭ קּנּ שּ

צּ ︣ Ḯ
4 ṇ טּצּ ḭ ḱ

ṇ ṕ ṇ Ṗּצḭ ḱ ṇ
ṇ ṕ ṇ Ṗ ḭקּ

ḭ ṇ צּ ︡ḭ
צּ ︣ Ḯṕ Ṗ

ṇ

ṇ ḭצּ ṇ
קּ ḭ ṇ ￼קּ כֿ

צּ ︡ḭ קּנּ שּ
ḭ ṇ צּ לּ ︡
בֿ ḭ צּ ︣ Ḯ

ḭ100שּ 1
טּ Ḯ פּ ḭצּךּ צּ טּ

ḭ צּ ︣ צּ Ḯךּ
ṕ Ṗ2011

ṇ ṇ פּ

ể ︣ ךּ Ṯ2/ Ỉṯ

ṇ ṕ ṇ Ṗ

ṇ ḭצּ ṇ קּ
ḭ ṇ Ṅ צּ כֿ
צּ ︣ Ḯ ṇ ḭ

︣ ︣ טּצּ Ḯ
︣ ṇ ḭ ￼צּ

צּ טּצּ ḭ קּ צּ קּ
ךּ︣ טּ Ḯ

1933ḭ 2012

ṇ צּ ︢
צּ ︢ ḭצּ צּ

אל ḭ צּ ︡ḭ צּ ךּ ￼
כֿ צּ ︣ Ḯ
ṇ ṇ

ḭצּךּאל צּ ךּ ḭ צּךּ
שּקּ צּ Ḯךּ

צּ טּ ḭצּ ḭ1000שּ

Ṍ 1 Ṗ
ṕ ḱ Ṗ1995

(2) 

ể ︣ ךּ Ṯ3/ Ỉṯ

ḭ4 ṇ צּ ︡ שּ צּ ︣ ḭ ḭ
שּ ︡ ךּ Ḯֿכ ḭ ḭ M6.0 צּ שּ

︡ ףּ ḭ טּ כֿ צּ קּ Ḯ

ṕ Ṗ M6.0

וֹףּ

ṇ ṇ ṇפּ ṇ פּ
ṇ ṇ פּ
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ṕ Ṗ

ể ︣ ךּ Ṯ4/ Ỉṯ

ṕ Ṗ1950 ︡ 20

番号 地震名 発生年月日 マグニチュード 最大震度 震源 津波の有無 死者・行方不明者

1 ᴏ 1952.3.4 8.2 6 ữ ᴏ Ϥ 33

2 Ўзᴏ 1960.5.23 9.5 (σΰˣ Ўзᴏ Ϥ 139

3 ᶣ 1964.6.16 7.5 5 ᶣᾉᴞׇᴏ Ϥ 26

4 ᴏ 1968.5.16 7.9 5 ᴏ Ϥ 52

5 Ӡ ᴏ 1974.5.9 6.9 5 ≤ ᴏ ΰ 30

6 Ӡ ựᵤ 1978.1.14 8.0 6 Ӡ Ḱᴏ Ϥ 25

7 ẋ ᾉᴏ 1978.6.12 7.4 5 ẋ ᾉᴏ ΰ 28

8 ᵤ 1983.5.26 7.7 5 ᴏ Ϥ 104

9 ᾉ 1984.9.16 6.8 6 Ὲ ╦ ╦ ΰ 29

10 ᵤ ᴏ 1993.7.12 7.8 6( ˣ ᵤ ᴏ Ϥ 230

11
ᾫᾉ

ˢ∫ ←ˣ
1995.1.17 7.3 7 ΰ 6436

12 ᶣᾉ ׇ 2004.10.23 6.8 7 ᶣ ׇ ΰ 68

13 ḵ︣ʾẋ 2008.6.14 7.2 6 ḵ︣ᾉ ΰ 23

14
ᴏ

ˢ ←ˣ
2011.3.11 9.0 7 ╣ ᴏ Ϥ 22339

15
Ἕ ᾉἝ Ϭ

ᾛρβϥ
2016.4.14 6.5 7

Ἕ ᾉ

Ἕ
ΰ 273

16 ᵤ 2018.9.6 6.7 7 ΰ 42

17 2024.1.1 7.6 7 ᴏ Ϥ 551

ể ︣ ךּ Ṯệ/ Ỉṯ

וֹףּ ṕ Ṗ

ẅ ḱ ṕ Ṗẁ2025 3 ẅ ṕ ḭ Ṗ

ẅ ṕ ḭ ṇ טּצּ ḱ Ṗ

ẅ

ṥ Ṧ 19,789

ṕ ḮṖ

2,550

6,242

ṥ Ṧ 122,053

284,074

750,069

ṥ Ṧ 18 ṕ 0.06%Ṗ
ṥ Ṧ 15 ṕ 0.05%Ṗ
ṥ Ṧ 151 ṕ 0.52%Ṗ
ṥ Ṧ 28,612 ṕ99.36%Ṗ
Ṯ ṯ 28,796 ṕ100.0%Ṗ

ẁ Ḳ2013 5
ẁ Ḳ2012 3

פּ ṕ Ṗ

ךּ (3) ḭ צּ אל ךּ ṕ צּ ︡ ךּ Ṗ

ể ︣ ךּ ṮỈ/ Ỉṯ

ṇ ṇ פּ

ḭצּ

ṥ 7 9 Ṧ

פ60%ּ 90%
פ20%ּ 50%

צּ אל
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Ễ Ṯ1/6 ṯ

שּ (1) ︣

ḭ 34 ︡ 36 אל ḭ ︣
ḭ ︢ ḭ ḱ ︣ ḭ צּ

︣ ךּ Ḯ

ḭ קּ
אל ḭ ︢ ︣ ḭ

אל ףּ ḭ ḭ
︣ לּ טּ Ḯ

ḭ קּ
אל ḭ טּצּ
Ḯ ︡ḭ ḭ
︣ אל ḭ

טּ Ḯ

︣

Ễ Ṯ2/6 ṯ

צּ ︣ ḭ צּ
︣ טּ ḭ ḭ

ḭ ḭ ︣
ḭ

ךּףּ שּףּ קּ ךּ ḭ
︡ ךּ Ḯ

ṕ Ṗ קּ
ṕ Ṗּצ ︡ḭ

ḭ צּ ︣ ףּ
ḭ ḭ (*1)

צּ(2*) ḭנּ
︡ ︣ ︣ טּ Ḯ

(*1) לּ ḭ ︣ ︡

צּ ︡ ךּ
(*2) לּ ḭ

︣ ︡ צּ ︡ ךּ

Ễ Ṯ3/6 ṯ

וֹףּ (2)

וֹףּ ךּ Ḯ ḭ וֹףּ
כֿ 23 אל ḭ ḭ ḭ ḭ ḭ ḭ

ḭ ךּ ︡ ףּ ḭ לּ ḭ
ḭ צּ ︢ḭ שּ︡ צּ ￼ ףּ טּצּ

צּ ￼ ףּ טּצּ אל ḭ צּ ︣
ṕ Ṗ כֿ צּ קּ Ḯṕ 39 4 Ṗ

צּ ḭ ︢ ḭ לּ קּ צּ ךּ ︣ אל
ךּ ḭ ḭ 16 ḭ

︣ צּ אל ḭ ︡ ךּ Ḯ
ṕ ḭ 17 3 צּ אל ḮṖ

ḭ ḭ ḱ ḭ ḭ ḭ
פּ אל ḭ צּ ︣ ︣ ḭ

צּ קּ ︡ḭ ︣ ḭ ḭ לּ ךּ Ḯ

ṕ Ṗ
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Ễ Ṯ4/6 ṯ

וֹףּ (3)

ṥ Ṧ ṥ Ṧ

וֹ ḭ ṕ Ṗ לּ ḭ וֹףּ
︡ שּףּ טּצּ Ḯ ףּ Ḯ

צּ אל ḭ צּ ￼ ףּ טּ ḭ
︡ ḭ צּ צּ ︡ Ḯלּ

50mאל ḭ אל ︡ וֹ Ḯךּ

ḭ ︣ ḭ ḭ ḭ
ḭ טּצּ Ḯ

ṕ ḱ צּ Ṗṇ
ḭVHF

CH16ּצ ︣
13CH

Ễ Ṯ5/6 ṯ

(4) ṕ2012 Ṍ2013 Ṗ

23 3 ︡ לּ צּ אל ךּ
ḭ ḭנּ צּ 23 ︡ ṡ
לּ ṇ Ṣ

ḭֿכ ḱ ︡ḭ
לּ ḭ ḭ אל ḱ

︣ Ḯ

וֹףּ
ḱ
ḱ

︡ḭ צּ ḱ ḱ ḱ
ḱ ḱ ḱ
ḱ ︡ḭ צּ ḱ ḱ
ḱ וֹףּ
ḱ

( Ṗ ḭ קּ צּ אל ṡ Ṣ

Ễ Ṯ6/6 ṯ

(5) 

Ṯ וֹףּ  ︣ ṯṕ2012 Ṍ2013 Ṗ

ṕ Ṗ לּ ︣
︡ḭ ḭ צּ אל ךּ ︡
וֹףּ ︣ ︣ Ḯ

︣ ḭ ḭ ḭ ḭ
︣ ḭ וֹףּ ṕ ḭ
ḭ וֹףּ ḱ Ṗ ︡ Ḯ

Ṯ וֹףּ ḱ ṯṕ2015 Ṗ

Ⅰ ḭנּ וֹףּ ︣ ṇ וֹ
︣ Ḯ

וֹףּ ṕ Ṗ
︣ ḭ ḭ ךּ Ḯ
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3 Ṯ1/8 ṯ ṡ Ṣ

ךּףּ (1) ︣ קּ

ṥ ḭ Ṧṕ Ḳ ṇ ṇ Ṗ

ḭ ︣
טּ ḭ צּ

︣ טּ Ḯ
ḭ וֹףּ

︡ ףּ ḭ Ễּפ
צּ אל ךּ Ḯ

ṥ Ṧṕ Ḳ ṇ ṇ Ṗ

ḭ ṡ
Ṣḭṡ ḱ Ṣ Ễ וֹ ךּ Ḯ

כֿ Ễ ḭ ḱ צּ
אל כֿ טּ Ḯ

ḭṡ Ṣ ḭṡ
ḱ Ṣ צּ אל Ḯ

ṥ Ṧ
אל 6mḭ1m

30 טּ ḭ
︡ ḭ צּ

Ṯ ṯ

Ṯ ṯ

3 Ṯ2/8 ṯ ṡ Ṣ

ṥ Ṧḱ צּ שּ ḭ
3Ṍ5mḭ 2m

ḱ ṕ 10cmṖּצ
ḭ 30 ḭ 90Ṍ100

ḱ ṕ Ṗ צּ שּ ḭ ḭ
ḭ ḭ ḭ ḭ

5kt נּ
ḱ ḭ ṕ Ṗ טּ
ḭצּ קּ Ḯ

ṥ Ṧḱ צּ שּ ḭ ḭ
ḭ פּ ḭ צּ

אל ḭ 0.5m ḭ
0.5Ṍ2m

ḱ ךּ ḭ ḭ ḭ
שּפּ ︣ ףּ טּצּ Ḯ

ḱ צּלּ ךּ
ḱ צּ שּ ḭ ṕ Ṗ
ḱ ḭ ṕ Ṗ טּ ḭצּ

קּ Ḯ

וֹףּ (2)

ḭṡ ḱ Ṣ
טּ ḭ צּ פּ ךּ Ḯ

וֹףּ

ṡצּ ḱ Ṣ ṡ ḱ
Ṣ ḭ ︡ḭ Ṅ צּ ךּ Ḯṡ ḱ
Ṣ ḭ ḭ ḭ ḭ צּ קּ ḭ
צּ ךּ ḭפּ ḭ ṕ

ḮṖ ךּ ךּ Ḯ ḭṡ ḱ Ṣ ḭ
אל ךּ Ḯ

ḭףּ צּ אל ︡ ṡ Ṣ
ףּ ḭ ḭ ḭ ḭ ︡ ḭֿכ ︡ צּ
︣ כֿ Ḯ

ḱ

ḭ ḭ ḭ ḭ
ḭ ḭ ḭ אל ףּ ḭ ṇ ṇ ︡ ḭ

ḭ ḭ צּ ︡ ךּ Ḯ

3 Ṯ3/8 ṯ ṡ Ṣ
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ṕṡ Ṣ ︡ Ṗ

ḭ ḭ ḭ ךּ ךּ ḭ
ḭ ︡ḭ ︣ טּצּ

3 Ṯ4/8 ṯ ṡ Ṣ

╗ È ǳÉ

Ǌ

ǽ

Ǌ ¹ ¤ ~~¹ ¹ ~~~~¹ Ǣ

ǽ ¹ ¤ ~~¹ ¹ ¤ ~¹ Ǣ

≥ º

≥

ǚ Ǵ ꞌɇȴɎȋɔȅ

¤ È ȅ ǳÉ
Ǳǚǡ

ȱɒȾ

ǡ

~~~~~~~~~~¹ ¤ ~~¹ Ǣ

~ ¹ ¤ ~~¹

~~~~~~~~~~¹ ¤ ~~¹ Ǣ

¹ ¤
¹ ǚǀ Ǣ

~~~~~~~~~~¹ ≥~¹ ~¹

≥

(3) ︣ ( )
ṕ Ḳ ḭ Ḳ Ṗ

7 ṇ

3 Ṯ5/8 ṯ ṡ Ṣ

ṥ ṇ Ṧ ṥ Ṧṥ Ṧ ṥ Ṧ

ṕ Ḳ ḭ Ḳ Ṗ
ṥ Ṧ

ṕ ︣ Ṗ ḭ 42%ḭ ṇ 100%ḭ
55% ḭ 100% טּ Ḯ

ṥ Ṧ ṥ ṇ Ṧ ṥ Ṧ

︡ ךּ ḭ 70%ḭ ṇ 60%ḭ 67%

ḭ 100% טּ Ḯ

ṕ Ḳ ḭ Ḳ ︡ ךּ Ṗךּ

3 Ṯ6/8 ṯ ṡ Ṣ

ṥ ṇ Ṧ ṥ Ṧṥ Ṧ ṥ Ṧ

ṥ Ṧ ṥ Ṧ ṥ Ṧ ṥ Ṧ

︡ ךּ ḭ 61%ḭ ṇ 60%ḭ 65%

ḭ 100% טּ Ḯ

ךּ ṕ Ḳ ךּ ḭ Ḳ ךּ Ṗṥךּ Ṧ

ךּ ḭ 64%ḭצּ 61%ḭצּ 58%ḭצּ
73%צּ טּ Ḯ
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3 Ṯ7/8 ṯ ṡ Ṣ

ṕ Ḳ ḭ Ḳ Ṗṥ ṇ Ṧ
ṥ Ṧ ṥ Ṧ

27 ṇ
ḭṡ Ṣ

︡ ךּ ḭ
17% טּ Ḯ

ṥ Ṧ

ךּ 60%ḭ ︡ ךּ 60% טּ Ḯ

ṕ Ḳ ךּ ḭ Ḳ Ṗṥךּ Ṧ
ṥ Ṧ ṥ Ṧ ṥ Ṧ ṥ Ṧ

ךּ ḭ 56%ḭצּ 67%ḭצּ צּ
56%ḭ 59%צּ טּ Ḯ

3 Ṯ8/8 ṯ ṡ Ṣ

ᵰ‚ χϯрϾ˔Еᵕ Υ1ὯχϙπΚμθθϛʺᵰ⁯ τνΜοψ σ Υ σΤμθʻ

ψ ӟ Υἰ ʺ ʺ  ʺ ᵰ χἇ ᴂϬὨϛοΣϤʺζχΞκʺ ᵰ ψ73%ʺἰ

ψ64%Υἇ σ ᴂϬὨϛοΜθʻ

Н˔ІḚ ʺψיּ ├χ ψ100%ʺЫИвϯиχ⌠ ʾἩ χם☼ ệψ60%πΚμθʻˢᵕ ψ5Ὧˣ

Н˔ІḚ χΞκʺἰיּ Υừẍ ╪βϥ ›χἇ σᾁ Ϭ“μοΜϥχψ60%πΚμθʻˢᵕ ψ5Ὧˣ

Н˔Іχ ᾛϬ ΰοΜϥχψ60%πΚϤʺ 26 χϯрϾ˔Е ₰ˢ17%ˣρ ᶓΰο ᴥΰθʻˢᵕ ψ5Ὧˣ

ⱧỘּיΥᾁ ΰοΜϥ χ ψ Μ τ ˢ67%ˣʺ ᵰ ˢ59%ˣπΚϤʺἰ ʺ ψ

πΚμθʻˢ56%ˣ

ま

と

め

(1) 

4 נּ Ṯ1/6 ṯ

種類 発表基準 数値での発表

10m超（10m＜予想高さ）

10m（5m＜予想高さ≦10m）

5m（3m＜予想高さ≦5m）

津波警報
予想される津波の高さが高いところで

1mを超え、3m以下の場合
3m（1m＜予想高さ≦3m）

津波注意報

予想される津波の高さが高いところで

0.2m以上、1m以下の場合であって、

津波による災害のおそれがある場合

1m（0.2m≦予想高さ≦1m）

大津波警報
予想される津波の高さが高いところで

3mを超える場合
ḭ ףּ Ḯ

ḭףּ ṡ 3 Ṣṕ
︡ḭ
Ễ Ṗ ḱ
︣ ךּ Ḯ

ḱ

︡

צּ ︡ ḭṡ ḱ Ṣ
ṡ ḱ ︣ Ṣ ︣ כֿ ḭצּ

ḭ ḭṡנּ Ṣ︣ טּצּ פּ פּ ︡ḭ
ṡ ḭ ḭ Ṣ ︣ כֿ טּ Ḯ

ṕ Ṗ

ṡ ḭ ḭ Ṣ ︣ ḭ ṡ ṇ ṇ Ṣ
︡ שּףּ טּצּ Ḯ ṇ ṇ טּ ḭ ḭ ḱ

︡ ︣ כֿ צּ טּ Ḯ
ẁṮ ṇ ṇ ṯṕ Ṗ ṥ Ṧ

ṇ ṇ
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ṥ Ṧ

כֿ ṇ ṇ ḭ
︡ ︡

ךּ ︣Ḯ

︡ ךּףּ
ḭṡ Ṣ ḭ
קּ ךּ טּצּ ︣Ḯ

ḭ
︡ ךּ ︣Ḯ

טּ
ḭ ḱ ḭ

︣
טּצּ ︣Ḯ

ṇ ṇ

あり

津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

港外退避 係留避泊

陸上避難場所に避難できるか？

できない

陸上避難

できる

なし

荷役・作業中止

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

係留避泊港外退避

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（原則として船長判断）

荷役・作業中止

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

（※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

タグ・水先人を確保できるか？

できる

できない

à ḝḵᴻḉḫᴻḐִ֩י ֪áə᷊ḻḟḳ ᵋ ֹ ↨

このフローチャートは、横須賀地区海上災害等対策協議会が策定した「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」に
基づき、津波警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプ
ル版です。利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なり
ますので、フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】

（※注）

できないできる

強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保

4 נּ Ṯ2/6 ṯ

ṕ2Ṗ ḭ ḭ ṕ Ṗ ךּ

¤ ǡ ǡ È   É  ȅ Ǟ

╢ǡ ǡ ╢ȅ È ǔǞ סּ ǝ É

ǡ ∞ǡ   Ǌ  ǫǡ   ¤ Ǜǡ   אל ȅ

╢ǡ ⱱ ǡ ╢ƿ ǌǾ ƿǝƷ   ǫǡ ǝǜ  ╢ǡ ȅ ⱱ

ӡ טּ

Ӣ ǡ
ÈȩɊºȡȜɜȱɖºɔÉ

ȅ ∏Ǌ  ǡ ǡƹǔ ּס ǝ ȅ
 Ø Ùטּ ǡ ǽ  ¤ȏȍɜȪȿɕºȖǡ Ǵ
 Ø Ù  ȢɒȢȨºǡ ¤◖
 Ø Ù ǡ ǛǊǙÔ Õ ǢÔ Õ
 Ø Ù   ¤   ǡ    Ɇɜɀאל  ɄºȢאל ┤אל ǡ
 Ø Ù ¤ Ǜǡ ǫǡ ƻÈ É
 Ø Ù ǡ ǛǊǙ  ǡ Ǌ
 Ø ǐǡ ÙȹɒȢȱ  ┌ ¤ ǡ ǝǜ

ǡ   ǞÔ Õǡ ȅ ÈȨȍɈɜșȅǲǙ  ǞǢ ǡ ǵÉ

ǝ

ꞌ

ǡ Ǟ ǌǾ ǫǡ ȅ Ǌǒ ȅ

טּ ǡ ǡ № ¤טּ   ǡ ȅ №

ȾɖºȪɌºȱǡ ǡ ȾɖºȪɌºȱȅ  

ɇȴɎȋɔǡ ɇȴɎȋɔȅ   È ǞǻǾ   Ǜǡ   ╢ǡ ǵ É

  ǡ ǡ ¤ ȅ Ǌǒ È ǡǲ  Ǜǡ Éȅ

Ǜǡ ǡ ꞌǞǗƷǙ  ƾǼ Ǜ ¤ Ǌ  ȅ

ȹºȢ  ɇȴɎȋɔ ǡ ǡ   ǡ Ǌ Ƿ Ǟ ǌǾȹºȢǡɇȴɎȋɔ ȅ Ǵ   №

ȹºȢ Ǜǡ ǌǾȹºȢǞƽǄǾ ǞǗƷǙ  ƾǼ ȅ ¤ Ǌ  ȅ

Ǌ
Ǚ
ƽ
ǂ
Ǭ
ǀ

4 נּ Ṯ3/6 ṯ

¤ ǡ ǡ È   É¤ È Éȅ Ǟ È ǡ ╢ǞǵÉ

∞ǡ ǡ ∞ȅ È│ ȅ Ǵǒ Ǣ  ǔǞ Ǟ É

ǡ Ǜ
Ǜǡ ȅ Ǌǒ ǚ È ¥ ┤ ɁɔɊȬȱ  ¤↨ É
Ǵ Ǌǒ ȅ È ǡ ¤Ȳȋǡ     ǚǡ╗ ȅ É
óּס ǝ ǽ  ∙ ǡ ȅ È UGE ♥  ɄȍȬȢɔ  É

ǚ ╢ȅ Ǌ Ø Ù ǢØ Ùǚ

 טּ ǡ ╢ǡ ƿ סּ  ǝ ∫ǚ Ô ȪȐȬȘɓȢȱÕȅ

ǡ   ǞÔ ǡ ¤ Õȅ ' ǚǵּסÉ

ǝ

ꞌ

טּ ǡ ǡ № ¤טּ   ǡ ȅ №

ȾɖºȪɌºȱǡ ǡ ȾɖºȪɌºȱȅ  

ɇȴɎȋɔǡ ɇȴɎȋɔȅ  

ǡ   ǡ Ǜǡ   ǚǡ╗   ¤ ȅ Ǌ  ¤ ȅ Ǵ

ǡ ǡ ȅ Ǌ  ȅ È ǡ   Ǜǡ ǵÉ

  ǡ ǡ   ȅ Ǌǒ È ¤ Ǜǡ Éȅ

Ǜǡ ǡ ꞌǞǗƷǙ  ƾǼ Ǜ ¤ Ǌ  ȅ

ȹºȢ Ǜǡ ǌǾȹºȢǞƽǄǾ ǞǗƷǙ  ƾǼ ȅ ¤ Ǌ  ȅ

Ǌ
Ǚ
ƽ
ǂ
Ǭ
ǀ
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4 נּ Ṯ4/ 6ṯ

¤ ǡ ǡ È   É¤ È Éȅ Ǟ È ǡ ╢ǞǵÉ

╢ǡ ǡ ╢ȅ È ǔǞ סּ ǝ É

ǡ ∞   Ǌ  ǡזּ   ǫǡ   ¤ Ǜǡ   אל ȅ

ⱱƿǝƷ ǡ ꞌ Ȩș  ǡ ⱱƿǝƷ ǵ ּס ǝ Ǣ ȅ ' ¤ȢɒȢȨºǡ   ȅ (

ǡ ƿ סּ  ǝ ∫ Ǣ Ǟ ǝ ȅ Ô ȪȐȬȘɓȢȱÕȅ

È Éǡ   Ǟ ' (ȅ ~' ǚǵּס  ǞǢ ǡ   ╓ǵÉ

ǝ

ꞌ

ǡ ǡ ȅ Ǌǒ ȅ

ǡ ǡ №   ǡ ȅ №

ȾɖºȪɌºȱǡ È Éǡ ȾɖºȪɌºȱȅ  

ɇȴɎȋɔǡ È ÉɇȴɎȋɔȅ   ÈȨș¤ ǡ ⱱǝǊǚǡ   ǡזּ ǵÉ

╓ǡ ╓È Éȅ Ǌǒ ǚ ÈUGE  ǡ ǵ Ǵ É

  ǡ ǡ   È Éȅ Ǌǒ È ¤ Ǜǡ Éȅ

Ǜǡ ǡ ꞌǞǗƷǙ  ƾǼ Ǜ ¤ Ǌ  ȅ

ȹºȢ  ɇȴɎȋɔ ǡ ǡ   ǡ Ǌ Ƿ Ǟ ǌǾȹºȢǡɇȴɎȋɔ ȅ Ǵ   №

ȹºȢ Ǜǡ ǌǾȹºȢǞƽǄǾ ǞǗƷǙ  ƾǼ ȅ ¤ Ǌ  ȅ

Ǌ
Ǚ
ƽ
ǂ
Ǭ
ǀ

4 נּ Ṯ5/6 ṯ

ṕ3Ṗ ṕ Ṗ ךּ

ȅ ǈǎǾ~È ¥ ǔǞ סּ ǝ   ╢Ǣ É

  ǡ Ǟ ƻ    ȅ┐ È13 É

Ȩș¤ ¤ Ǜǡ Ǟ ƻ   Ȩș¤   Ǜǡ ȅ

ⱱƿ ǄǼǿǝƷ ǡ ꞌ Ȩș¤   ǡ ⱱƿ ǄǼǿǝƷ ǡ ȅ ƾǼ

╓ǡ № 
È ȤɜȨºɄºɉɃºȡÉǚ ǡ ╓ǡ ȅ

№Ǌ  ╓ȅ ¡ ╓ƿ ǌǾ Ǣ  ǫǡ ȅ

Ǜǡ
ȱɒȾ È É ǡ ꞌǞǗƷǙ  Ǟ Ǜ

È ǡ ¥  Ȩș¤   ¤ ǡ É

╢
¤

ךּ אל צּ ךּ
אל ḭ פּ אל ḭṡ ṕ ṖṢḭ
ṡ ṕ ṖṢḭṡ ṕ ṖṢḭṡ ṕ ṖṢ 4 טּצּ Ḯ

ḭאל

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

平均水位 最高水位 ＋1m ＋3m ＋5m

ケース① 3m 3m 117分

ケース⑧ 2m 2m 193分

ケース① 3m 3m 63分

ケース⑧ 2m 3m 64分

ケース① 3m 3m 79分

ケース⑧ 3m 3m 81分

ケース① 3m 3m 109分

ケース⑧ 2m 3m 111分

ケース① 2m 3m 79分

ケース⑧ 2m 3m 80分

ケース① 3m 5m 30分 32分

ケース⑧ 3m 6m 31分 33分

①「掲載データ」は南海トラフ巨大地震モデル検討会公表データ（令和7年）

②「津波高さ」は地殻変動を考慮した沖合30m地点の津波水位の最大値

（平均水面からの高さ）

③「津波到達時間」の水位上昇「＋●m」は平常潮位

（津波がなかった場合の潮位）からの高さ

④「南海トラフ地震」の検討ケースについて

南海トラフ巨大地震モデル検討会では、震源地別に⑪パターンのケースを検討

しているが、本資料では次の２つのケースのデータを掲載

・ケース①　震源地が関東地方に最も近い(基本的な検討ケース）

 　　　　　＊震源地は「駿河湾～紀伊半島沖」

・ケース⑧　最も津波高が高い（派生的な検討ケース）

　　　　　＊震源地は「駿河湾～愛知県東部沖」「三重県南部沖～徳島県沖」
横須賀市

データ

なし

備　　　考

東京都

（中央区）

横浜市

（中区）

津波到達時間

木更津市

千葉市

（中央区）

データ なし

場所
南海トラフ検討ケース

（震源地別）

津波高さ

川崎市

（川崎区）

4 נּ Ṯ6/ 6ṯ

︣
ṡ ︣ פּ ︡ Ḵךּ ṡשּ ￼ ︣ ḵṢ לּךּ ḭ נּ ḵלּ

︣
︣ צּ ︡ ︡ ḵṕלּ ṡ ṢṖ

ṇ ṇ
︡ ḭ ṇ ṇ ︡ ḵלּ

ṡ Ṣ ṡ נּ ḭ ḱ ︣ קּ Ṣּצ ḵ

ṕ Ṗ
ḱ צּ שּ ḭ קּ לּ ḭ ︡ ḵלּכֿףּ

ṥ Ṧṡ וֹףּ ṢṮקּ ṇ ṇ ṯ

ḱ
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ṥ Ṧṡ ṇ Ṣ ṡ ḱ Ṣ Ṯ ṇ ṇ ṯ

אל

ḱ ︡ ḭ ṇ ︡ ḵלּ
ḱ ︣ וֹ ︡ Ḯךּ ḭ ḱ ︡ ḵלּ
ḱ ḭ ךּ︡ ḭ ḭ ḭ ︡ ḵלּ
ḱ ḭ ḭ ḭ ḭ ︡ ḵלּ

( 4 ) 
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6.3.4 津波対策マニュアル作成時の留意事項 

(3) 作成方針等 

津波対策マニュアルを作成する際に参考となる資料に関する要望が多かったことから、マ

ニュアルに記載すべき項目、内容等をとりまとめ「津波対策マニュアル作成時の留意事項」

として、「東海防」のホームページ上で公開し、津波対策のリーフレットに記載する QR コー

ド又は URL からアクセスできるようにする。 

なお、留意事項は、船舶（陸上避難、係留避泊及び港外退避）、船舶事業者、係留施設別

に作成することとする。 

(4) 津波対策マニュアル作成時の留意事項のイメージ（ホームページ公開先      ） 

（イメージは、船舶（係留避泊）の場合） 

P141～P142 のとおり 
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議事概要 

 

7 議事概要 

7.1 第 1 回検討会 

7.1.1 開催日時等 

日時：令和 7 年 7 月 24 日 13：15～14：40 

場所：横浜市中区新港 1 丁目 2 番 1 号 

   横浜海上防災基地 災害対策室（横浜海上保安部 2 階） 

7.1.2 出席者等（順不動敬称略） 

委員 

山田多津人、福田 厳、滝浦文隆、近森茂雄、ラランプラサド グプタ（代理 前田和宏）、 

髙宮成昭（代理 嶋津勇生）、逸見幸利（代理 平尾克祈）、山口孝次、鈴木大資、 

鈴木正一、藤本 俊、林 勇一、三ツ堀輝孝、沖村佑稀、細田寛俊、岸田啓孝、西沢佳祐 

（代理 根布谷和宏）、林 清治 

  関係官公庁 

上野雅男、佐々木晃、福地純二（代理 江﨑雄治）、高橋 学、奥田眞康、藤井清高、 

長谷川堤司、栗田洋和、山本裕希、福田陽一 

   オブザーバー 

               小泉正弘、久保田 淳 

事務局 

岩並秀一、大根 潔、川口 修、神達孝一、南部裕之、坂口皓一、南波佐間太一 

7.1.3 議題 

横須賀港の津波対策に関する検討 

議題 1 事業計画（案） 

議題 2 横須賀港の津波対策の現状 

議題 3 横須賀港の津波対策に関する検討 

  

＝＝＝＝＝開会（13:15）＝＝＝＝＝＝ 

 

7.1.4 議事概要 

(1) 挨拶 

    本検討会の開催に当たり、東京湾海難防止協会 岩並理事長及び第三管区海上保安本部 奥

田交通部長が挨拶を行った。 
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(2) 出席者の紹介 

出席者名簿をもって出席者の紹介とすることを周知した。 

(3) 委員長について 

       事務局から、委員長は海上保安大学校 教授 山田委員に勤めて頂きたい旨を提案し、出席

者の賛同が得られた。 

(4) 議事の進行 

  配付資料の確認を行った上、山田委員長に、事務局から議事進行を要請した。 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

ただいま事務局からご推薦をいただき、そして皆様方のご承認をいただきました海上保安大

学校の山田と申します。 

私自身は、横須賀港というところでは、残念ながら、それほど深く知見があるわけではござ

いませんが、本日お集まりいただいている皆様方におかれましては、横須賀港に非常に知見の

深い方々がいらっしゃるというふうに伺っておりますし、また、各分野において、その専門的

な知識や経験、また知見を持たれている方々にご参集いただいております。どうか、この横須

賀港の津波対策に関する検討会、本日から始まりますが、審議に関してご協力をいただき、よ

り良い、実りのある成果が得られますよう、ご協力のほど、よろしくお願いいたします。 

また、加えまして、本日、学識経験者として東京海洋大学の福田先生にメンバーになってい

ただいております。福田先生におかれましては、私の知る限り、航海計器あるいは通信や情報、

こういった分野のご専門でありますが、さらに過去、清水港を中心とした津波対応に対する船

舶避難についてのご研究もされているというふうに伺っております。今回、福田先生には無理

なお願いをしたかもしれませんけれども、この検討会にご参画いただきまして、ぜひ忌憚のな

いところでご意見等賜れればと思っております。  

改めて、よろしくお願いいたします。 

それでは、ご用意いただきました議事次第に従いまして議事を進めていきたいと思います。 

まず議題の1の前に、1枚紙で用意いただいております「検討概要」、これについて、事務局、

説明をお願いします。 

【事務局（川口）】 

「検討概要」について説明 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

ただいま事務局から説明いただいた「検討概要」について、ご質問、ご意見等があれば挙手

をお願いします。よろしいでしょうか。 

まずは、本検討会の大きな方針を明確に説明いただきました。初動の避難行動に焦点を当て、

現場目線で検討を行っていくと。この方針のもと、以後の各議題について、ご議論いただけれ

ばと思います。 

それでは、議題1「事業計画（案）」について、事務局から説明をお願いします。 
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【事務局（川口）】 

議題1「事業計画（案）」について説明 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

ただいまの事務局の説明に関して、ご質問、ご意見等があれば挙手をお願いします。いかが

でしょうか。 

特段、ご意見等がないようであれば、事務局から提示いただいた議題1「事業計画（案）」の

（案）をとりまして、「事業計画」として承認をいただき、今後の審議を進めさせていただき

ます。 

先ほど事務局からも説明がありましたが、まずは第１回検討会、6ページの検討フローに従っ

て、津波対策に関する基本的事項の整理ということで、資料1、2、3をご用意いただいており

ます。まず、資料1を事務局から説明いただきたいと思います。 

【事務局（川口）】 

資料1について説明 

【山田委員長】 

ただいまの事務局の資料1についての説明に関して、ご質問等があれば挙手をお願いします。

いかがでしょうか。（挙手なし） 

資料1に関しまして、地震発生のメカニズム、それから、特に東日本大震災におけるアンケー

トの結果で、漁船以外であれば、相当多くの船が緊急離桟をしていると。 

また、津波の前提となるシミュレーションの結果、特に東京湾口に近い横須賀港においては、

ほかの場所に比べて最短到達時間が半分以下になっている、こういう特徴が示されているとい

うことかなと、伺っていて思いました。 

特段、今の段階で質問等がなければ、続いて、資料2の説明を、事務局、お願いします。 

【事務局（川口）】 

資料2について説明 

【山田委員長】 

国の津波対策について、資料2を説明いただきました。 

事務局からも紹介いただきましたけれども、本日席上には、国土交通省関東運輸局様、横浜

地方気象台様、第三管区海上保安本部様から、各機関での津波対策の取組資料を準備、配付い

ただいております。 

ぜひ、検討会の構成員の皆様に共有を図っていただければと思いますが、順次、それぞれの

機関から、今日いただいた資料のご説明をいただければと思います。 

最初に、関東運輸局様からご説明をいただいてよろしいでしょうか。 

【関東運輸局海上安全環境部（上野）】 

津波救命艇の冊子及び設置状況について説明 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

続いて、横浜地方気象台様からご説明をお願いいたします。 
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【横浜地方気象台・代理（江﨑）】 

「南海トラフ地震 その日が来たら…」、「地震と津波」、「津波から命を守るために」の冊

子及び資料について説明 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

それでは、続いて第三管区海上保安本部様から、よろしくお願いいたします。 

【第三管区海上保安本部交通部航行安全課（藤井）】 

  「東京湾における海上交通管制の一元化」のリーフレットについて説明 

 【山田委員長】 

ありがとうございました。 

それでは、資料2、それから各官公庁様方からのご提供いただきましたパンフレット等に関

して、今、ご説明をいただきました。ご質問等があれば挙手をお願いいたします。 

（事務局挙手） 

事務局どうぞ。 

 【事務局（川口）】 

  関東運輸局様への質問ですが、質問の内容としては「津波救命艇の普及を進める会」のほ 

 うが適切かもしれませんが、横須賀港周辺に、津波救命艇が整備されるという情報があるか 

 どうか、教えていただきたいのですが。 

【関東運輸局海上安全環境部（上野）】 

設置状況の1枚紙をつけてございます。それを見ていただいて分かると思いますが、現時点で

は横須賀港付近での設置はございません。また、今、普及を進める会の方からのお話、私が聞

いている範囲となりますが、それでも関東圏内での進展はなかなかないというのが実情です。

今年の2月、東京都の八丈島、関東で初、また島嶼部で初というのが、最近このエリアで目立っ

たものでございます。それ以外のものはないというのが正直なところでございます。以上です。 

【事務局（川口）】 

  ありがとうございます。あともう一つ、この津波救命艇の設置を希望する場合、要請元がそ

れぞれの港の協議会になるのか自治体になるのか分からないのですけれども、実際に津波救命

艇が設置される場合は、どういった経緯で設置されるのでしょうか。 

 【関東運輸局海上安全環境部（上野）】 

  データを見た感じでの答えになってしまいますが、先ほど、普及を進める会のホームページ

に、いろいろな場所、どこに幾つ、併せて、なぜここに設置したのか導入したのかということ

は書いてありました。先ほどの例えば八丈島に関しましては、八丈町で導入したと記載になっ

ておりました。これは八丈島の末吉地域というところですけれども、周りが崖に囲まれており

まして、往来するための道路が一つだけということのようです。これが土砂崩れとかで使えな

くなったときに避難することができない。そのために、港の近くのほうに設置をしたというこ

とになりますが、この回答でよろしいでしょうか。 

 【事務局（川口）】 

   わかりました。ありがとうございます。 
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【山田委員長】 

ありがとうございました。ほかは、いかがでしょうか。 

ちなみに、この津波救命艇は、パンフレットを拝見すると、マニュアルに沿って点検すると

40年以上使用できる、こう書かれているところで、メンテナンスに多少の費用はかかるにして

も長く使えると。1機、大体お幾らぐらいか、お教えいただけますか。 

 【関東運輸局海上安全環境部（上野）】 

  そこは、ちょっと…。 

【山田委員長】 

  それでは、普及を進める会のほうに確認してみたいと思います。 

 【関東運輸局海上安全環境部（上野）】 

   よろしくお願いいたします。 

 【山田委員長】 

横浜地方気象台様からご提供いただきました、この保存版の非常に分かりやすい解説、こ

ちらは一番裏に、一応三つのURLが分かるQRコードを付していただいているんですけれども、

こちらからも同じようなものがアクセスできるのでしょうか。ほかのパンフレットは一応そ

ういった記載があって、参考になるかなと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

【横浜地方気象台・代理（江﨑）】 

マンガで解説「南海トラフ地震 その日が来たら…」の冊子につきましては、気象庁のホー

ムページの刊行物・レポートのページにPDF形式で掲載しておりますので、ダウンロードして

見ていただくことができます。 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

そのほか、いかがでしょうか。（挙手なし）  

それでは、資料3につきまして、事務局、説明いただけますか。 

 【事務局（川口）】 

   資料3について説明 

 【山田委員長】 

ありがとうございました。事務局の資料3に係る説明に関して、ご質問、ご意見等があれば挙

手をお願いします。 

津波対策の基本的事項の整理と、こういう第1回検討会の今回の項目に関して、資料1、2、

3、また、各関係官公庁の方々から関連する資料のご提供をいただき、そして解説等、ご説明を

いただいたところであります。ボリュームのある資料構成でもございますので、この後また確

認いただいて、ご質問等があれば、事務局のほうに別途照会いただくということも可能かと思

います。また何かあれば、最後にまとめてお伺いさせていただくこととしまして、続きまして、

議事次第の議題の2番目になります「横須賀港の津波対策の現状」について、事務局、ご説明の

ほうをよろしくお願いいたします。 

【事務局（川口）】 

  議題2について説明 
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【山田委員長】 

   ありがとうございました。 

ただいまの説明に関して、ご質問、ご意見等があれば挙手等をお願いいたします。いかがで

しょうか。 

【関東運輸局海上安全環境部（上野）】 

   関東運輸局の上野です。質問を一つさせてください。 

アンケートのことで、24ページに日本語アンケートと英語アンケートとあったので、念のため

の確認ですが、外国籍船に対してもアンケートを行うとの理解でよろしいでしょうか。  

【事務局（川口）】 

    そのとおりです。やはり各港の津波対策については、外国船が一つ大きなポイントとなると

考えておりますので、外国船に対してもアンケートを配付していただけたらと思います。よろ

しくお願いいたします。 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

議題2に関しまして、横須賀港の津波対策の現状というタイトルで、まず協議会に係る現状

の規定等、マニュアルのご説明をいただきました。また、実際に実務的な、あるいは現場目線

でというところを今回の検討会の大きな目的としていると、先ほどから事務局の説明があると

おり、これを実現していくためには、関係の皆様からご協力いただいて、アンケートを実施し

て、生の声を聴取したいと。これもうまく整理して、アウトプットにつなげたいと、こういう

ご提案でございます。 

対象となる方々については三つ、対象を決めて、まず一つは船舶の乗組員の方、多分これは、

先ほどもご質問ありましたけれども、日本人船員さん、外国人船員さんという方になるかと思

います。また、バース管理者さん、バース管理者・乗組員の方以外の海事関係の皆様方、今日

お集まりのメンバーの方々のご協力を得ないと、なかなか有意な回答というのは得られないの

かなというふうに思います。 

事務局のほうでも、資料に書かれているとおり、回答者の労力を減らすためにウェブ形式で、

ある意味気軽にといったら変ですけれども、負担をできるだけ少なくして回答できるような仕

組みをご検討いただいていると思います。 

アンケートに関しましては非常にボリューム感があり、今ぱっと見ただけでは意見を出しに

くいところがあるかもしれません。先ほど事務局がご提案のとおり、一度持ち帰っていただい

て、お気づきの事項があれば、忌憚のないところでご意見を賜るとともに、取りまとめの時間

もありますので、ご提案いただいているようなスケジュール感を持って、アンケートの送付、

発送、回収、そして解析につなげていければというふうに考えているというところでございま

す。 

もう一度確認しますけれども、議題2に関しまして、ご質問、ご意見等があれば、よろしくお

願いします。いかがでしょうか。（挙手なし） 

それでは、議題の3番目、「横須賀港の津波対策に関する検討」ということで、事務局、用意

いただいた資料について説明をお願いいたします。 
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【事務局（川口）】 

   議題3について説明 

【山田委員長】 

ただいまの説明に関して、ご質問、ご意見等があれば挙手をお願いします。 

いかがでしょうか。（挙手なし） 

ただいま、リーフレットの説明をいただきました。イメージとして非常に分かりやすい。今

回の検討会のアウトプットを、こういう形で作りたいという事務局のご提案でございました。

表面に関しては、既存のいろいろ情報というところを、QRコードを入れて、１枚あればいろん

な情報を得られるようにすると。それから、裏面では、より具体的なアンケート結果を踏まえ

て実施する事項、そういったところを整理していく、こういう方向性でもって、この検討会の

アウトプットのイメージをメンバーの皆様方に持っていただいて、これから行うアンケート調

査、そして分析結果、これをまとめていきたい、こういうご提案かなというふうに拝察してお

ります。 

事務局、1点確認ですけれども、議題3の資料の最後のページのところ、「周知啓発に使用す

る資料」ということで、リーフレットは(1)ということで、今、詳しくご説明いただきました。

(2)に講習資料（パワーポイント版）と、こういう記載もございますが、よりそういったいろい

ろな企業様あるいは団体様で、今回の検討の審議結果を踏まえて、いろいろお使いいただける

ようなものを作って、そしてそれをホームページ等で公開していく、そのようなイメージでよ

ろしいでしょうか。 

【事務局（川口）】 

   そのとおりでございます。今回の検討内容のエッセンスを盛り込んで、海事関係者の方、乗

組員、代理店の方、バース管理者、それから海事関係者、こういった方々を対象にした講習資

料を作りたいと思っております。これについては、やはりアンケートの結果も踏まえて作成し

たいと思いますので、来年の3月に予定しております第２回検討会において、講習資料をご提

案させていただきたいと思います。以上です。 

【山田委員長】 

ありがとうございます。 

リーフレットに加えて、講習資料に活用できるそういうコンテンツ、こういったものが提供

いただけるという形になると、より具体的な今回の津波に対応する検討会の大きな目的にか

なっているかなというふうに私自身も思っております。ありがとうございます。 

ほかはいかがでしょうか。議題の1、2、3、資料の説明、あるいはご提供いただいたパンフ

レット等の説明をいただきました。全体を通して確認をさせていただきたいと思いますが、ご

質問、ご意見等があれば、このタイミングでいただければと思います。いかがでしょうか。 

【横須賀市港湾部港湾管理課（高橋）】 

   横須賀市の港湾部です。バースの管理側として1点だけ確認させてください。 

資料1で、16ページ以降に津波の引潮の情報があります。以前の検討の中でも話題になってい

たら、私の認識不足で申し訳ないですけれども、今回、事前に資料を拝見する中で、私どもの

土木系の職員に確認をしたところ、こういった通常の干満ではあり得ない、横須賀の場合、3m
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が出ていますので、そういった通常の干満以上の引潮というのは想定して設備を造っていない

そうです。例えば、10mのバースからの3mの引き、4.5のバースからの3mの引きというと、大

分違うのではないかと素人ながらに思ってしまって、その辺というのは、管理者側としてどう

いう心構えでいたらいいのか。もちろんお金をかけて、どんなものにも耐えるものを造るのが

いいのでしょうけれども。そういった場合、例えば船は無事だったとしても、係船柱がもげて

しまうとか、そういったことが起こらないようにすることが、構えとして、机上の空論であっ

たとしても構えるべきなのかどうかというのが分からずに、資料を読んでいました。もし、も

うこういう議論があるよとか、こういう指針が出ているよとか、それから他港の検討の中で同

じような話があったよとかいうことがありましたら、今日じゃなくても構いませんので、情報

を提供いただければと思っております。 

【山田委員長】 

   ありがとうございます。 

ただいまのご指摘について、事務局から何かご回答いただけますか。 

【事務局（川口）】 

   ただいまのご質問については、施設管理とか施設整備に関連したものという理解でよろしい

でしょうか。 

【横須賀市港湾部港湾管理課（高橋）】 

   もちろん、基本はそうなのですけれども、この後、アンケートにお答えしていく中で、当然

出ていけなんてことは言えないのですけれども、こうあるべきだということは、頭の中では考

えておかなければいけないのではないかと思ってご質問しました。 

【事務局（川口）】 

   ありがとうございます。 

ただいまのご質問については、事務局として、これから情報収集をさせていただき、その結

果については、メール等で共有のうえ、ご相談させていただきたいと思います。 

【山田委員長】 

ありがとうございました。 

事務局のほうで、今のご指摘に関して、ちょっと調査をいただいて、でき得る限りといいま

すか、どういった形がアウトプットの中に盛り込めるのかどうかも含めて、ご検討いただけれ

ばというふうに思います。よろしくお願いいたします。 

ほかにいかがでしょうか。（挙手なし） 

第1回検討会ということで、本日ご用意いただいた資料を一通りご説明いただきましたが、

一応確認ですけれども、東北電力のパワーポイント資料、藤井調査役、次の京浜港のほうでご

説明いただけるのかと思いますけれども、こちらのほうは配付だけということでよろしいです

ね。 

【事務局（川口）】 

     はい、東北電力の資料は配付だけとさせていただきます。この資料についてご質問等があっ

た場合は、事務局が東北電力様につないで、回答をいただいたうえで、共有させていただきま

すので、質問等ございましたら事務局までお願いいたします。 



 

151 

 

【山田委員長】 

 第1回の津波対策に関する検討会について、横須賀港の特徴も踏まえたうえで、事務局には

様々な資料を用意いただきまして、本日の審議を進めてまいりました。 

先ほどの議題2のところでもご説明いただいたとおり、これからアンケート調査を行ってい

くと。そのためには、アンケートの項目というものをまず明確にして、そして、それを多数の

方々にご回答いただくと。このあたりは、何度も申しますが、皆様方のご協力をぜひ賜りたい

というふうに考えております。 

次回、第2回検討会に向けてアンケートの解析を進めて、そして実りあるリーフレット等々

の作成、アウトプットというところが検討会として出せれば、一番いいかなというふうに思っ

ております。重ねてご協力のほど、よろしくお願いいたします。 

それでは、議事、用意いただいた資料等の説明は終わったなというふうに思いますので、進

行、マイクを事務局のほうにお返ししたいと思います。 

【事務局（川口）】 

   議事進行、ありがとうございました。 

本日は、横須賀港の津波対策のご検討をいただき、誠にありがとうございます。 

今回の検討会においては、事業計画の案を説明させていただいて、津波対策に関する基本的事

項の整理を行いました。また、今後のアンケート調査などの作業についても共有いたしました。

事務局といたしましては、本日の検討内容を踏まえまして、アンケート調査、また周知啓発資

料の作成等に生かしてまいりたいと思います。 

あとは、アンケートについては、先ほど申しましたが、8月上旬に日本語版、それから9月上

旬には英語版をお送りしますので、ぜひご協力をよろしくお願いいたします。 

なお、アンケートの結果については、12月をめどにメールで共有をさせていただきます。 

また、津波対策、それからリーフレットに関するご意見、ご質問、あとご要望、これについ

ては随時お受けしたいと思いますので、メール、電話等で事務局まで連絡をお願いいたします。 

それでは、これをもちまして、「令和7年度第1回横須賀港の津波対策に関する検討会」を閉

会させていただきます。 

本日は長時間にわたり大変お疲れ様でした。ありがとうございました。 

 

                    

＝＝＝＝閉 会 （14:40）＝＝＝＝ 
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7.2 第 2 回検討会 

7.2.1 開催日時等 

日時：令和 8 年 3 月 19 日 13：15～14：15 

場所：横浜市中区北仲通 5 丁目 57 

   横浜第二合同庁舎 1 階 共用第二会議室 

7.2.2 出席者等（順不動敬称略） 

委員 

  山田多津人、福田 厳、小尾達也、近森茂雄、ララン プラサド グプタ（代理 牧 哲司）、 

髙宮成昭、逸見幸利（代理 平尾克祈）、山口孝次（代理 渕 嘉隆）、鈴木大資、鈴木正一、 

藤本 俊、林 勇一、三ツ堀輝孝、沖村佑稀、細田寛俊（代理 名須川 晢）、林 清治 

関係官公庁 

 上野雅男、佐々木  晃、福地純二（代理 江﨑雄治）、高橋 学、奥田眞康、藤井清高 

（代理 坂下秀和）、長谷川堤司、栗田洋和、山本裕希、福田陽一 

   オブザーバー 

久保田 淳 

事務局 

    岩並秀一、大根 潔、川口 修、神達孝一、南部裕之、坂口皓一、南波佐間太一 

7.2.3 議題 

 令和 7 年度 横須賀港の津波対策に関する検討会 報告書（案） 

 

＝＝＝＝＝＝開会（13:15）＝＝＝＝＝＝ 

 

7.2.1 議事概要 

(1) 挨拶 

本検討会の開催に当たり、事務局を代表して東京湾海難防止協会 岩並理事長が、また、

閉会に際して第三管区海上保安本部 奥田交通部長がそれぞれ挨拶を行った。 

(2) 出席者の紹介 

出席者名簿をもって出席者の紹介とした。 

(3) 委員長 

 第 1 回検討会に引き続き、海上保安大学校 教授 山田委員に務めて頂いた。 

(4) 議事の進行 

配付資料の確認を行った上、山田委員長に、事務局から議事進行を要請した。 
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【山田委員長】 

海上保安大学校の山田でございます。 

本検討会の座長と進行役を務めさせていただきます。本日はどうぞご協力のほど、よろしく

お願いいたします。 

 先ほど岩並理事長からのご挨拶もございましたけれども、アンケートを実施させていただき、

関係者の意識を把握して課題を明らかにする。また、要望を把握することで、今回の報告書で

お示しいただき、これから説明いただく様々なアウトプットをご提案させていただくことにな

りました。これは、事務局にてご尽力いただいたというふうに思っております。ただ、この報

告書ができる過程においては、やはり関係者、企業、関係機関の皆様方のアンケートへの御協

力、これらなくしては実現できなかったというふうに考えております。まずもって、皆様方に

御礼申し上げたいと思います。ありがとうございました。 

それでは、座って議事のほうを進行させていただこうと思います。 

先ほど事務局から説明があったかもしれませんが、本日は委員の交代や代理出席もあるとい

うふうに伺っております。第1回の検討会にご出席されていらっしゃらない方もおられますの

で、まず初めに、ご準備いただいた資料1「これまでの検討概要」について、事務局のほうか

ら説明をお願いいたします。 

【事務局（川口）】 

資料1「これまでの検討概要」に沿って説明。 

【山田委員長】 

   ありがとうございました。 

資料1「これまでの検討概要」について、ご質問、ご意見等があれば挙手等をお願いいたしま

す。（挙手なし） 

それでは、本日の本資料「横須賀港の津波対策に関する検討会報告書（案）」について説明

をお願いしたいと思いますが、分量が結構ありますので、少し時間がかかると思います。ポイン

トを押さえて事務局のほうでご説明をいただき、全体の説明を終えた後、まとめて質疑応答に

移らせていただこうと思っております。 

それでは事務局、説明をお願いいたします。 

【事務局（川口）】 

令和7年度 横須賀港の津波対策に関する検討会 報告書（案）について説明。 

【山田委員長】 

   ありがとうございました。 

事務局から、報告書（案）についてご説明いただきました。ご質問、ご意見等があれば挙手

等をお願いいたします。 

【第三管区海上保安本部交通部（奥田）】 

第三管区海上保安本部交通部長の奥田でございます。 

質問についてでございますけれども、本検討会の成果物としましては、リーフレッ

トとフローチャートということで、当初はフローチャートは作らない予定であったと

いうことですが、オーダーが多かったため作っていただいたということで、本当にあ
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りがとうございます。 

また、講習資料のほうにつきましても、かなりボリュームのあるものとなっており

ますが、私は説明が理解できていないかもしれませんけれども、リーフレットとフ

ローチャートについては英語版も作られているということですけれども、この講習資

料につきましては、英語版というか、何かまとめたものとか、そういったものという

のは存在するのでしょうか。 

【事務局（川口）】 

講習資料は、日本語版だけでございます。英語版を作成したのは、リーフレットと、フロー

チャートです。あとは、英語版のホームページを掲載されております、例えば国土交通省のホー

ムページとか、気象庁のホームページとか、あとは海上保安庁のホームページ、また、日本語

のホームページであっても視覚情報とかで把握できるものについては、英語版のリーフレット

にQRコードを掲載して、アクセスできるようにしております。 

【第三管区海上保安本部交通部（奥田）】 

ありがとうございます。あと、これは質問というよりは、今後の話になると思うのですけれ

ども、実際にあった話で、先ほど川口部長のほうから救命胴衣の話と破砕器具の話がございま

した。また今後、このような参考となるような情報が得られた場合には、我々も各地でこういっ

た情報をしっかりと捉えながら進めていこうと思うのですけれども、ほかにも有効な措置、対

策というものがあったらまた共有させていただきまして、その展開についてもまた検討させて

いただきたいと思いますので、その節はよろしくお願いいたします。 

【事務局（川口）】 

   承知いたしました。 

この津波対策の検討会については、3か年計画で港ごと設置して検討して参りますので、また

引き続き情報収集したりして、新たな続報が入りましたら、ぜひこの検討会の中で共有をさせ

ていただいて、あとホームページでも公開したいと思います。 

【山田委員長】 

   ありがとうございます。 

ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

リーフレット、フローチャート、講習資料、今、三管区本部の交通部長のほうからのご質問

にもありましたが、これから継続的に更新していくというような方向性の確認をいただきまし

た。今回、監修も、三管区本部、横須賀海上保安部の皆さんがされたというふうに伺っており

ますけれども、関連して何か補足あるいはご提供いただく情報がもしあればご発言をいただけ

ればというふうに思いますけれども、何かございますでしょうか。（挙手なし） 

特段ないというところでよろしいでしょうか。ありがとうございます。 

そのほか、委員またオブザーバーでご参加いただいている方々、全体を通してご質問、ご意

見等があればお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。（挙手なし） 

ありがとうございます。先ほどもご説明いただいたとおり、第1回の検討会のときの資料か

ら最新版にご修正いただいた事項、これが今回の報告書、現時点での情報を含めて最新のもの

というふうに認識をしております。 
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一方で、国も地方公共団体も、今後いろいろな事情等々、状況を踏まえて、様々な更新、変

更等を行っていくものだろうというふうに思います。ですので、こういったものを適時適切な

タイミングで見直し、そしてまた新しいものをそれぞれが持っていく、こういう形態が、なか

なかこれは難しいことではございますけれども、それぞれの本日お集まりの方々のところで、

ぜひそういったことを踏まえてご検討いただければ、よりよい対策になっていくのかなという

ふうに思いました。 

全体的にご質問いただいた内容は、特に報告書（案）についての修正事項というのはなかっ

たかなというふうに思っております。（案）と付いておりますけれども、ご議論いただいた結

果を踏まえて、本件、この（案）を取って、報告書として今回の検討会のまとめという形にし

てよろしいでしょうか。（異議なし） 

ありがとうございます。皆さん確認いただいたというところでございます。議事の進行に関

して、これまでご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

それでは、進行のほうを事務局にお返ししたいと思います。 

【事務局（川口）】 

   議事進行、ありがとうございました。 

本日は、横須賀港の津波対策に関する検討会の報告書（案）についてご検討いただきまして、

誠にありがとうございます。報告書につきましては、出来上がり次第、構成員の皆様にお送り

したいと思います。 

なお、今日ご説明いたしましたリーフレットにつきましては、今年の5月をめどに、横須賀港

の横須賀地区海上災害等対策協議会の事務局のほうに送付をさせていただきます。 

また、津波対策の講習につきましては、これも5月以降に講師を派遣して対応させていただき

ますので、講習をご希望される場合は、東京湾海難防止協会までご連絡をお願いしたいと思い

ます。 

それでは、これをもちまして「令和7年度第2回横須賀港の津波対策に関する検討会」を閉会

させていただきます。 

本日は長時間にわたり大変お疲れさまでした。ありがとうございました。 

 

＝＝＝＝閉 会 （14:15）＝＝＝ 


